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第 1 節 研究の背景 

1.1.1「職住分離」から新たな「職住一体」 

 近代の産業革命により、大量の工場や業務施設が都市内部で建設されたことによっ

て都市内部の住環境が悪化し、富裕層の転居を促して郊外の住宅地が整備されたこと

は、「職住分離」が進展する最初の契機となった。これに関して、中西(2020)は、「「工」

とは都市型の業種であり、住工混在への対応とはつまり分離であることを考え合わせ

ると、近代都市計画は「住まい」と「働く場」の分離を基本的なテーゼとして持つも

のなのである。」と述べている1)。戦後の経済の高度成長期における「職住分離」につ

いては、角野(2010)は「都市サラリーマン層の増加は専用住宅へのニーズとあこがれ

の増大につながり、住み替え双六の「上がり」として、郊外戸建住宅が共通の目標と

して受け入れられた」と述べている2)。郊外に大規模な住宅開発が進み、郊外住宅地

が広がったことは戦後の「職住分離」を促進した要因である。 

 今日、専用住宅の数量が圧倒的に多いのに対し、近隣サービスが提供できる店舗や

作業場などと併設する併用住宅は全国の住宅総数の 1.8%のみとなっている注1)。また、

都市部の専用住宅の設計も、敷地規模の縮小や高断熱性能を持つアルミサッシの普及

などによって外に対して閉じる傾向にあり(図 1-1)3)、地域住民同士は気軽にお互いの

家に行き来したり、前庭や玄関先で自然に挨拶したり交流する機会が失われている。 

その一方で、現代社会では、情報通信技術の発達により、インターネットを活用す

ることで、都心部から離れた場所でも仕事や販売活動ができるようになってきている。

さらに、新型コロナウィルスの禍を経って、Zoom や Microsoft Teams のようなオン

ラインでの打ち合わせや業務資料の共有が円滑にできるツールが広く普及され、様々

な手続きや活動がオンラインでできるようになったので、在宅ワークなどの柔軟な働

き方も可能となっている。近年、デザインやものづくりなどに従事する人々の間でも、

SNS やオンラインショップなどを活用して、専用住宅に職場や自己表現の場を併設

する新たな「職住一体」型の住まいを追求する動きがみられる。自宅で働きながら、

作品を展示したり、オンラインショップなどで品物を販売したりするライフスタイル

が広がりつつあり、そうしたライフスタイルに対応した職住一体の住宅が住宅雑誌 

に掲載される事例も多くみられるようになっている注2)。 

 

注1) 平成 30 年度の国土交通省住宅・土地統計調査を参考にした。全国の「専用住宅」

52,642,200 戸に対し、「店舗そのほか併用住宅」は 974,100 戸しかなかった。 

注2) 例えば、近年、「職住一体」を主題とした住宅雑誌が下記に示すようにあった。 

新建築社：住宅特集 2016 年 9 月号 職住一体のススメ ─ 住まいに公の場所をもつこ
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図.1-1 戦後 60 年の住宅が外に対して次第に閉じる外観変化 

(出典：渡辺光雄 参考文献 4)の P.49) 

 

従来の「職住分離」の近代都市の理念とは異なり、地域生活のニーズへの対応の受

け皿としての店舗やアトリエ、教室などと住宅の適度な用途混在による新たな「職住

 

と  

新建築社：住宅特集 2015 年 10 月号 職住一体 — 広い関係性の中で生きること 

商店建築社: 2018 年 職住一体住宅/収納/週末住宅「I'm home. no.92」 

商店建築社: 2019 年 職住一体の住まいを特集「I'm home. no.101」 

商店建築社: 2020 年 Work From Home 働き方、暮らし方のこれ「I'm home. no.108」 

商店建築社: 商店建築 2020 年 8 月号 〈職住一体〉と〈小商い〉の空間づくり 

第一プログレス: LiVES(ライヴズ) VOL.116 職住一体~ 多様化する働き方と住まい 

札促社: Replan 東北 vol.69【特集】「新しい住まい様式」を学ぶ 職住一体の家 

札促社: Replan 北海道 VOL.129 【特集】 「新しい住まい様式」を学ぶ 職住一体の家 

建築資料研究社: 住宅建築 No.325（2002 年 04 月号）職・住一体の家は地に足のつい

た生活をもたらす 
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一体」は、専用住宅の一部が居住者の技能を活かす場所となり、近隣の人を含む来訪

者との交流を促すような可能性を持ち、住宅地におけるコミュニティの形成において

は重要な役割を持つと考えられる。 

 

1.1.2 人口減少時代において住宅を地域に開く役割 

日本における 1 世帯当たりの平均人員数は、1960 年には 4.14 人、1980 年には 3.22

人と大きく減少し、その後も減少が続き、2005 年に 2.60 人であったのが 2020 には

2.21 人に減少し続け、単身世帯の比率は 2005 年の 29.5%から 2020 年の 38.1%に急

速に増大している(図 1-2) 注3)。 

家族の規模が縮小するとともに家族が担っていたケア等の役割の一部が社会的

サービスに移行し、自宅と様々な社会施設が直接に結ぶようになっているので、地縁・

血縁によって結びついた地域コミュニティの役割が徐々に縮小している。その一方で、

個人や家族の力だけでは解決できない問題、例えば、防災、介護や看護、保育、孤立・

ひきこもり、社会的弱者支援などの問題が増加しており、近隣との相互扶助によって

人々の生活を支える基盤のひとつとしての地域生活の共同性注4)が変質し、地域におけ

る人と人のつながりが希薄化していることの問題が顕在化している。また、2020 年

に日本における 65 歳以上の人口の割合は世界で最も高い水準であったのに対し、15

歳未満人口の割合は世界で最も低い水準となっている(図 1-3）注 3)。高齢者の独居化

が進む中注5)、人とのつながりがない高齢者の孤独死も社会問題になっている。加えて、

育児サポートなども、公的機関からの支援へのニーズが増加している。上記のいずれ

の場合も公的機関からの支援だけでなく、地域住民の主体性を発揮させ、人々がお互

いに支え合う地域を創ることも重要だと考えられる。 

 

 

注3) 平成 17 年と令和 2 年の国勢調査を参考にした。 

注4) ここで、共同性とは、特定の人間グループにおいて、そのメンバー達に共通する、客観

的に在するかまたは幻想的に信じられている、利益や目標や理念に、メンバー達の意識

ない行動が方向づけられている実態をさす。下記の文献を参考にした。 

名和田是彦：地域社会の「共同性」について, シンポジウム・構造変容と法社会学(2), 

法社会学, 1999 巻 51 号 pp.48-58, 1999 年 

注5) 「令和 4 年版高齢社会白書」により、令和元年の 65 歳以上の高齢者がいる世帯のうち

単独世帯が 736 万 9,000 世帯で、割合は 28.8%となっている。 それに対し、平成 12

年（2000 年）は半数以下の 307 万 9,000 世帯であった。 
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図 1-2. 一般世帯の家族類型別割合の推移(2005～2020 年) 

 

 

図 1-3. 年齢別人口の割合の推移(1920 年～2020 年) 

 

その一方で、前述した「職住一体」に加えて、近年、専用住宅の一部を家族以外の

人々に開く「住み開き」注6)という動きがみられる。例えば、アサダワタル(2012)は、

『住み開き―家から始めるコミュニティ』4)で、住まいを「無理せず自分のできる範

 

注6)  「住み開き」を最初に提唱したアサダワタルは、「住み開き」を、自宅を代表としたプ

ライベートな生活空間などを、本来の用途以外のクリエイティブな手法でセミパブリッ

クなスペースとして開放している活動、もしくはその拠点のことと定義している。アサ

ダの定義については、下記の文献を参考にした。また、「家開き」や「住まい開き」な

どの類似する概念も存在するので、本研究では、用語の混乱を生じないため、これらの

概念「住み開き」と総称している。 

アサダワタル: 住み開き―住むことから再考する「わたし」のこと、「まち」のこと、

「しごと」のこと。そして、その「境界」, 建築雑誌， Vol.129，No. 1653， pp. 24-25, 

2014. 1 
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囲で自分の好きなことをきっかけにちょっと開いている」、「住み開き」という概念

を初めて提唱し、東京と大阪の都心部にある、自宅に農園カフェや絵画図書館、アト

リエなどを設けた「住み開き」の事例を紹介している。 

業務やサービスの提供を主な目的としている「職住一体」に比べて、「住み開き」

は家族以外の来訪者との交流活動自体を主な目的としている場合が多くみられる。ま

た、地域交流などを目的としている公民館や地域交流センターと比較すると、「住み

開き」は、居住者自身の生活を豊かにすることが主な目的となり、「家」という基本

的にはプライベートな場所をパブリックに開くことによって小規模なコミュニティ

をつくる動きと捉えることができる。 

 

1.1.3 開かれた住宅の定義と職住一体住宅、「住み開き」を行う住宅との関係 

ここで、「開かれた住宅」とは、常連客や概ね決まったメンバーの利用が中心とな

る場合も一部含み、家族以外の不特定多数の人が利用できる「開かれた空間」を持つ

住宅である注7)。具体的には、居住者以外も利用できる併用住宅の店舗、オフィス、飲

食店、ギャラリー、事務所、美容室のほか、地域交流を主な目的としている地域サロ

ンなども含まれる。 

 また、併用住宅とは、店舗、事務所、教室、展示場のように、業務やサービス提供

を目的としている住居以外の明確な機能を併設する住宅である。それに対し、「住み

開き」とは、1.1.2 で述べたように、「自宅を代表としたプライベートな生活空間などを、

本来の用途以外のクリエイティブな手法でセミパブリックなスペースとして開放し

ている活動、もしくはその拠点のことである」。 

業務やサービスが中心となっている併用住宅に比べて、「住み開き」は非営利的な

交流活動自体の特徴を持つことを強調していることが最も重要な特徴的である。加え

て、アサダワタルによる『住み開き―家から始めるコミュニティ』に掲載された事例

により、「住み開き」を行う住宅は、下記のような特徴も見られる。 

①店舗や事務所付住宅のような専用の非居住空間を設置しても成り立つ事例も存在

し、子供が独立してできた空き部屋や、LDK や土間などを積極的に活用して開放す

 

注7) 開かれた住宅の定義にあたっては、下記の文献を参考にした。 

富永美保, 伊藤孝仁: 家開き住宅史: 他者と出会う家がつくる未来, 新建築住宅特集378

号, pp. 4-9, 2017. 10 

アサダワタル: 住み開き―住むことから再考する「わたし」のこと、「まち」のこと、

「しごと」のこと。そして、その「境界」, 建築雑誌， Vol.129，No. 1653， pp. 24-

25, 2014. 1 

浅海義治: 「地域共生のいえ」が開くもの, 都市住宅学 90 号, pp44-49, 2015 
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る事例も少なくない。 

②ほぼ毎日に開放する必要はなく、自分のペースで開放頻度を決める場合が多い。 

③最初から全く知らない人を招く必要もなく、概ね決まった友人や知人を中心に開く

ことから、徐々にコミュニティの輪を広げていく場合が多い。 

④個人住宅をちょっとだけ開くことで小さなコミュニティが生まれ、自分の仕事や趣

味の活動が他者へと自然にかつ確実に共用されていく。 

以上により、職住一体住宅と「住み開き」を行う住宅、開かれた住宅との関係を図

1-4 に示す。 

 

 

 

 

また、前述した概念に加えて、開かれた住宅と類似する下記の概念も存在する。 

(1) SOHO とは、「Small Office Home Office」の略語で、自宅や小規模なオフィスで

パソコンなどを用いてビジネスに取り組む働き方であり、あるいは、そうした方々が

働くオフィス物件である。SOHO 向け物件は住居用として契約し、看板の設置や不特

定多数の人の出入りなど、居住用の範疇を超える行為は許可されないので、IT 業者の

ような打ち合わせなど実際に会う必要がない利用者に適すると言われる。また、併用

住宅では、併用部と住居部が明確に区分されているのに対し、SOHO 型住宅は居住空

間とオフィスが混在しているのが一般的である。 

(2) テレワークや在宅勤務とは、企業に所属して働く人が基本的に自宅を拠点として、

パソコンやインターネットを活用し仕事する働き方であり、業務関係の来訪者がいな

いのが一般的である。これに該当する場合は、雇用の有無が SOHO との違いとなる。 

 上記の 2 種類の「職住一体」とも、業務が主な目的となっており、かつ業務関係の

来訪者が高度に限られており、もしくは実際に合う必要がないので、本研究の着目点

である「住宅を開きつつ、居住者のプライバシーを確保する計画手法や住み方」や「住

宅を開くことで生まれた来訪者との交流」とは一致していないと考えられる。そのた

図 1-4.開かれた住宅の概念区分 
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め、開かれた住宅とは区別して、本研究の分析対象から外している。 

 

1.1.4 従来の職住一体住宅(併用住宅)の空間構成の特徴と開かれた住宅の空間計画

の課題 

前近代の都市においては、西山(1989) 5)によれば、図 1-5 注8)に示すように商人や職

人は町家や長屋に居住し、表の空間を商売や作業の場所としていたのが一般的であっ

た。表の店舗や作業場に住宅の主な入口が配置されている。 

併用住宅の大部分を占めた店舗付住宅の商売のやり方に関しては、一部に「立売り」

があったが、「座売り」が主であった。一方で、明治時代に入ると、公的な生活は徐々

に土足のままで行われるようになり、その結果、店舗付住宅のミセの間は土間が増え

る傾向にあり、店の土間を落とした住宅が基本的な型となった。また、伝統的な町屋

の間取りについて、鈴木(1999)は「…地域ごとにほぼ共通している。道に面した部分

はミセと呼ばれ、そのわきに裏まで細い土間(トオリニワ)があり、このトオリニワに

沿ってミセ・チャノマ・ザシキと並ぶ。一番奥のザシキは裏庭に面している」と述べ

ている。加えて、「チャノマ」は店舗と住居の接点となり、両者を緩衝しつつも接続

しているだけでなく、「トオリニワづたいに入ってくる近隣・地域の人たちにも開放

されていた」ように、近隣の人々が入りやすい空間となっている6)。                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                  

近代の典型的な店舗付住宅の空間構成の特徴については、太田ら(1984)は「2 階建

て、1 階前面道路側に店部分、1 階奥と 2 階に住宅部分がある」と述べている7)。太田

 

注8)  図 1-5 は、西山夘三が 1937 年に行った調査による店舗付住宅の間取り図である。参

考文献 5)の p.169 を参考にした。 

図 1-5. 1937 年の調査による東京(左)と京都(右)の店舗付住宅の代表的な間取り 

(出典：西山夘三 参考文献 5)の p.169) 



第 1章 序論 

10 

 

らによれば、近代の店舗付住宅の大きな特色は「3 世代の住宅であることと、店舗と

住宅が複合している」という 2 点がであった。店舗付住宅が同時に 3 世代住宅である

理由は、「商売あるいは職業の世襲があったためである」。それにより、親世帯だけ

でなく、家業は家族全員で担っていたと考えられる。そのため、お店と住居の代表的

な空間構成や空間の使われ方について、前述した町屋と類似するように、「店と住宅

がつながる部分、部屋は、店と住宅に両方の用途を合せ持つ。店の用途として接客や

事務となり、住宅としては茶の間や寝室となる」。茶の間や寝室などの用途を場合に

よって転用もしており、プライバシー上の配慮によって職と住を明確に分ける必然性

も意識も低く、店と住居の境目が実は曖昧になっていた注9)。 

また、店と住居のつなぎ空間について、住宅側の茶の間や寝室の他、店の中の疊敷

の部分を「帳場」と呼び、事務的な作業を行う場所であった。その使い方について、

太田らは「普通、疊は 2 枚～5 枚敷いてあり、番頭か店の主人がここに座わり、客と

の対応をしていた。その帳場の後ろの大阪障子は、店内の領域性を視覚的に表すため

に一般的に好んでよく使われた間仕切りで、多くの店舗付住宅にみられた」と述べて

いる。一方で、茶の間は大阪障子の内側の 6 畳の和室であることが多く、「用途はさ

まざまで、家族の食事や仕事の合間の休息、親しい知人の接待、そして家によっては

親世代の寝室や使用人の寝室になっていた」ことが分かる。 

戦後には、個人のプライバシー意識の高まりと核家族化の進展と共に、太田らによ

れば、「3 世代同居にしたとしても、世帯間で完全に独立した生活領域を求め、住宅

が内部で２つに分割される。さらに、個人が独立室を求め、子供室の増築のように個

室化が進む」傾向が見られ、併用住宅の計画にも職住、さらに公私室を明確に分離し

ようとする傾向が現れる。具体的には、太田らは「店と住宅の分離手段も、伝統的な

大阪障子から、音や空気などを遮断する固いガラス戸へ変更した」ことによって「茶

の間は住宅オンリーの機能を果たすことが多く、店番すら店の土間に椅子を持ち出し

て行うケースが増えている」と述べているように、前述したつなぎ空間が住宅部分に

次第に吸収されていった。さらに、山添ら(1992)が９0 年代初期に行った併用住宅の

調査注10)によれば、開かれた住宅における職住の空間構成手法の実態については、店

舗と住居がそれぞれ接道する入口を持ち、内部で両者を接続する空間構成手法が最も

多くみられ、加えて、店舗と住居を明確に分離し、内部でのつながりが全くない併用

 

注9) ここで、太田博太郎は、東京都旧品川宿地域の近代の店舗付住宅を調査の対象としてい

た。参考文献 4)を参考にした。 

注10) 山添らは、福島県郡山市内に立地する併用住宅関する調査を行った。参考文献 9)を参

考にした。 
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住宅も 3 割以上を占め、道路から店舗と住居への動線分離が空間構成の主流となって

いた。 

1.1.1～2 で述べたように、高度成長期を経て職住の分離が進んだが、情報通信技術

が急速に発展した現代社会において、開かれた住宅では、家業として住宅を開くこと

のほか、空間の用途が複合化し、世帯のなかの個人それぞれが自身の事業を展開する

形で、あるいは趣味、地域交流の活動の場として、居住者のペースに合わせて住宅を

地域の人々に開くことも見られるようになっている。加えて、開かれた住宅は概ね小

規模で、限られた住宅面積のなかで、空間を効率的に利用しつつ、開かれた空間を併

設することにより、経営者以外の家族も含む居住者の生活と開かれた空間の程よい距

離感の取り方は、より重要な設計課題になっている。 

また、開かれた住宅は、新築の戸建て住宅だけでなく、既存住宅ストックが利用さ

れる機会も今後は増えていくと考えられる。住宅を開くため、既存住宅ストックはど

のような改修手法があるか、さらにそれらの改修手法は有効かどうかが課題となって

いる。本研究では、既存住宅ストックの一つの典型が大阪長屋注11)を取り上げる。既存

の戸建て住宅より、大阪長屋は敷地の制約が厳しいため、改修による開かれた住宅と

しての利活用方法を解明することに意義が大きいと考えられる。また、大阪長屋は、

利便性の高いまちなかに立地し、低価格で賃借または取得でき、改修しやすいという

特徴があるため、近年は改修によって開かれた住宅として利用される動きが見られる。

併用住宅として多く利用されていた大阪長屋は、表に土間をもつものもあり、改修に

よって現代の開かれた住宅としても利活用しやすい可能性が高い。 

 以上により、開かれた住宅のあり方を解明するため、開かれた空間の用途の多様化、

複合化に対し、居住者はどのような新たな住要求があるか、それらに対応する開かれ

た住宅の計画手法を総合的に把握する必要があると考える。 

 

第 2 節 研究の目的と意義 

 以上のような住宅の背景をふまえ、本研究では、開かれた住宅を研究対象とし、開

かれた住宅の空間構成手法と住み方を明らかにすることを目的とする。 

具体的には、下記の 2 つのアプローチにより、開かれた住宅の空間計画手法と住み

方を分析する。 

 

 

注11) ここで、大阪近代型長屋とは、戦前に建てられた大阪府内に立地する長屋建て住宅で

ある。 
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1) 開かれた住宅の空間構成手法の解明 

住宅を開く際に生まれる、来訪者を家に招き入れることと居住者のプライバシーを

確保することという、性質が相反する住要求をどのように調整するかが、開かれた住

宅を設計する際の重要な課題だと考えられる。また、住宅を開く際に、居住者家族が

来訪者の存在を気にする必要がなく、自己の意志によって食事、家事、勉強などの生

活行為を自由に振る舞えることが重要である一方で、開かれた空間と居住専用空間の

程よい距離感を確保し、両者を便利に行き来することや、場合によって家族も開かれ

た空間における活動に気軽に参与できることも重要だと考えられる。 

そのため、本研究では、まず、開かれた空間(Semi-Public Space) と居住専用空間

(Private Space)の関係に着目し、住宅を開くこととプライバシー確保の関係を調整す

る開かれた住宅の空間構成手法を総合的に明らかにする。 

次に、研究背景で述べたように、大阪長屋が、近年、改修によって開かれた住宅と

して活用される動きが見られる。前近代に併用住宅として多く利用されていた長屋に

おける土間、続き間、奥庭等、特徴的な空間要素は、開かれた空間としても有効に活

用されると考えられる。そのため、本研究では、大阪長屋を開かれた住宅としての改

修手法に着目し、改修の傾向と改修後の空間構成の特徴を明らかにする。 

 

2)開かれた住宅における住み方の把握 

開かれた住宅の空間構成手法の評価は、どのような居住者の住要求によって設計さ

れたか、さらに実際の暮らしにおける、居住者の住み方と住生活評価によって検証す

ることができる。そのため、開かれた空間を持つ新築の住宅作品と長屋住宅における

居住者の住み方と住生活評価を明らかにし、空間構成手法の効果を検証する。 

さらに、住宅を開くことで、来訪者とどのような交流が生まれたかも開かれた住宅

のあり方を解明するための重要なポイントである。そのため、開かれた空間における

居住者と来訪者との交流内容を明らかにし、それらの交流が生まれた経緯と居住者の

生活に与える影響を考察する。 

 

以上により、開かれた住宅における開かれた空間と居住専用空間の空間構成手法の

把握、及び居住者の住み方、近隣交流の特徴から居住者の住要求の実現を検証するこ

とは、今後の開かれた住宅を設計する際の基礎的な資料として応用可能である点に、

本研究の意義があると考えられる。  
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第 3 節 研究の方法と構成 

1.3.1 研究の対象 

1) 建築雑誌に掲載された独立住宅作品 

本研究の第 2~4 章では、日本の代表的な現代建築ジャーナリズムの一つとしての

『新建築住宅特集』に掲載された独立住宅の住宅作品を分析対象としている。開かれ

た住宅の空間構成手法と居住者の住み方を解明することを目的としているため、多く

の建築家によって設計され、比較的小規模で、空間構成の多様性が高い『新建築住宅

特集』の掲載作品を本研究の分析対象とすることが適切だと考えられる。また、本研

究では、下記の 2 つの基準のいずれかを満たす『新建築住宅特集』の掲載作品を、開

かれた住宅の分析事例として抽出する。 

①建築雑誌に掲載された住宅の配置図に、住宅に事務所や店舗、教室、地域活動空間

のような開かれた空間が併設されている。 

②建築雑誌の解説文により、専用住宅の LDK などを開かれた空間に時間差利用する

ことが可能である。 

 

2) オープンナガヤ大阪の参加長屋 

 第 5 章では、大阪の長屋住宅を取り上げる。 

研究背景で述べたように、前近代の日本においては、商人や職人などが長屋や町屋

に居住し、表の空間(土間など)を商売や作業の場所として、家族以外の人にも開放し

ていた空間利用形態が一般的であった。土間、続き間、奥庭等、特徴的な空間要素を

持つ大阪長屋が、時代を経て、近年再び開かれた住宅として活用されていることに着

目した。これら長屋の特徴的な空間は、開かれた空間としても有効に活用されると考

えられ、開かれた住宅の設計や改修に応用可能な知見を得ることが可能だと考えた。

以上により、長屋住宅を開かれた住宅としての空間構成手法と居住者の住み方を把握

するため、オープンナガヤ大阪注12）の 2011～2020 年の参加長屋のうち、店舗や事務

所などの開かれた空間をもつ長屋を分析対象としている。 

オープンナガヤ大阪の参加長屋は、長屋への利活用に高い意識と情報発信する意欲

があり、かつ概ね最近の 10 年以内に新規入居したという特徴を持っているため、現

代における開かれた住宅として利活用する可能性を見出すための調査対象に適して

いる。 

 

注12)「オープンナガヤ大阪」とは、大阪長屋の保全活用を目的として、2011 年から毎年開

催されているオープンハウスイベントである。 
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1.3.2 研究の方法 

(1) 本研究を達成する方法 

 本研究の目的を達成するため、下記の手順で分析を行う。 

まず、開かれた住宅の空間構成手法は、居住者の特性、開かれた空間の用途や敷地

状況など様々な面から影響を受けている。ただし、開かれた空間と居住専用空間の関

係性という視点からみると、異なる居住者の特性や用途を持つ開かれた住宅であって

も、類似する空間構成的な特徴も存在すると考えられる。このような事例間の類似す

る空間構成的な特徴について、本研究の第２と３章では『新建築住宅特集』の掲載作

品を対象として開かれた空間と居住専用空間の関係に着目して把握する。まず、開か

れた空間と居住専用空間の全体的な関係に着目し、道路からのアクセス経路や隣接関

係、空間の時間差利用の角度から分析した上で、各指標を組み合わせることで、開か

れた住宅の代表的な空間構成タイプを把握する(2 章)。次に、開かれた空間の主室と

居住専用空間を接続する空間の存在自体に着目して、道路から開かれた空間の主室、

居住専用空間と接続空間へのアクセス経路に加えて、空間の配置と視線の透過性から、

代表的な接続空間タイプを把握する(3 章)。 

さらに、空間構成の分析に基づき、新築の住宅作品を対象として、事例調査から開

かれた住宅における居住者の住要求と住み方、来訪者との交流の特徴を把握した上で、

居住者の住生活評価から空間構成手法の効果を検証し、住宅を開くことが居住者の住

生活に与える影響を明らかにする(4 章)。 

最後に、大阪長屋を対象として、事例調査を通じて、開かれた住宅としての改修手

法、空間の使われ方、来訪者との交流を把握した上で、居住者の住生活評価から長屋

が開かれた住宅として有効に活用されているか否かを検証し、今後の開かれた住宅の

設計に応用可能な知見を明らかにする(5 章)。  

各章の具体的な分析方法については、下記に示すようになる。 

 

(2) 開かれた住宅の用途と空間構成型 ＜2 章＞ 

店舗や事務所、地域サロンなど多様な用途を持つ開かれた住宅を外の人に開く際に

は、住宅を開くことと家族生活のプライバシーとの矛盾をどのように対応するかが設

計上の重要なポイントになると考えられる。そこで、本研究の第 2 章では、道路から

開かれた住宅における開かれた空間と居住専用空間へのアクセス経路や、空間の時間

差利用、両者の隣接関係に着目し、開かれた空間と居住専用空間の空間構成手法を把

握した上で、開かれた空間の用途別に開かれた住宅の空間構成型の特徴を検討する。 



第 1章 序論 

15 

 

 具体的には、第 2 章「開かれた住宅の用途と空間構成型」では、まず『新建築住宅

特集』の 2006~2020 年の掲載事例のうち、開かれた空間を有する事例を抽出し、開

かれた空間の用途を分類した上で、時期別に事例数の推移を把握する(2.1)。次に、開

かれた空間と居住専用空間との関係を、①両者へのアクセスの仕方の違いによる「ア

クセス経路型」(2.2)を基軸に、②空間を効率的に利用するため、時間によって開かれ

た空間や居住専用空間の用途を転用する「時間差利用」を持つ空間の配置(2.3)、及び

③開かれた空間に隣接する居住専用空間側の空間の種類による「隣接関係」(2.4)に加

えて、この３つの視点から、開かれた空間の用途との関係、及び各分析指標のお互い

の関係を分析する。最後に、３つの分析指標を総合し、開かれた住宅にみられる代表

的な構成類型を抽出し、開かれた空間の用途別に開かれた住宅の空間構成類型の特徴

を把握する。 

 

(3) 開かれた住宅における接続空間の空間構成手法の把握 <3 章> 

居住専用空間に接続する開かれた空間は、主な機能を持つ「主室」と、「接続空間」

の 2 種類の空間に分けて捉えることができる。ここで、接続空間とは、段差や建具、

壁などで開かれた空間の主室と仕切られ、開かれた空間の主室と居住専用空間の両方

への動線を持つ開かれた空間内にある空間である。 

開かれた空間の主室(以降、主室と略称)と居住専用空間の間に配置され、両者への

動線を持つ接続空間は、主室と居住専用空間との関係を調整することができ、住宅を

家族以外の来訪者に開く際には重要な役割を持つと考えられる。また、接続空間は主

室と居住専用空間を接続するほか、道路からの動線を主室と居住専用空間に接続する

ことも見られ、来訪者に開かれた空間に入ってもらう役割を持つと考えられる。そこ

で、本研究の第 3 章では、開かれた住宅における接続空間の空間構成手法を把握する。 

具体的には、第 3 章「開かれた住宅における接続空間の空間構成」では、『新建築

住宅特集』の 2006～2023 年注13)の接続空間を持つ開かれた住宅の掲載事例を分析対

象としている。まず、接続空間の空間形態に着目し、接続空間の空間形態ごとの基本

特性を把握する(3.2)。次に、道路から接続空間と主室、居住専用空間へのアクセス経

路に着目し、開かれた住宅における接続空間の動線上の位置づけを把握する(3.3 章)。

さらに、接続空間と主室、居住専用空間との配置関係、及びお互いの視線透過性の有

無を把握した上で、接続空間の空間構成の特徴を考察する(3.4)。最後に、3.3 と 3.4

 

注13) 分析にあたっては一定の事例数を確保するため、第 2 章(分析時期:2020 年～2021 年)

では 2006 年から 2020 までの 15 年間の掲載事例を分析対象としており、第 3 章(分析時

期:2023 年～2024 年)では 2006～2023 年の 18 年間の掲載事例を分析対象としている。 
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の分析内容を統合し、代表的な接続空間タイプを抽出した上で、接続空間形態、及び

開かれた空間の用途との関係を分析考察し、接続空間の空間構成手法の特徴を明らか

にする(3.5)。 

 

(4) 新築の開かれた住宅における住み方と開かれた空間で生まれる交流<4 章> 

第 2～3 章で分析した開かれた住宅の空間構成手法の効果を検証するため、第 2～3

章の分析に基づき、開かれた空間を持つ新築の住宅作品の事例調査を通じて、居住者

の住み方と住生活評価から居住者の住要求が実現できているか否かを明らかにする。

さらに、開かれた空間で生まれる交流の特徴を把握するため、居住者と来訪者との交

流内容を明らかにする。 

まず、調査対象と方法について述べる(4.2)。次に、調査対象の立地状況、居住者の

家族構成、年齢、住宅を開く経緯などの基本情報を把握する(4.3)。さらに、第２～3

章の分析内容に基づき、調査対象における住み方と住生活評価から、空間構成の効果

を把握する(4.4)。最後に、開かれた空間で生まれる交流の特徴を把握し、地域交流が

居住者の住生活に与える影響を考察する(4.5)。 

 

(5) 改修による大阪長屋における住み方と開かれた空間で生まれる交流 <5 章> 

近代の大阪府では、賃家の 9 割が長屋で注14)、戦後においても戦火を免れた長屋が

多く残っている。研究背景で述べたように、大阪長屋は、利便性の高いまちなかに立

地し、低価格で賃借または取得して改修しやすいという特徴があるため、地域活動空

間や店舗などと併設する開かれた住宅として再生する動きが活発しており、改修に

よって現代の働き方やライフスタイルに対応する利活用の可能性があると考えられ

る。 

そこで、第 5 章では、長屋への訪問調査を通じて、長屋が開かれた住宅としてどの

ように改修され、有効に利活用されているかを検証する。 

まず、オープンナガヤ大阪から、対象長屋を抽出する(5.2)。次に、長屋を開かれた

住宅として活用するため、長屋に特徴的な土間、続き間と庭を開かれた空間として改

修した内容、及び改修上の傾向を居住者に対するインタビューによって把握する(5.3)。

さらに、改修された長屋は開かれた住宅として有効に機能しつつ、居住者のプライバ

シーも確保できているかを解明するため、居住者の住み方や住生活評価から分析考察

 

注14)  1940 年に大阪市社会部庶務課が実施した大阪市社会部報告(第 251 号)の賃家調査に

より、長屋建ての賃家は全体の 94.86%を占めた。 
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する(5.4)。最後に、上記の分析結果を整理し、長屋は開かれた住宅として改修され、

有効に活用されているかを検証し、今後の開かれた住宅の設計に応用可能な知見を把

握する。また、住宅を開くことを通じて生まれた交流が、居住者は地域とのつながり

を強める持続的な交流にも発展しているかを明らかにし、地域交流が居住者の住生活

に与える影響を考察する(5.5)。 

 

1.3.3 研究の枠組み 

本研究の背景・目的に照らし、下図のように本研究の構成を整理した。 
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第 4節 開かれた住宅に関する研究の系譜と本研究の位置付け 

1.4.1 開かれた住宅の研究の流れ 

 本研究は、開かれた住宅の空間構成手法、居住者の住み方などに着目して、開かれ

た住宅の設計にも資する計画手法を明らかにするものである。本研究の位置づけを行

うため、まず開かれた住宅に関連するこれまでの既往研究を振り返り、本研究との関

係を述べる。 

 まず古くは、西山夘三がおよそ 1940～60 年代に行った併用住宅を含む日本の住ま

いに関する膨大な調査や研究 5)、および 20 世紀の 80 年代の初頭に太田博太郎らによ

る店舗付住宅再建の基礎的研究 7)などがある。 

次に、20 世紀末には、店舗付併用住宅の空間構成、もしくは伝統産業集積地域にあ

る作業場付き併用住宅の住み方を分析対象とした先行研究の集積がある。21 世紀に

入ってから、人々のライフスタイルの多様化と ICT 技術の発達により、SNS などを

活用する新たな「職住一体」という住まい方も登場し、それを分析対象とした研究が

展開し始めている。また、近年、少子高齢化による孤立化などの社会問題に対応する

方法の一つとして、専用住宅の一部を地域交流空間として地域の人々に開放する「住

み開き」というライフスタイルが現れて注目されている。 

一方で、現代住宅だけでなく、2010 年代以降には大阪長屋を活用して地域に積極

的に開放する事例を対象とした研究も複数見られる。 

本論に先立って、下記の３つの角度から、各章における既往研究との関係を振り返

り、本研究の位置づけを確認する。 

1)開かれた住宅に関連する空間構成手法 

2)開かれた住宅における住み方や運営管理方法 

3)長屋住宅を開かれた住宅としての利活用 

 

1.4.2 開かれた住宅の空間構成手法に関する研究と比較した位置付け(第 2 章と 3 章

に対応) 

(1) 住宅内部における空間構成手法に関する既往研究と比較した位置付け 

 既往研究の多くが分析対象としているのは併用住宅である。 

まず、住宅内部における開かれた空間の配置や分節などを主題とした先行研究に関

しては、1990 年代に住宅地に立地する併用住宅における「働く空間」と「住まう空

間」の関係を空間の配置、接客や食事などの視点から分析した向山ら(1994)8)による

もの、職住密接型併用住宅の建物内部における生活実態や、住まいと職場の接続状況

を考察した山添ら(1994)による一連のもの9)10)があり、職と居住空間の配置関係と利
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用形態の関係性を示している。 

 次に、SOHO(Small Office・Home office)住宅のような小仕事場つき住宅も 1990 年

代に日本に登場し、2000 年代に入ってから、SOHO 住宅を分析対象とした住宅内の

仕事場の独立性を、外部からのアクセスに着目して居住専用空間との関係を分析し 

たことにより、仕事場空間の独立性が高い傾向を示唆している小笠原ら(2003)による

もの11)がみられる。その他にも、郊外住宅地における習い事教室を併設する住宅の開

かれた空間と居住専用空間の動線関係、空間分節、住宅の面積などに着目し、居住者

による住生活評価から、動線計画などの課題を見出した山口ら(2007)によるもの12)が

見られる。 

 さらに 2010 年代には、『新建築』誌に掲載された仕事場もつ住宅作品を対象とし

て、仕事場と居住空間の空間関係による接続パタンを抽出した廣瀬らによるもの

(2011)13)や、仕事場の空間的独立性と延長領域により、開かれた住宅の空間構成手法

を分析した川井ら(2011)によるもの14)などがある。 

 これらの先行研究は、開かれた空間と居住専用空間の配置や分節関係に着目して開

かれた住宅の空間計画手法を考察したもので、いずれも有用な知見を与えている。し

かし、住宅を開きつつ、居住者のプライバシーを確保する空間構成手法に着目して分

析を行ったものは少なく、それを把握するためには、開かれた空間と居住専用空間の

配置や空間分節を分析するだけでなく、開かれた空間と居住専用空間を時間差利用し

て空間を効率的に利用する手法や、開かれた空間が持つ多様な用途と空間構成型の関

係性を総合的に検討することも重要だと考えられる。そこで、本研究の第 2 章は、道

路から開かれた空間と居住専用空間へのアクセス経路型を基軸に、開かれた空間と居

住専用空間の隣接関係、時間差利用を加えて、この３つの視点から、開かれた住宅の

空間構成型と開かれた空間の用途との関係を解明することに重きを置いている。 

 また、仕事場などの開かれた空間に接続される室の用途に着目し、住宅全体の動線

関係を分析したものがみられる 13)が、開かれた空間と居住専用空間を接続する空間の

存在自体に着目して分析を行ったものはみられない。そこで、本研究の第 3 章では、

開かれた空間のうち、開かれた空間の主室と居住専用空間の間に配置され、両者の動

線を繋ぐ空間を「接続空間」の存在自体に着目し、動線関係のほか、接続空間の配置

や視線透過、形態などを把握した上で、接続空間の空間構成の手法を分析考察する。 

 

(2) 開かれた住宅の外部や接続空間の空間構成手法に関する既往研究 

開かれた住宅の外部空間を主な主題とした先行研究に関しては、店舗併用住宅の外

部空間の実態とその構成手法を分析した吉岡ら(1993)によるもの15)、併用住宅の外観
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表現に見られる構成要素に着目し、内部機能と外観表現の関係を分析した油谷ら

(2004)によるもの16)、店舗併用住宅の外観的特徴と昼夜変化を分析し、共通の性質と

地域固有の性質を把握した具志ら(2010)によるもの17)が見られる。 

また、近年、住宅とまちとの関係性の視点から、「住み開き」をしている住宅を分

析対象とした研究も見られる。例えば、軒下やピロティなどの公開領域と立面の構え

からみる家開きを行う住宅の空間構成を分析した向ら(2019)によるもの18)や、地域住

民へ開かれている交流空間を持つ住宅を分析対象とし、その開き方を考察した森田ら

(2020)によるものなどがある。これらの研究は主に併用住宅の外部空間の空間形態や

外観の表現から、開かれた空間の空間構成だけを分析したもので、いずれも有用な視

座を提供している。本研究の第 3 章は、これらの既往研究を踏まえ、開かれた空間と

居住専用空間との接続関係の中で、開かれた住宅における接続空間の空間構成手法を

把握することに、本研究の特徴があると考える。 

また、本研究の第 3 章における接続空間と類似する空間に焦点にあてた既往研究で

は、付加機能を複合した住宅を分析対象として、住宅における住居部、付加機能部、

及びそのどちらにも属さずに両者を接続する空間を緩衝部として、動線関係とボ

リューム分割の特徴から、住宅の空間構成を分析したホンら(2012)によるもの19)が見

られる。同論文における道路から緩衝部などへの動線を捉える視点は、本研究とも共

通した関心に基づくものだと考えられる。一方で、本研究の第 3 章では、接続空間と

開かれた空間の主室、居住専用空間の関係を、道路からのアクセス経路に加えて、三

者の配置関係と視線的透過性の有無の３つの角度から検討する。これらを統合して分

析することで、居住専用空間のプライバシーに考慮しつつ住宅を開くための接続空間

の空間構成手法を浮き上がらせようとする点に特徴があると考える。 

 

1.4.3 開かれた住宅における住み方や開かれた空間の使われ方に関する既往研究と比

較した位置付け(第 4 章に対応) 

 併用住宅の住み方を主題とした既往研究には、まず、1980 年代末に、大正初期～昭

和 10 年頃に東京都品川区に建てられた併用住宅の更新と住様式の変化について分析

考察した菊地ら(1988)によるもの20)が見られる。 

1990 年代に入ってから、小伊藤ら(1994, 1996)による京都中心部の町家を中心とし

た併用住宅や、西陣の小規模織屋建て住宅における住み方や住宅改善行為を論じる一

連の調査研究21) 22) 23)、及び桑原ら(1997)による併用住宅における同居世帯の住まい

方を論じるもの24)がある。さらに、2000 年代には、地域住民に開く交流の場における

活動開催や運営を主題とした既往研究として、小松ら(2007)による地域住民が主体的
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に設立・運営する交流の場の空間、運営と支援体制の状況を調査したもの25)、及びそ

の交流の場の設立者からみた交流の場の開設場所と運営及び地域的つながりの総合

関係を分析したもの26)が見られる。 

また、2010 年代になってからは、「住み開き」をする住宅における住み方や空間の

管理運営の方法を主題とした研究も多数見られる。例えば、坂上ら(2011)による参加

者と使い分けの二つの軸で「住み開き」の活動と場所を論じるもの27)、長尾ら(2013)

による市民が主体的に関わりながら構築する交流の場のしくみの「自治」の実態につ

いて考察したもの28)、馬渕ら(2013)による地域に開かれた私的空間の設立手法に注目

して分析したもの29)、郷原ら(2016)による「他者に開いた交流空間」における利用者

の特性と利用実態を分析したもの30)が見られる。また近年には、財団法人世田谷トラ

ストまちづくりによる「地域共生の家」の制度の効果と課題を考察した有可ら(2019)

によるもの31)、森ら(2022)による「住み開き」の事例を対象とした広報活動と運営の

実態を分析したもの32)、「住み開き」の活動実態と継続性を分析した舩見ら(2022)に

よるもの33)、及び是永(2022, 2024)による住宅を活用した「家庭文庫」としての開き

方を調査したものや、高齢者の居場所となっている「開く住まい」を分析対象とし、

運営や居場所づくりの特徴を考察したによるもの34)35)などがある。 

これらの研究は、特定の用途や場所に限定した開かれた空間における活動、来訪者

の利用実態に重きをおいたものであり、運営や管理方法などを中心として分析したも

のである。それに対し、本研究の第 4 章では、居住者の住要求が実現できているかを

把握するため、居住者の住み方、来訪者との交流、居住者による住生活評価に重きを

置く点に特徴があると考える。 

 

1.4.4 大阪長屋の利活用に関する既往研究と比較した研究の位置づけ(第 5 章に対応) 

2010 年代に入ってから、新規入居者による長屋の利活用が次第に注目され、小伊

藤ら(2011,2018)の再生事例の実践的手法と住み方を評価したもの36)や新規入居者に

よる大阪長屋の住まい方について調査分析したもの37)、長屋の改修に伴う新規に入居

する仕組みの展望と課題について考察した小池ら(2020)によるもの38)などがある。こ

れらの研究により、長屋の改修による活用のされ方、住み方の変化や実態は解明され、

いずれも有用な知見を与えているが、開かれた空間と居住専用空間の関係性の観点、

すなわち、開かれた空間の機能性を確保しながら、居住者のプライバシーをどのよう

に守るかという観点からの考察は見られない。また、長屋の商業的活用に焦点を当て

た研究としては、コンバージョンによる店舗としての長屋などと路地の空間構成上の

変化を考察し、空間更新の実態を解明した脇田(2011)によるもの39)、リノベーション
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によって新たな商空間を併設した長屋住宅の住と商空間の関係を考察した山本ら

(2013)によるものがある40)。前者は長屋の店舗のみを分析対象としているのに対し、

後者は筆者と同じような関心を持ち、住と商空間の関係を分析したが、空間改修の手

法や居住者と来訪者の交流の側面からの長屋の利活用に関する考察は見られない。 

これらの先行研究を踏まえ、本研究の第 5 章では、開かれた住宅としての長屋の改

修の内容を把握し、改修後の開かれた空間の使われ方と開かれた空間における居住者

と来訪者の交流から、開かれた住宅として長屋の活用可能性を検証することに特徴が

あると考える。 

 

1.4.5 本研究の独自性の整理 

開かれた住宅の空間構成手法、住み方や管理運営に関する分析はこれまで数多く

行われてきたが、本研究は下記の 5 つの分析視点により、既往研究にはない独自性が

あると考える。 

 

1) 住宅の開き方に関する空間構成手法の独自の分析軸(第 2 章に対応) 

本研究では、「住宅を開く」視点から、住宅を開きつつ、プライバシーも確保する

ことに主眼を置いた分析軸で空間構成手法を分析しているのが特徴である。すなわち、

開かれた空間と居住専用空間へのアクセス経路に加えて、両者の隣接関係、空間の時

間差利用の３つの指標を総合することで、用途に対応して開き方を調整する空間構成

類型を抽出した。 

 

2) 開かれた空間と居住専用空間の関係を調整する接続空間への着眼(第 3 章に対応) 

 開かれた空間と居住専用空間の動線配置の分析を行った先行研究がいくつかみら

れるが、開かれた空間と居住専用空間の動線を繋ぐ「接続空間」の存在に着目し、代

表的な接続空間タイプを抽出したことが本研究の特徴である。それにより、開かれた

空間と居住専用空間の動線を繋げつつもプライバシーを確保する空間設計手法、通行

人を招き入れる設計手法を把握することが可能となった。 

 

3) 居住者の住み方と空間構成手法の検証(第 4 章に対応) 

 「住み開き」を行う住宅の管理運営や活動の実態を調査した先行研究があるが、居

住者の住生活評価から空間構成の効果を検証するものはみられない。本研究は、開か

れた住宅の空間構成の分析に基づき、居住者の住み方から空間構成手法を評価するこ

とが本研究の特徴である。 
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4) 長屋住宅を対象とした特徴的な空間要素の応用への可能性の検討(第 5 章に対応)  

 これまでの開かれた住宅に関する研究は、新築住宅を対象としたものが中心である。

本研究では、長屋住宅を取り上げ、開かれた住宅としての改修による利活用の可能性

とその有効性を検証することで、長屋にある土間、続き間、裏庭などの特徴的な空間

要素が今後の開かれた住宅に応用する可能性を検討するところに特徴がある。 

 

5) 開かれた空間で生まれる交流の把握(第 4～5 章に対応) 

 開かれた住宅における管理運営や活用の実態を調査した先行研究があるが、居住者

と来訪者との交流内容に着目し、開かれた空間で生まれる交流の特徴を明らかにする

ことが本研究の特徴である。これにより、地域交流が居住者の住生活に如何に影響し

ているかを把握することができる。 

 

 以上により、①開かれた住宅の空間構成手法と既存住宅ストックを開かれた住宅と

した改修手法を把握し、居住者の住み方、住生活評価からその効果を検証し、②来訪

者との交流の特徴を把握することで、開かれた住宅のあり方を総合的に解明する点に

本研究の独自性があると考えられる。 
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第 1 節 本章の目的と概要 

 開かれた住宅は、相反する性質を持つ開かれた空間と居住者専用空間で構成され、

住宅を外部に開く際に、住宅を開くことと居住者のプライバシーとの矛盾をどのよう

に調整するかが住宅設計上の重要な課題になると考えられる。また、開かれた住宅で

は、事務所や店舗、クリニック、地域サロンなど様々な用途を持つ開かれた空間が見

られ、それらの用途によって居住者の住要求が異なり、開かれた空間と居住専用空間

の空間構成手法にもある程度に差異が生じると考えられる。 

そこで、本章では、開かれた住宅における開かれた空間と居住専用空間の空間構成

の関係に着目し、開かれた住宅の空間構成手法を把握した上で、開かれた空間の用途

との関係を明らかにすることを目的としている。 

本章の第 2 節では、現代建築ジャーナルのなかで代表的なものの一つと思われる

『新建築住宅特集』に掲載されている住宅作品のうち、「開かれた空間」を有する作

品注1)を抽出する。対象期間は、十分な事例数が確保でき、かつ変化が読み取れる一定

期間として 2006 年から 2020 年までの 15 年間とし、該当する 223 件を分析対象に

した注2)。次に、開かれた住宅の用途区分と用途ごとの事例数の集計結果について述べ

る。 

第 3 節では、開かれた空間と居住専用空間との関係を、両者へのアクセスの仕方の

違いによる複数の構成型に分類した上で、用途区分とアクセス経路型をクロス集計す

ることで、各アクセス経路型の用途上の特徴を把握する。 

第 4 節では、開かれた空間が必要なとき以外は居住者専用の空間として利用される

ような、空間の「時間差利用」を持つ事例について分析し、「時間差利用」と用途区

分およびアクセス経路型の関係を把握する。 

第 5 節では、開かれた空間に隣接する居住専用空間側の空間の種類について分析

し、「隣接型」と用途区分およびアクセス経路型の関係を把握する。 

第 6 節では、以上の分析結果を総合し、開かれた住宅にみられる 5 つの代表的な構

成類型を抽出する。 

最後に、本研究で明らかにした事項を整理し、結論を述べる。 

 

 
注1) 開かれた住宅の分析事例を抽出する基準について、本研究の 1.3.1 で提示した。 
注2) 分析対象とした 223 事例は本章の末尾の「分析対象リスト表」の通りである。 
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第 2 節 開かれた住宅の事例数の経年変化と開かれた空間の用途 

2.2.1 開かれた住宅の事例数の経年変化 

『新建築住宅特集』に掲載された 2006～2020 年の開かれた住宅の事例数を図 2-1

に示す。掲載件数は 2015 年から全体的に増加する傾向が顕著で、中でも 2020 年に

最多（34 事例）に達している。住宅を地域に開くことへのニーズの増加が示唆される

と考えられる。 

 

 

図 2-1  2006~2020年の開かれた住宅の事例数の経年変化図 

 

2.2.2 開かれた空間の用途区分 

223 の各事例の図面と説明文に記載の「図面に記載された名称」および「用途と関

わる説明文」をもとに、法規などに記載された建物の用途区分注3)を参照してグルーピ

ンした結果、開かれた空間の用途は、表 1 に示すように「事務所」、「展示場」、「店

舗」、「飲食店」、「工場」などのいくつかの種類に分類整理することができる。こ

れらの用途を、表 2-1 の「業務」、「商業」 、「医療」、「物作り」、「教室」の 5

つの区分に対応するものとして整理した。ただし、なんらかの業務に直接関係しない、

「コミュニティづくり」注4)を目的とするような、住宅に併設された映像上映スペース、

 
注3) 用途区分の方法は下記の文献を参考にした。 
1.「建築基準法・建物の主要用途一覧」 2.「国土交通省都市局建物用途に関する対照表」3.「建
築物エネルギー消費性能基準」 

注4) 下記の参考文献においては、コミュニティづくりの定義について、「理想の地域と現実
の地域との架け橋となるような、実際にての届く範囲にある「住みよい地域」「住みたくなる
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図書室、イベントスペース、ワークショップスペースなどは、「コミュニティづくり

空間」として、別途「コミュニティ」注5)の用途区分に該当するものとした。 

なお、ひとつの住宅の開かれた空間に複数の用途が含まれる場合もある。複数の用

途を含む事例の中で「コミュニティ」の用途が含まれる場合は、用途区分を「コミュ

ニティ複合」に分類し、「コミュニティ」の用途を含まない場合は「その他複合」と

した。以上のように整理した結果、開かれた空間の用途は、表 2-1 に示す、単一用途

6 種類、複合用途 2 種類の 8 つの用途区分に分類できた。 

 

 
 

2.2.3 開かれた空間の用途の集計結果 

図2-2に示すように、5つの単一用途への該当事例数の合計は185（全体の約83.0%）、

2 つのその他複合への該当事例数の合計は 38（全体の 17.0％)であった。「業務」と

「商業」の事例数が最も多く、それぞれ 59 事例と 58 存在し、両者を合わせて全事例

数の半数を占めた。次に、「コミュニティ」は 32 事例で少なくなく、全事例数の約

14.3％であった。 

用途ごとの事例数を 3つの期間に分けて、その推移をみると、図 2-3に示すように、

「コミュニティ複合」の割合が 2％から 6％、さらに 11％に増加し、「コミュニティ」

は 10％から 12％、さらに 17％に増加している。「業務」や「商業」、他の用途の割

 
地域」をつくるという目標を目指して活動することが、コミュニティづくりだと考える。」と
述べられている。 
・菊池美代志: コミュニティづくりの展開に関する研究, コミュニティ政策, 第1巻, pp. 33- 44, 
2003 
注5) 「コミュニティ」として使われる事例は、具体的な用途が場合によって変わることが多
く、細分化した用途を定義するのが難しいため、該当用途の全事例の細分化した用途を「コ
ミュニティづくり空間」と定義した。 

表 2-1. 開かれた空間の用途区分 
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合は 3 つの期間ごとにそれぞれに増減があることに対して、「コミュニティ」の用途

を有する事例の割合は一貫して増加してきた傾向が見られ、営業のためだけでなく、

人との交流のための開かれた住宅の台頭を示唆している。 
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図 2-2. 用途ごとの事例数分布図 

図 2-3. 用途ごとの事例数の経年変化 
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第 3 節 道路からのアクセス経路型と用途との関係性 

2.3.1 道路からのアクセス経路型 

同じ住宅の中に開かれた空間と居住専用空間が併設される場合、前面道路から敷地

に入って各空間に至るまでの移動経路とこれらの空間との関係が、周辺に開きつつも

私的な生活空間を確保する上での重要なデザインのポイントになると考えられる。そ

こで、223 の住宅作品について、住宅全体の入口、および開かれた空間と居住専用空

間の各入口に着目して、それらの空間に至る経路を場合分けした結果、道路から開か

れた空間、居住専用空間の各空間に至るまでの径路は、図 2-4 に示す[a]～[d]の 4 つ

のアクセス経路型に分類できた。 

 

図 2-4 道路からのアクセス経路型 

 

[a]入口分離型は、開かれた空間と居住専用空間の入口が別々に配置され、双方の間

に動線上のつながりがなく、両者を明確に分けているアクセス経路型である。一方で、

開かれた空間と居住専用空間を完全に分離すると、両者を行き来する利便性が低くな

り、さらに職と住の交わりがなくなる可能性もある。 

[b]内部接続型は、開かれた空間と居住専用空間は基本的に分離されているものの、

直接両者間が行き来できる入口が設けられているアクセス経路型である注6)。 

 

注6) 一部の事例では、共用の入口で道路から開かれた空間と居住専用空間への動線を分岐さ

せつつ、内部でも両者のつながりを設けており、[b]と[c]型の両方の特徴を持っている。そ

の際、共用の入口が外部に配置されている場合は[b]型に分類し、反対に共用の入口が内部に

配置されている場合は[c]型に分類した。 
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それに対し、[d]入口共用型は、居住専用空間へのアクセス経路が開かれた空間を経

由しており、双方の動線が開かれた空間で重なっているアクセス経路型であり、居住

者のプライバシー確保が課題になりやすいと考えられる。 

また、[c]入口動線共用型では、建物に入ったところに開かれた空間と居住専用空間

の共通入口があり、そこに面して開かれた空間、居住専用空間のそれぞれの入口が設

けられている。共通の動線空間自体も開かれた空間の一部ではあるが、特に動線の部

分が他の開かれた空間と空間的に区分されている事例が数多く存在したため、[d]と

は別の型として定義した。 

アクセス経路型の該当事例数の分布について、[b]内部接続型は 69 事例（30.9%）、

[d]入口共用型は 59 事例(26.5%)で、両者を合わせると全体の 57.4%を占め、開かれ

た空間と居住専用空間の間に出入口が設けられる空間構成手法が主流であることが

分かる。その一方で、[a]入口分離型と[c]入口動線共用型の事例数も少なくなく、それ

ぞれ 47 事例（21.1%）と 48 事例（21.5 %）であった。 

 

2.3.2  開かれた空間の用途とアクセス経路型との関係 

2.2.2 と 2.3.1 では、開かれた空間の用途および開かれた空間と居住専用空間への

アクセス経路型を整理分析した。本項では、用途とアクセス経路型の二つの視点を重

ね合わせることで、開かれた空間の用途と空間構成の関係を考察する。 

表 2-2 に示すように、開かれた空間の用途区分を縦軸にし、アクセス経路型を横軸

にして組み合わせ、各項目への該当事例数を調べた。その結果、入口が別々に配置さ

れている[a]入口分離型と[b]内部接続型は、「業務」、「商業」にそれぞれ 30 事例と

40 事例がある。[a]入口分離型+「商業」の該当事例のひとつである、「gre・正方形

の家」注7)(図 2-11 右）では、1 階の開かれた空間が服装店舗に、2 階の居住専用空間

が母親の居室空間となっており、来訪者は西側から入るに対し、居住者は東側に配置

されている外部階段で 2 階の住居空間に入る。このように、[a]は不特定多数の来訪者

向けの店舗（5 事例）や事務所（14 事例）付住宅に多くみられるアクセス経路型であ

ることが考えられる。 

[b]内部接続型は開かれた空間と居住専用空間を基本的には分離した上で、往来の利

便性のためにつながりも作りたいという要求のある事務所（11 事例）や飲食店（12

事例）付き住宅が多く見られるアクセス経路型だと考える。 

 
注7) 新建築社編：住宅特集 2018 年 11 月号, 新建築社, pp.144-149 
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[c]入口動線共用型は、「業務」の該当事例が 16 件で、「商業」も 13 件があった。

開かれた空間と居住専用空間の間にエントランスなどのような緩衝空間を取ること

で、居住者のプライバシーを確保しつつ、開かれた空間と居住専用空間のつながりも

確保できるアクセス経路型であると推察される。 

 

表 2-2 アクセス経路型と用途との組み合わせ 

 

 

[d]入口共用型は、「コミュニティ」の該当事例が 17 件で、該当用途の全事例数の

半数以上を占めた。例えば、[d]入口共用型の事例「藤棚のアパートメント」注8)（図 2-

14 右）では、ワークショップや料理教室などが開催できるリビングと庭が開かれた

空間となっており、リビングを通って居住専用空間に入る動線となっている。このよ

うに、[d]入口共用型+「コミュニティ」は、居住者以外の利用者もある程度特定され、

開かれた空間と居住専用空間を明確に区分する必要性が低い場合に多くみられるア

クセス経路型ではないかと推測される。また、「コミュニティ複合」と、概ね決まっ

たメンバー向けの「教室」にも[d]入口共用型の比率が比較的高い（それぞれ 35.3%と

41.2％）のも、同様の理由だと考えられる。 

全体としては、 [a]入口分離型と[b]内部接続型、[c]入口動線共用型は「業務」と「商

業」、[d]入口共用型は「コミュニティ」と「教室」に比較的多くの事例が該当するこ

とが分かった。 

以上、第 2 節から第 3 節においては、用途とアクセス経路に注目して分析を行っ

 
注8) 新建築社編：住宅特集 2017 年 10 月号, 新建築社, pp.146-151 
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た。続く第 4 節と第 5 節においては、「時間差利用」と「隣接型」に着目した分析を

行う。「時間差利用」は、居住専用空間と開かれた空間の時間による調整の方法、「隣

接型」は空間的な調整の方法である。 

 

第 4 節 開かれた空間と居住専用空間の「時間差利用」 

2.4.1「時間差利用」による分析事例の分類 

各事例の説明文や図面の表記により、一部の分析事例の開かれた空間（人々が集ま

ることができるイベントスペースや飲食スペースなど）は、専用利用も可能なリビン

グや土間、アトリエなどの空間が、場合に応じて開かれた空間に「時間差利用」され

ていることが分かった。ここで、「時間差利用」とは、開かれた空間を普段は専用利

用している空間の転用で確保し、住宅の一部を外部に開くことと居住者のプライバシ

ーとの矛盾を、時間によって調整する方法である。開かれた空間をこのような「時間

差利用」の視点から分析し、時間差利用が想定されている場合を「時間差利用あり」、

想定されていない場合を「時間差利用なし」に分類した注9)。その結果、開かれた空間

が「時間差利用あり」に該当する事例数は、全体の約 20.2%（45 事例）を占めてい

た。 

 

2.4.2「時間差利用」と開かれた空間の用途区分との関係 

 図 2-5 に示すように、「時間差利用あり」の事例のうち、事例数の最も多い用途が

「コミュニティ」であり、該当用途全事例数の 62.5％を占めた。「コミュニティづく

り」では、読書や映画鑑賞、ものづくりなどのようにイベント的に開催する活動が多

く、居住者以外の使用頻度が比較的少ないため、居住空間の一部を時間差利用するこ

とにより、空間を有効活用していると考えられる。 

次に、「コミュニティ複合」は、単一用途の「コミュニティ」よりは「時間差利用

あり」の事例数が少ないものの、7 事例（当該用途の 41.2％）が該当した。さらに、

「教室」は 9 事例（該当用途の 52.9％）が「時間差利用あり」であり、「コミュニテ

ィ」と同様に、教室も決まった時間に空間が開かれるような場合が多いからである。 

 
注9) 開かれた空間が時間差利用されていると判断した条件について：①事例の説明文に開か
れた空間と居住専用空間が時間差利用されていることが記載されている場合。②図面の定義
された開かれた空間範囲内に、リビングやダイニング、土間などの住まい空間の室名も記載
されている場合。ただ、本研究では、雑誌の情報に基づいて時間差利用の有無を判断したた
め、住まい手の実際の空間利用状況が異なる場合もあり得る。 
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一方で、「業務」や「商業」、「物作り」では開かれた空間の「時間差利用あり」

の事例はほとんどなく、開かれた空間と居住専用空間を独立して居住者のプライバシ

ーを確保し、両者を明確に区分している場合の多いことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-5. 開かれた空間の用途による「時間差利用」の分布図 

図 2-6. アクセス経路型による開かれた空間の「時間差利用」の分布図 
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2.4.3「時間差利用」とアクセス経路型との関係 

次に、時間差利用とアクセス経路型との関係をみる。図 2-6 に示すように、「時間

差利用あり」の事例数の 6 割以上が[d]入口共用型に集中している。[d]型は動線が開

かれた空間を通って居住専用空間に繋がっていて両者の動線上の重なりが多く、時間

差利用によって空間を柔軟に有効活用していると考えられる。それに対して[a]入口分

離型の分析事例はすべて「時間差利用なし」であり、開かれた空間と居住専用空間が

利用上も明確に区分されていることが分かった。[b]内部接続型と[c]入口動線共用型

の「時間差利用あり」は共に 8 事例で、それぞれの型の約 11.6％と 16.7％であり、

時間差利用の事例は一部に留まっている。 

 

第 5 節 開かれた空間と居住者専用空間の隣接型 

2.5.1「隣接空間」と「隣接型」の分類と定義 

 [a]入口分離型以外のアクセス経路型では、開かれた空間と居住専用空間が直接つ

ながっている。このとき、居住専用空間側のどのような空間が開かれた空間につなが

っているのかを考察するため、居住専用空間のうち開かれた空間との間の出入口が位

置する空間を「隣接空間」と名付けて、表 2-3 のように分類定義した注10)。 

 

表 2-3. 隣接空間の種類 

 

 

 

 

 

 

 

 

注10) 隣接空間の分類方法については下記の文献を参考にした。 

・川北健雄, 東孝光：鉄筋コンクリート造独立住宅の構成類型に関する考察：1980 年代「住

宅特集」誌掲載作品の分析, 日本建築学会計画系論文報告集, No.450, pp.63-74, 1993.8 

図 2-7 開かれた空間と居住専用空間の隣接型の分布図 
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これらのうち、開かれた空間が居住専用空間側の居室空間に隣接する場合を「居室

隣接」、開かれた空間が居住専用空間側の動線空間に隣接する場合を「非居室隣接（動

線空間）」、開かれた空間が居住専用空間側のサービス空間に隣接する場合を「非居

室隣接（サービス空間）」、と呼ぶことにする注11)。また、開かれた空間と居住専用空

間が隣接していない場合を「隣接なし」とするが、これはアクセス経路型[a]入口分離

型と一致する。これらを 4 種類の「隣接型」と定義し、図面情報不詳の 3 事例を除く

計 220 事例が、これらのいずれに該当するのかを調べた結果を図 2-7 に示す。「非居

室隣接」（動線空間）は 89 例（39.9%）、「非居室隣接」（サービス空間）は 7 例

（3.2%）、「居室隣接」は 77 事例（35%）存在した。これらの「隣接型」は、開か

れた空間に接する居住専用空間の用途を工夫することによる空間的な調整の方法で

あるといえる。 

 

2.5.2「隣接型」と開かれた空間の用途区分との関係 

 次に開かれた空間の用途と隣接型との関係について考察する。図2-8に示すように、

開かれた空間の用途が「コミュニティ」の場合には「居室隣接」が 31 事例中の 23 事

例（74.2％）、「教室」の場合には「居室隣接」が 17 事例中の 9 事例(52.9％)、「コ

ミュニティ複合」の場合には「居室隣接」が 17 事例中の 6 例（35.3％）を占めた。

これらにおいて「居室隣接」の割合が比較的高くなっている理由としては、第 6 章で

も考察したように、開かれた空間が「コミュニティ」や「教室」として使われる事例

では、居住者以外の利用者もある程度特定されることが影響している可能性も考えら

れる。 

「商業」、「業務」、「その他複合」、「コミュニティ複合」の事例では、「非居

室隣接」が 4 割以上を占めている。開かれた空間と居住専用空間を基本的には分離し

た上で、往来の利便性のためにつながりも作りたいという要求のある、「商業」の飲

食店（13 事例）、店舗（12 事例）付住宅、「業務」の事務所（21 事例）付住宅、事

務所+飲食店（3 事例）、事務所+店舗（2 件）や事務所+教室（2 件）などの「その他

複合」付き住宅などで採用されることが多い。 

 

 

 

注11) 開かれた空間が居住専用空間側の「居室空間」を含む 2 種類以上の隣接空間が接する

場合、「居室空間」を優先してカウントし、それ以外の隣接空間の種類を略した。 
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2.5.3「隣接型」とアクセス経路型との関係 

 図 2-9 は、アクセス経路型別に隣接型の分布をみたものである。「居室隣接」の事

例は[d]入口共用型に多く、[d]入口共用型の約 82.8％を占めた。 [b]内部接続型では、

「非居室隣接（動線空間）」が 67 事例中の 48 事例（71.6％）を占めた。[c]入口動線

図 2-8 開かれた空間の用途による隣接型の分布図 

図 2-9 アクセス経路型の分布図による隣接型の分布図 
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共用型では、入口が居住専用空間の専用玄関やエントランスなどに接する「非居室隣

接（動線空間）」が 31 事例（64.6％）であった。 

 

第 6 節.アクセス経路型、「時間差利用」、「隣接型」の相互関係から抽出される

5 つの構成類型 

 本節では、「時間差利用」を縦軸にし、「アクセス経路型」と「隣接型」注12)を横軸

にして、該当事例数の多い組み合わせを代表的な構成類型（タイプ①～⑤）として抽

出した上で、開かれた空間の用途区分との関係を分析していく。 

 

表 2-4. 開かれた住宅の 5つの空間構成類型 

 

 

 

①完全分離型（[a]入口分離型+「時間差利用なし」+「隣接なし」）（47 事例）は、

 

注12) 第 5 節の隣接型においては、「非居室隣接」を「動線空間」と「サービス空間」に分

けて分類していたが、いずれも何らかの緩衝空間を介在しているという意味で質的には同じ

であるため、構成類型の抽出軸としては区別していない。 
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開かれた空間と居住専用空間をお互いに独立させる「業務」（19 事例）、「商業」（11

事例）で採用されることが多く、用途の細分類では、なかでも「業務」の「事務所」

が 14 事例で、「展示場」が 5 事例、「商業」の「店舗」が 5 事例存在した。図 2-10 注

13)に示すように、事例 no.139 の「haco(2+1+α)」注14)の開かれた空間は展示空間兼ア

トリエである。開かれた空間と居住専用空間を分棟配置することで、道路から両者へ

の動線を完全に分棟している。また、事例「gre・正方形の家」注 8)の開かれた空間は

服装店舗である。開かれた空間が一階に、居住者専用の居室空間が 2 階に配置され、

外部階段で居室空間が直接道路に繋がっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ②空間分離内部接続型（[b]内部接続型+「時間差利用なし」+「非居室隣接」）（50

事例）では、「業務」（12 事例）、「商業」（20 事例）「医療」と「その他複合」（5 事例）

が比較的多くみられる。用途の細分類では、「業務」の「事務所」（10 事例）、「商業」

の「飲食店」（10 事例）の併用住宅が多く、開かれた空間と居住専用空間を基本的に

 

注13) 図 2-10～15 は、空間の立体的な関係を示すことを目的としており、縮尺は統一して

いない。 

注14) 新建築社編：住宅特集 2017 年 10 月号, 新建築社, pp.54-61 

図 2-10. 空間構成タイプ②の代表事例の 3D模式 
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分離させつつ、往来を便利にするため、居住専用空間側の非居室空間を介して両者を

つなげている。また、タイプ①と同様に、比較的多くの用途に適する構成類型である

と考えられる。図 2-11 に示すように、雑誌の解説文により、事例 no.98「代沢医院の

家」注15)は開かれた空間の診察室と居住専用空間が、動線空間である廊下を介してつ

ながっている。また、事例 no.176「諏訪森町中の家Ⅱ」注16)は開かれた空間の飲食空

間と居住専用空間が、動線空間である階段室と玄関を介してつながっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③空間分離入口シェア型（[c]入口動線共用型+「時間差利用なし」+「非居室隣接」）

（28 事例）は、開かれた空間と居住専用空間を分離しつつ緩衝空間によって空間的

一体感を保つ手法で、「業務」（9 事例）と「商業」（11 事例）に比較的によく見ら

れる。「業務」の 9 事例とも「事務所」であった。図 2-12 に示すように、雑誌の解

説文により、事例 no.59「浅草の家」注17)の開かれた空間はカフェである。開かれた空

間と居住専用空間の動線が中庭前の渡り廊下で分岐されている。また、事例「護国寺

の二世帯住宅」注18)は開かれた空間と居住専用空間の動線が共用エントランスで分岐

されている。 

 

注15) 新建築社編：住宅特集 2015 年 10 月号, 新建築社, pp.132-139 

注16) 新建築社編：住宅特集 2019 年 4 月号, 新建築社, pp.48-55 

注17) 新建築社編：住宅特集 2011 年 9 月号, 新建築社, pp.34-31 

注18) 新建築社編：住宅特集 2011 年 5 月号, 新建築社, pp.118-125 

図 2-11. 空間構成タイプ②の代表事例の 3D模式 
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図 2-12. 空間構成タイプ③の代表事例の 3D模式 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-13. 空間構成タイプ④の代表事例の 3D模式 

 

④空間分離動線連続型（[d]入口共用型+「時間差利用なし」+「居室隣接」）（21 事

例）は、開かれた空間を通って居住専用空間の居室空間につながるタイプである。「業

務」（5 事例）「商業」（7 事例）に比較的多くみられ、用途の細分類では、そのうち「業

務」の「展示場」（3 事例）と「商業」の「飲食店」（4 事例）の併設住宅が多い。図
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2-13 に示すように、事例「鹿々谷の住宅」注19)の開かれた空間はティーサロンで、開

かれた空間が居住専用空間のリビングに直接につながっている。雑誌の解説文により、

居住者がティーサロンを経営している単身者であり、開かれた空間で一日 10 時間を

過ごしているため、開かれた空間と居住専用空間がタイプ②より強いつながりになっ

ていると推測される。また、事例「縦回廊の家」注20)では、一階の部分が地域に開放で

きるギャラリーと陶芸アトリエとして使われており、開かれた空間が直接に二階の住

まい空間につながっている。 

上述の①~④の構成類型は、いずれも「時間差利用なし」であり、開かれた空間を

継続的に特定の用途のために利用することができる。開かれた空間が「業務」である

ものが 45 事例、「商業」であるものが 49 事例で、両者を合わせると 94 事例となり、

①~④の構成類型の事例数の全体（147 事例）の約 64.4％を占めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2-14. 空間構成タイプ⑤の代表事例の 3D模式 

 

⑤時間差利用入口共用型（[d]入口共用型+「時間差利用あり」+「居室隣接」）（27

事例）は、開かれた空間の一部または全部がリビング等の時間差利用によるもので、

時間差で空間の有効利用が可能なタイプであり、概ね決まったメンバーの利用が中心

となる「コミュニティ」（13 事例）が約 41.1％を占めた。それに、「教室」が 5 事

例、「コミュニティ複合」と「その他複合」の事例数も共に 4 事例である。図 2-14 に

 

注19) 新建築社編：住宅特集 2008 年 11 月号, 新建築社, pp.56-63 

注20) 新建築社編：住宅特集 2008 年 11 月号, 新建築社, pp.105-113 
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示すように、雑誌の解説文により、事例「House in Nishino」注21)の開かれた空間は

フラワーアレンジメントのアトリエと教室であり、アトリエと居住専用空間の間にあ

るテラス（吹抜け空間）は時間によってフラワーアレンジメント教室や家族の居室に

時間差利用されている。また、事例「藤棚のアパートメント」注 9)はリビングと庭が

時々ワークショップスペースや料理教室にも時間差利用されている。 

 

 
 

図 2-15. 5つの空間構成類型 

 

注21) 新建築社編：住宅特集 2016 年 9 月号, 新建築社, pp.92-97 
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以上の分析に基づき、動線上の重なりと時間差利用をもつ空間の有無による「プラ

イバシーの確保しやすさ」を縦軸に、隣接空間の配置による「開かれた空間と居住専

用空間の行き来する利便性」の横軸に設定し、各空間構成類型が居住者のニーズへの

対応関係を図 2-15 に示す。例えば、空間構成タイプ①は、開かれた空間と居住専用

空間のつながりが全くなく、時間差利用を持つ空間も配置されていないので、プライ

バシーが最も確保しやすい一方で、両者を行き来する利便性が最も低い構成類型であ

る。それに対し、空間構成タイプ⑤は、開かれた空間を通って居住専用空間に入る動

線となり、かつ時間差利用を持つ空間が配置され、開かれた空間が居住専用空間の居

室に直接隣接しているため、両者の行き来する利便性が高い一方で、プライバシーの

確保が最も課題になりやすい空間構成類型となっている。 

 

第 7 節. 本章のまとめ 

 本章では、2006 年から 2020 年の 15 年間に『新建築住宅特集』に掲載された開か

れた住宅を研究対象に、その動向と開かれた空間と居住専用空間の関係に着目した空

間構成の分析を行った。明らかとなったのは以下の諸点である。 

１）開かれた住宅の掲載数は、2015 年から増加する傾向が顕著で、住宅を開くこと

への需要の高まりが示唆された。（2 節） 

２）開かれた空間の用途は多岐にわたるが、「業務」、「商業」、「医療」、「教室」

のような従来型の併用住宅だけでなく、コミュニティづくりを中心にしたような多目

的活動のための開かれた空間を併設した住宅も存在している。そして、「コミュニテ

ィ」の用途を有する事例の割合は一貫して増加していることが分かる。地域交流や人

と人のつながりを可能とするために開かれた空間を併設する事例が増加してきてい

ると考えられる。（2 節） 

３）開かれた空間と居住専用空間へのアクセス経路の違いによって、開かれた住宅を

４つのアクセス経路型に分類した。[b][c][d]の合計は全事例数の 78.9％を占め、開か

れた空間と居住専用空間に何らかのつながりがあるものが多い。用途との関係を見る

と、居住専用空間と開かれた空間のアクセス経路を明確に分離したアクセス経路型[a]

と[b]では、不特定多数の人が出入りする傾向が強い「商業」と「業務」、入口動線を

共用する[c]では出入りする人がやや限定的な「業務」、入口を共有する[d]では特定の

人のみが出入りする傾向が強い「コミュニティ」が比較的多く、出入りする人の特性

に応じてアクセス経路型が選択されていることが分かった。（3 節） 
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４）開かれた空間の「時間差利用」について分析し、「時間差利用あり」の事例数は

全体の約 2 割を占めることが分かった。「時間差利用あり」は、用途「コミュニティ」

に集中する傾向が見られる。「コミュニティ」の開かれた空間の具体的な用途は多岐

にわたるが、例えば、読書室（8 事例）、イベントスペース（7 事例）、ワークショ

ップスペース（9 事例）、映像上映スペース（2 事例）など、趣味を活かすイベント

的な活動が多く、常時そのような利用がなされるわけではないので、居住空間の一部

を時間差利用することで、有効活用がなされていると考えられる。用途が「業務」や

「商業」、「物作り」の事例では、開かれた空間の「時間差利用あり」の事例が少な

いが、これらの用途では開かれた空間と居住専用空間を独立して確保する必要性が高

いためと推測される。 

アクセス経路型との関係では、「時間差利用あり」は[d]入口共用型に多く、アクセ

ス動線が開かれた空間を通って居住専用空間につながっているので、時間差利用する

ことで空間を有効に使えると考えられる。一方、[a]入口分離型の分析事例はすべて

「時間差利用なし」であり、開かれた空間と居住専用空間をアクセス経路だけではな

く、利用上も明確に区分しようとする住まい方が分かった。（4 節） 

５）開かれた空間と居住専用空間の隣接関係について分析した。 

①「非居室隣接」が全体の 4 割以上を占めており、居住者のプライバシーを守りつ

つ、空間利用の利便性も保持するため、エントランスや通り土間、廊下、中庭などの

ような緩衝空間を介在させる「非居室隣接」は、開かれた住宅において多くみられる

設計手法であることが分かった。 

②開かれた空間が居住専用空間の居室空間に接する「居室隣接」の事例は、用途が

「コミュニティ」の場合に多くみられる。また、アクセス経路型別では[d]入口共用型

の 8 割以上が「居室隣接」であった。住宅を開く時間や訪れる人が限定的な「コミュ

ニティ」の用途では、居住専用空間のプライバシー保持よりも開かれた空間との連続

性が重視されていると考えられる。 

③「非居室隣接」は、アクセス経路型との関係では[b]と[c]型に集中し、用途との関

係では「業務」、「商業」、「その他複合」（「コミュニティ複合」で各用途該当事

例数の 4 割以上を占めた。これは、居住専用空間と開かれた空間の空間独立性を保持

しつつ動線を接続しようとする場合において、緩衝空間を介在させることでプライバ

シーの関係を調整しているものと考えられる。（5 節） 

６）開かれた空間と居住専用空間のアクセス経路型、開かれた空間と居住専用空間
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の「時間差利用」、「隣接型」の 3 つの視点から、以下の 5 つの代表的な空間構成類

型が抽出された。 

①完全分離型（[a]入口分離型+「時間差利用なし」+「隣接なし」）は開かれた空間

と居住専用空間をお互いに独立させる「業務」の「事務所」（14 事例）、「展示場」

（5 事例）と「商業」の「店舗」（5 事例）の併用住宅で採用されることが多い。②

空間分離内部隣接型（[b]内部隣接型+「時間差利用なし」+「非居室隣接」）は「業務」

の「事務所」（10 事例）、「商業」の「飲食店」（10 事例）と「医療」（5 事例）の

併用住宅が多く、開かれた空間と居住専用空間を基本的に分離させつつ、便利に利用

できるため、緩衝空間を介して繋げ、比較的に多くの用途に適する構成型と考えられ

る。③空間分離入口シェア型（[c]入口動線共用型+「時間差利用なし」+「非居室隣接」）

は、「事務所」（9 事例）と「店舗」(5 事例)に適する構成型と推察される。④空間分

離動線連続型（[d]入口共用型+「時間差利用なし」+「居室隣接」）は、「業務」の「展

示場」（3 事例）、「商業」の「飲食店」（4 事例）で採用されることが多くみられ

る。⑤時間差利用入口共用型（[d]入口共用型+「時間差利用あり」+「居室隣接」）は、

開かれた空間の一部または全部が居住専用空間のリビング等の時間差利用で、時間差

で空間の有効利用が可能なタイプであり、「コミュニティ」空間併設住宅（13 事例）

ほか、「教室」（5 事例）や「その他複合」の併用住宅（4 事例）で採用されること

が多い。（6 節） 

 少子高齢化や情報通信技術の発達などにより、住まい方自体が変容する中で、住宅

の計画においても、このような変化に対応していくことが求められる。そのような状

況を受けて、居住空間を地域の人々に開き、家族以外の人も利用できる開かれた住宅

を、住宅計画学の中に適切に位置付けることの意義は大きい。その際に問題になるの

が、住宅を開くことと居住者のプライバシーをどのように調整するかという点であり、

アクセス構成、時間差利用、隣接型を分析軸として、様々な用途に対応する設計手法

に資する、開かれた住宅の空間構成を明らかにしたところに本章の意義があると考え

る。また、次章では、開かれた空間の主室と居住専用空間を接続する開かれた空間内

にある「接続空間」の空間構成の特徴から、開かれた住宅の空間計画の手法をさらに

分析考察する。 
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第 1 節 本章の目的と概要 

3.1.1 本章の目的 

開かれた住宅の空間構成手法に関しては、第 2 章では、開かれた空間と居住者専用

空間のアクセス経路、隣接関係、時間差利用の 3 つの観点から、住宅を家族以外の

人々に開きつつ、家族生活のプライバシーをどのように守るかを分析考察した。その

結果、開かれた空間の用途や出入りする人の特性に応じて、道路から開かれた空間と

居住専用空間への動線を分離したり、開かれた空間を居住専用空間の廊下や階段室な

どの非居室空間に隣接させたり、リビングなどを開かれた空間に時間差利用したりす

る手法が確認された。中でも、「アクセス経路」に関する分析では、道路と開かれた

空間、居住専用空間の動線関係を整理し、4 つのアクセス経路型(223 事例) に分類し

た注1)。その中でも、3 つの型(176 事例)の開かれた空間は、何らかの形で居住専用空

間に接続していることが分かった。  

 

 

図 3-1 接続空間と主室、居住専用空間との関係 

 

一方で、図 3-1 に示すように、居住専用空間に接続する開かれた空間は、主な機能

をもつ「主室」注2)と、「接続空間」の 2 種類の空間に分けて捉えることができる。こ

こで、接続空間とは、段差や建具、壁などで主室と仕切られ、開かれた空間の主室(以

降、主室と略称)と居住専用空間の両方への動線を持つ開かれた空間内にある空間で

ある。このように、空間の限定手法と使われ方の接続空間と主室で区分している。 

主室と居住専用空間の間に配置され、両者への動線を持つ接続空間は、主室と居住

専用空間との関係を調整することができ、住宅を家族以外の来訪者に開く際には重要

な役割を持つと考えられる。また、接続空間は主室と居住専用空間を接続するほか、

 

注1) 第 2 章では、道路から開かれた空間と居住専用空間へのアクセス経路により、開かれた

住宅を[a]入口分離型、[b]内部接続型、[c]入口動線共用型、[d]入口共用型の 4 つに分類し

た。うち[b]～[d]型は何らかの形で開かれた空間と居住専用空間が接続している。 

注2) 開かれた空間の主室とは、店舗の販売空間、飲食店の飲食空間、事務所の事務室、クリ

ニックの診察室などの各用途の中心的な機能を持つ室である。 
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道路からの動線を主室と居住専用空間に接続することもみられ、来訪者に開かれた空

間に入ってもらう役割を持つと考えられる。 

そこで、本研究では、開かれた住宅における接続空間を分析対象とし、空間形態な

どの基本特性を把握した上で、道路から接続空間、主室、居住専用空間へのアクセス

経路、及び三者の配置関係、視線透過性の 3 つの観点から、開かれた住宅の設計に資

する接続空間の空間構成手法を解明することを目的としている。 

 

3.1.2 分析の対象と方法 

(1) 本章の分析対象 

現代建築ジャーナルのなかで代表的なものの一つと思われる『新建築住宅特集』の

2006 年から 2023 年までに掲載されており、「開かれた空間」をもつ 310 事例のう

ち、「接続空間」を有する 126 事例 (40.7%)を抽出した注3)。なお、一部の接続空間の

面積は小さく、開かれた空間と居住専用空間との関係を調整する機能はさほどないと

考えられるため、面積が 1m2以上、かつ最短辺が 1m 以上注4)の接続空間を分析対象と

した。例えば、図 3-2 に示すように、事例 no.101「Thouse Renovation」注5)の主室は

ネイルサロンとして利用されているが、開かれた空間と居住専用空間の共用の玄関土

間は、主室と居住専用空間の LDK を接続しており、かつ面積が約 16.8 ㎡、最短辺は

約 1.6ｍである。事例 no.56「揖斐の住居と工房」注6)の開かれた空間は陶芸工房とギ

ャラリーであるが、共用の中庭は、主室と居住専用空間の玄関を接続しており、かつ

面積が約 99 ㎡、最短辺は約 9ｍである。以上により、事例 no.101 の玄関土間と no.56

の中庭を接続空間として抽出することができる。 

 

注3) 十分な事例数を確保するため、既報では 2006 年から 2020 年までの開かれた空間をも

つ 223 事例を抽出した。本研究では、雑誌に掲載された住宅作品の最新情報を反映す

るため、2021 年と 2023 年に掲載された開かれた空間をもつ 87 事例を新たに抽出し、

合計 310 事例の開かれた住宅の掲載事例が確認でき、うち 126 事例は接続空間を持

つ。残りの 184 事例中 64 事例は開かれた空間と居住専用空間が全く接続しておらず、

120 事例は主室が居住専用空間に直接に接している。分析対象とした 126 事例は本章の

末尾の「分析対象リスト表」の通りである。 

注4) 接続空間が三角形や台形となる場合、辺長でなく、高さで判断している。 

注5) 新建築社編：住宅特集 2022 年 6 月号, 新建築社, pp. 100-107 

注6) 新建築社編：住宅特集 2017 年 10 月号, 新建築社, pp. 118-125 
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図 3-2 接続空間の分析例 

 

(2) 分析の方法 

本研究の目的を達成するために、以下の方法で進める。 

まず、接続空間の空間形態に着目し、接続空間の空間形態ごとの基本特性を把握す

る(2 節)。 

次に、道路から接続空間と主室、居住専用空間へのアクセス経路に着目し、開かれ

た住宅における接続空間の動線上の位置づけを把握する(3 節)。 

さらに、接続空間と主室、居住専用空間との配置関係、及びお互いの視線透過性の

有無を把握した上で、接続空間の空間構成の特徴を考察する(4 節)。 

最後に、第 3 節と 4 節の分析内容を統合し、代表的な空間構成タイプを抽出した上

で、接続空間形態、及び開かれた空間の用途との関係を分析考察し、接続空間の空間

構成手法の特徴を明らかにする(5 節)。 

 

3.1.3 開かれた空間の用途区分 

分析対象の図面に記載された空間の名称、及び、空間の用途と関わる説明文をもと

に、開かれた空間の用途をグルーピングした結果、「事務所」、「店舗」、「美容院」

や「作業場」などのいくつかの種類に分けることができる。表 3-1 に示すように、こ

れらの用途を「業務」、「商業」、「物作り」、「医療」の 4 つの区分に対応するも

のとして整理した。ただし、概ね決まったメンバーの利用が中心となる絵画やダンス
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などの教室、及び、地域交流を目的とするような、図書室、イベントスペース、地域

サロンなどは、別途「コミュニティづくり&教室」(以降、「コミュニティ&教室」と

略称)の用途区分に該当するものとした。また、上記の 5 つ用途のうち、2 つ以上の用

途を持つ事例を「複合用途」注7)として整理した。 

 
表 3-1 開かれた空間の用途区分 

 

 

第 2 節 接続空間の基本特性 

3.2.1 接続空間の空間形態 

開かれた住宅における接続空間は、図 3-3 に示すように、軒下、ピロティや中庭の

ような、外部に位置し、屋根や壁などの建築的構成要素に限定される「半限定空間」

注8)と、土間や廊下、室のような「内部空間」の 2 種類に分かれる。 

さらに半限定空間は、地表面と向かい合って屋根や庇のある軒下空間などの「a.屋

根などによる半限定空間」(以降、「a.屋根半限定」)と、上方向に屋根などの構成要素

がなく、外壁に向かい合って塀や壁がある中庭などの「b.壁などによる半限定空間」

(以降、「b.壁半限定」)の 2 つに分類できる。内部空間は、建物の内部に配置される

 

注7) 「複合用途」の 24 事例中 22 事例は、不特定多数の来訪者向けの「商業」や「業務」

が主な用途となっている。残りの 2 事例は「物作り」+「コミュニティ」と「物作り」+「教

室」である。 

注8) 半限定空間とは、住宅敷地内の外部における地表面と向かい合って屋根や庇が存在する

場合や、外壁に向かい合って塀が存在する場合などのように、向かい合う要素が一組以上あ

ることで、その間の広がりを限定されている空間である。定義について、下記の文献を参考

にした。 

・川北健雄： 住宅における外部空間の限定形式に関する研究, 日本建築学会計画系論文集, 第

493 号, pp. 161-168, 1997 
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玄関やエントランスを含む「c.土間」と、それ以外の内部の廊下や室などの「d.屋内

動線・室」の 2 つに分類することができる。 

 

 

図 3-3 接続空間形態 

 

以上、a~d の 4 つの接続空間の空間形態（以降、接続空間形態）に分類できた。各

接続空間形態の細分類とその定義については、図 3-4 に示すようになる。全体的にみ

ると、接続空間は土間や室のように内部に配置されることの方が多い(89/131)一方で、

ピロティや庭のような半限定空間の事例数(42/131)も少なくないことが分かった。な

お、本研究で分析対象とする接続空間には、d.屋内動線・室の「廊下」と c.土間で複

合化される「通り土間」を持つ事例が 7 件存在する。これらの分析事例は、全て住宅

の入口として使われており、床にフローリングなどの限定要素がなく、土足のままで

利用できることが最も重要な特徴であるため、c.土間に分類した。さらに、複数の接

続空間が異なる場所に分散して配置される事例も 5 事例存在するため、接続空間の数

(131)は分析事例の数(126)より多い注9)。 

 

3.2.2 接続空間の規模と配置要素 

接続空間の規模をみると、外部に配置される「a.屋根半限定」と「b. 壁半限定」の

 

注9) お互いに独立する複数の接続空間が分散して配置される事例の内訳については、「a.屋

根半限定」+「d.屋内動線・室」が 3 事例で、「b.壁半限定」+「c.土間」と「b.壁半限定」+

「d.屋内動線・室」がそれぞれ 1 事例である。 
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面積の平均値はそれぞれ約 30.8m2と 28.5 m2である。また、内部の「c.土間」と「d. 

屋内動線・室」の面積の平均値でもそれぞれ 13.4m2と 9.0m2 注10)である。 

 

 
図 3-4 接続空間形態の細分類  

 
表 3-2 配置要素の分類 

  

 

一定の面積をもつ接続空間が、主室と居住専用空間を接続していることに加えて、

 

注10) 接続空間形態 a～d の面積の標準偏差はそれぞれ 33.6 m2、24.9 m2、15.1 m2、8.0m2で

あり、中央値はそれぞれ 18.4 m2、20.4 m2、9.5 m2、6.7 m2である。 
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どのような使われ方がされているかをみるために、雑誌に掲載された図面情報と掲載

写真をもとに、表 3-2 に示すように接続空間に配置されている要素を①～⑥の 6 つに

分類整理し、接続空間形態との関係を考察する(表 3-3)。  

 

表 3-3. 接続空間形態と配置要素との関係 

  

 

全体的にみると、6 割以上の接続空間(81/131)には一定の要素が配置されている。

「a.屋根半限定」には②滞在要素のほか、①自然要素、③展示要素と④駐車要素が比

較的多くみられ、ベンチや看板、展示棚などをピロティや軒下に配置し、比較的長時

間滞在できる店舗前の活動や展示空間などとして、あるいは駐車場として利用する事

例がみられる。「b.壁半限定」には中庭が多いため、半数以上の事例に①自然要素が

配置されている。居住専用空間と開かれた空間双方の入口を兼ねる「c.土間」は、④

収納要素が最も多くみられるほか、②滞在要素も一定ある。一方で配置要素のない事

例もやや多い。「d.屋内動線・室」は業務キッチン(13 事例)や収納室などの「室」が

多いため、⑥設備要素の事例が最も多くみられる。一方で、配置要素なしに該当する

「d.屋内動線・室」の 26 事例は、全て廊下や階段室などの「動線空間」である。 

 以上の分析により、6 割以上の接続空間は、単に動線空間として開かれた空間と居

住専用空間を繋げるだけでなく、様々な要素が配置され、空間が活用されていること

が分かった。特に面積が広い屋外の接続空間は、植栽や展示棚、テーブルや椅子など

が配置され、人々が滞在し活動する場所となっていた。 

 

第 3 節 道路から接続空間、主室と居住専用空間へのアクセス経路 

道路から住宅への動線が、接続空間か、それ以外の空間にアクセスするかにより、
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開かれた住宅における接続空間の役割が変わると考えられる。本節では、接続空間と

道路の関係に着目し、接続空間の空間構成の特徴を分析する。 

3.3.1 接続空間のアクセス経路型 

図 3-5 に示すように、道路から接続空間へのアクセス経路は、A～C の 3 つの型に

分けられる。A.アクセスなし型は、道路から接続空間には直接アクセスできない型で

ある。B.単独アクセス型は、道路から接続空間のみにアクセスし、接続空間を通って

主室と居住専用空間に入る型である。C.非単独アクセス型は、接続空間のほか、道路

から主室や居住専用空間、もしくは両方にもアクセスできる型である注11)。なお、接

道間口の長さが 6m 以下の 12 事例は、全て入口が 1 箇所である A.アクセスなし(A-

1)や B.単独アクセス型に該当していることから、アクセス経路の配置は、敷地状況か

ら制限を受けている場合も存在する注12)。 

 

図 3-5 接続空間のアクセス経路型 

 

全体的に見ると、B.単独アクセス型と C.非単独アクセス型が全事例数の約 74.8%

を占め、道路から接続空間にアクセスできる空間構成手法が主流であることが分かる。

 

注11) 128 事例中 18 事例では、接続空間に加えて、主室が居住専用空間に直接に接する動線

も存在する。ただし、第 3 節では道路とのアクセス関係に分析の重きを置いているので、A

～C のアクセス経路型と区別せずに分析している。 

注12) 12 事例のうち、A.アクセスなし(A-1)型が 1 事例、B.単独アクセス型が 11 事例であ

る。 
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中でも、B.単独アクセス型の該当事例数が全事例数の半数以上を占め、接続空間が主

室と居住専用空間の緩衝空間として機能しつつも、道路からの唯一の動線を双方に効

率的に接続している。それに対し、C.非単独アクセス型の該当事例は、接続空間のほ

か、主室や居住専用空間にも道路からのアクセス経路を設けているので、両者へのア

クセス経路を分離する傾向が強い。 

一方、接続空間が道路からのアクセスの役割を担っていない A.アクセスなし型で

は、A-2 型が 8 割以上を占めた。主室と居住専用空間はそれぞれ独立して道路からの

アクセス経路を確保しつつ、接続空間は双方を便利に行き来する動線のみを担ってい

る。また、居住者は主室から入り、接続空間を通って居住専用空間に入る A-1 型も一

部みられる。他のアクセス経路型より、A-1 型は開かれた空間と居住専用空間の動線

上の重なりが多く、プライバシーの確保が課題になりやすいと推察される。 

 

3.3.2 アクセス経路型と接続空間形態の関係 

表 3-4 に示すように「a.屋根半限定」と「c.土間」では、B.単独アクセス型の該当

事例数がそれぞれ 18 事例(72%)と 25 事例(69.4%)であった。いずれも、道路からの

唯一のアクセス経路を、雨をしのげるピロティや軒下、もしくは内部の共用入口など

で主室と居住専用空間に接続する空間構成が主流となっている。 

 

 

「b.壁半限定」では、B.単独アクセス型が 7 事例と 4 割以上(41.2%)を占め、一方

で A.アクセスなし型と C.非単独アクセス型の事例数も合わせて 10 事例と半数以上

(58.9%)を占めた。雑誌の図面と解説文により、その 10 事例中 6 事例の開かれた空間

のメインエントランスが主室に配置されており、接続空間は居住者の出入りが中心と

表 3-4 アクセス経路型からみた接続空間形態の事例分布 
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なっていると考えられる。 

「d.屋内動線・室」は内部に配置される廊下や室などが多いため、半数以上の事例

は、道路からのアクセスの役割を担っていない A.アクセスなし型である。中でも、6

割以上の事例(18 事例)は、業務キッチンや収納室のような主室の付加機能空間として

も利用されている。一方で、「d.屋内動線・室」の B.単独アクセス型と C.非単独アク

セス型に該当する事例(25 事例)は、住宅の入口を兼ねている内部の階段室(11 事例)や

廊下・ホール(10 事例)などに、接道する入口を設けている。 

このように、「d.屋内動線・室」以外の接続空間の多くは、何らかの形で道路から

の動線を主室と居住専用空間に繋ぐ役割を担っていることが分かった。一方で、「d.

屋内動線・室」と「b.壁半限定」の一部は、内部を行き来する利便性の確保が接続空

間としての主な役割である。 

 

第 4 節 接続空間と主室、居住専用空間の配置関係・境界立面による視線透過

性 

開かれた住宅において、接続空間は、主室と居住専用空間と、どのような空間配置

の関係があるか、さらに接続空間から主室と居住専用空間への視線が透過しているか

否かが、接続空間の役割を理解するための重要なポイントだと考えられる。そのため、

本節では、接続空間と主室、居住専用空間との配置関係、及び両者との境界立面の構

成要素による視線透過性から、接続空間の空間構成手法を考察する。 

 

3.4.1 接続空間と主室、居住専用空間との配置型 

対象事例の接続空間と主室、居住専用空間の配置関係は、まず、接続空間が主室、

居住専用空間と同階で配置される「ⅰ.平面的配置」、及び主室と居住専用空間のいず

れと違う階で配置される「ⅱ.立体的配置」の 2 種類に分かれる（図 3-6）。全体的に

みると、「ⅰ.平面的配置」の該当事例数が最も多い一方で、「ⅱ.立体的配置」の事例

数も少なくない。 

次に、主室と居住専用空間のどちらが接続空間と違う階に配置されているかにより、

「ⅱ.立体的配置」をさらにⅱ-1 とⅱ-2 の 2 種類に分類することができる。そのうち、

開かれた空間と居住専用空間が違う階に配置され、プライバシーが確保しやすいⅱ-1

の事例数が最も多いのに対し、接続空間と居住専用空間が同階で接続されているⅱ-2

の事例も一部存在することが分かる。 
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3.4.2 接続空間と主室、居住専用空間との立面境界による視線透過性 

4.1 の分析を踏まえた上で、接続空間と主室、居住専用空間との境界立面の構成要

素をみると、「透明建具・壁」注13)と「不透明建具・壁」に分けられる。さらに、接続

空間と主室、居住専用空間との境界立面の構成要素を組み合わせ、接続空間における

視線の透過性により図 3-7 に示す 4 つの種類に分類できる注14)。 

 

 

 

注13) 「透明建具・壁」には、境界立面全体が透明になっている事例や、立面がなく、段差

だけで空間領域を区分している事例も存在する。 

注14) 本研究では、向こう側の状況が視認しにくい高窓や地窓を分析対象から外している。

また、建具のデザインについて、雑誌に掲載された写真と図面により、格子が設けられてい

る建具が 1 事例(事例 no.95)あったが、建具の両側からお互いが十分に視認できるので、そ

のまま[3]専用空間視線通過に分類している。さらに、建具にカーテンを設置した事例が 4 事

例あったが、カーテンなどの設えの設置は、居住者の住み方によって異なるため、本研究の

分析内容としていない。 

 
図 3-6. 接続空間と主室、居住専用空間の配置型 

 

図 3-7 接続空間と主室、居住専用空間の視線透過性の有無による分類  
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全体にみると、接続空間と居住専用空間との視線透過性がなく、居住専用空間のプ

ライバシーが確保しやすい [1]視線非透過と[2]主室視線透過の該当例数が、全事例数

の 7 割を占めた。中でも、接続空間と主室との視線の透過性を持つ[2]主室視線透過の

該当事例数が最も多い。一方で、接続空間と居住専用空間との視線透過性を持つ事例

は全事例数の約 3 割であった。 

 

 

さらに、接続空間と居住専用空間との視線透過性を持つ[3]専用空間視線透過と[4]

視線完全透過の事例について、接続空間から居住専用空間のどのような空間が見える

かを把握する。表 3-5 に示すように、接続空間からみえる居住専用空間を LDK や書

斎などの居室と、それら以外の玄関、廊下などに分けて見ると注15)、接続空間から居

室が直接見えるのが 38 事例中 31 事例注16)である。接続空間で主室と居住専用空間側

の居室の視線を連続しつつ、両者を緩やかに緩衝する空間構成手法が主流となってい

る。ただ、居住専用空間のプライバシー確保が課題になりやすいと考えられる。 

 

4.3 視線透過性と配置型、空間形態との関係 

視線透過性と 4.1 で考察した配置型との関係をみると、表 3-6 に示すように、[1]視

線非透過と[2]主室視線透過では、「ⅰ.平面的配置」と、居住専用空間が違う階に配置

される「ⅱ.立体的配置」のⅱ-1 の事例がほとんどである。一方で、[3]専用空間視線

透過では、主室が違う階に配置される「ⅱ.立体的配置」のⅱ-2 が半数以上を占め、ま

た[4]視線完全透過は全て「ⅰ.平面的配置」である。 

 

 

注15) 居住専用空間側の隣接空間の機能の分類については、本論文の第 2 章を準ずる。ま

た、「非居室空間」には「動線空間」と「サービス空間」が含まれる。 

注16) 接続空間から居室が直接見える 31 事例中、[3]専用空間視線透過と[4]視線完全透過が

それぞれ 21 と 10 事例であった。 

表 3-5  接続空間から見える居住専用空間側の空間 
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さらに、表 3-7 に示すように、接続空間形態別に視線透過性との関係をみると、「a.

屋根半限定」では、[2]主室視線透過の占める割合が最も高い。前節で述べたように、

「a.屋根半限定」は住宅表に配置されているピロティや軒下空間がほとんどで、主室

との視線を連続することで、道行く人が開かれた空間の活動状況が見えるようにして

いる。また、「d.屋内動線・室」では、 [2]主室視線透過に加えて、[1]視線非透過の

該当事例数が多く、両者を合わせて「d.屋内動線・室」の 8 割以上を占めた。 

 

 

一方で、「c.土間」では、接続空間から居住専用空間が見えない[1]視線非透過と[2]

主室視線透過が半数以上を占めたが、[3]専用空間視線透過と[4]視線完全透過の該当

事例数も 4 割以上を占め、住宅内部で開かれた空間と居住専用空間の視線を繋いでい

るのも少なくない。また、「b.壁半限定」では、[3]専用空間視線透過と[4]視線完全透

過が半数以上を占めた。中庭に自然要素などを配置し、主室と居住専用空間の共用の

観賞空間などとして両者を緩やかに緩衝していると考えられる。 

 

表 3-6 視線透過性からみた配置型の事例分布 

 

表 3-7 視線透過性からみた空間形態の事例分布 
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第 5 節 接続空間の空間構成タイプ 

本節では、まず、3節で考察した接続空間のアクセス経路型を縦軸に、4節で考察し

た視線透過性と配置型を横軸に合わせて捉え、該当事例数の多い空間構成の組み合わ

せ(全事例数の約5%・6事例以上)を、代表的な10の接続空間タイプとして抽出した(表

3-8)。さらに、最後に、空間構成タイプと2節で考察した接続空間形態、及び開かれた

空間の用途との関係を総合的に分析考察する注17)。 

全体的分布を配置型からみると、「ⅰ.平面的配置」の場合は、3つのアクセス経路型

それぞれで空間構成タイプが抽出された。一方、「ⅱ.立体的配置」で抽出された空間

構成タイプ（④⑥⑧）は、いずれも単独アクセス型である。つまり、居住専用空間と

主室を上下階で分離する場合には、主に道路から両空間への唯一のアクセス経路を担

う接続空間を、1階に配置し、視線透過性によって居住専用空間のプライバシーを調

整していると言える。 

 

 

 

注17) 本章の第 5 節では、接続空間形態と開かれた空間の用途の観点から、接続空間の主な

空間構成手法を分析することに重点を置いている。その一方で、代表的な 10 タイプに含ま

れなかったものは、事例数が比較的少なく、接続空間形態や用途との関係性において十分な

示唆を得るのが難しいので、第 5 節の分析対象から外している。 

表 3-8  接続空間の空間構成タイプ 
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図 3-8. 接続空間の代表的な空間構成タイプ 
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図3-9 タイプ①と②の代表事例の3D模式図 

 

抽出した10の空間構成タイプの特徴は、グループことに図3-8に示すように整理で 

きる。まず、アクセスの機能を担っておらず、居住専用空間への視線も透過しないグ

ループ(1)「接道なし視線非通過」のタイプ①<A+[1]+ⅰ>と②<A+[2]+ⅰ>は、業務キ

ッチンのような主室の付加機能などを担う接続空間として、居住専用空間のプライバ

シー確保しつつ、居住専用空間と開かれた空間を主に内部で便利に行き来する動線も

確保していることが特徴である。開かれた空間の用途との関係について、「商業」の

飲食店やパン屋(8事例)で採用されることが多い。 

タイプ①の代表事例no.124「ten」注18)の3D模式図注19)を図3-9(左)に示す。主室(美容

室)と居住専用空間がそれぞれの入口を持つ一方で、美容院のバックスペースに居住

専用空間とのつながりが設けられている。次に、タイプ②の事例no.52「経堂のカフ

ェ」注20) (図3-9 右)では、飲食空間と居住専用空間との間の「厨房」に、居住専用空間

に繋がる出入口を設けている。雑誌の解説文により、飲食空間と厨房との視線透過性

を持たせることで、「オーナーであり建主の丁寧な手さばきを見ながらコーヒーを楽

しめる」という設計者の意図が確認できた。 

 

注18) 新建築社編：住宅特集 2023 年 10 月号, 新建築社, pp.22-31 

注19) 図 3-9~図 3-13 は、空間の立体的な関係を示すことを目的としており、縮尺は統一し

ていない。また、2 階以上が居住専用空間のみであれば、3D 模式図では 2 階以上の部分を省

略している。 

注20) 新建築社編：住宅特集 2016 年 9 月号, 新建築社, pp. 68-75 
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次に、道路からのアクセス経路の機能を担っておらず、居住専用空間への視線を透

過するグループ(2)「接道なし視線通過」のタイプ③は、中庭などを接続空間として、

主室と居住専用空間を緩やかに緩衝し、「商業」の飲食店(3事例)の観賞空間などとし

ても利用されている。タイプ③の代表事例no.17「鹿ヶ谷の住宅」注21) (図3-10 左)で

は、「店主は中庭を通り、ティーサロンとリビング・ダイニングを行き来する」。加

えて、中庭を共用の観賞空間としても利用している。 

さらに、道路からのアクセス経路の機能を担い、居住専用空間への視線を透過しな

いグループ(3)「接道あり視線通過」のタイプ④⑤⑥⑦は、多様な空間構成手法で居住

専用空間のプライバシーを確保しつつ、一部の事例はピロティや軒下、土間などの接

続空間を主室の拡張空間としたり、開かれた空間の活動状況を道行く人が見えるよう

にしたりしていることが特徴である。 

 

タイプ④<B+[1]+ⅱ-1>は「B.単独アクセス型」で、共用の土間などを接続空間とし

て、主室と居住専用空間を上下階分離して接続し、視線を通さず、プライバシーが確

保しやすい空間構成手法である。開かれた空間が「業務」(5事例)や「物作り」(3事例)

で比較的多く採用されている。タイプ④の事例no.6「浦和岸町の家」注22) の3D模式図

 

注21) 新建築社編：住宅特集 2008 年 11 月号, 新建築社, pp.56-63 

注22) 新建築社編：住宅特集 2006 年 5 月号, 新建築社, pp. 134-139 

 
図 3-10 タイプ③と④の代表事例の 3D模式図 
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を図3-10(右)に示す。雑誌の解説文により、開かれた空間は建築事務所である。1階で

は、「土間のような玄関を中心にアトリエ、和室、水回りなどのセミパブリックな空

間を効率よく配置した」。道路に面する広い玄関土間を設置したことで、住宅をまち

に開きつつも道路との関係を緩和している。 

次に、タイプ⑤<B+[2]+ⅰ>とタイプ⑥<B+[2]+ⅱ-1>は、いずれも「B.単独アクセ

ス型」で、住宅表のピロティや軒下(12事例)、土間(7事例)、階段室(5事例)などを接続

空間として、主室だけとの視線透過性を持つ空間構成手法である。接続空間は居住専

用空間のプライバシーを確保しつつ、場合によって人々が滞在し活動するような主室

の拡張空間(7事例)としても利用できる。加えて、道行く人が接続空間と主室の活動状

況が見えるようにしている事例(14事例)が半数以上を占め、来訪者が入りやすい雰囲

気を醸し出している。また、開かれた空間の用途との関係について、「物作り」(4事

例)、「商業」(4事例)、「業務」(5事例)と、「複合用途」(11事例)で採用されることが

比較的多い。 

 

タイプ⑤の事例no.109「高脚楼」注23) の3D模式図を図3-11(左)に示す。雑誌の解説

文により、開かれた空間は洋菓子屋である。住宅表の軒下空間で主室と居住専用空間

への動線を接続している。さらに、接続空間から主室への視線を繋ぎ、それ自体も開

 

注23) 新建築社編：住宅特集 2021 年 11 月号, 新建築社, pp. 92-99 

 

図 3-11 タイプ⑤と⑥の代表事例の 3D模式図 
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かれた空間の拡張空間として活用している。また、タイプ⑥の事例no.53「YY house・

office・kitchen」注24) (図3-11 右)は、内部の階段室を接続空間として、限られた間口

で地下と1階の主室(シェアオフィスとキッチン)と2階以上の居住専用空間を立体的

に接続しつつ、レベル差でお互いに視線を遮断することで、居住専用空間のプライバ

シーを確保している。 

タイプ⑦<C+[2]+ⅰ>は、「C.非単独アクセス型」で、接続空間のほか、主室や居住

専用空間、あるいは両方にも入口が配置されているので、居住者や来訪者の動線を分

離する傾向が強く、かつ居住専用空間への視線を遮断することで、プライバシーを確

保しやすい空間構成となっている。タイプ⑦の事例no.123「Oshigome Base」注25) (図

3-12 左)の開かれた空間は事務所と地域集会場である。共用の玄関土間に加えて、居

住者専用の玄関も設けられている。さらに、透明な引き戸で接続空間(玄関土間)と地

域集会場を仕切っているが、場合によっては両者を一体的に利用することもできる。 

上記の接続空間タイプ①～⑦とも、不特定多数の来訪者向けの用途で比較的多く採

用されている。最後に、道路からのアクセスの機能を担っており、かつ居住専用空間

への視線も透過できるグループ(4)「接道あり視線通過」のタイプ⑧⑨⑩は、土間や中

庭などを接続空間として、主室と居住専用空間を緩やかに緩衝し、一部の事例は場合

によって接続空間を双方の拡張空間としても利用できることが特徴である。また、タ

イプ⑧⑨⑩の事例は、不特定多数の来訪者向けの用途に加えて、顔馴染みの来訪者に

開く用途にも比較的多く採用されている。 

タイプ⑧<B+[3]+ⅱ-2>は「B.単独アクセス型」で、土間などを接続空間として居住

専用空間と同階に配置し、お互いの視線を繋ぐ一方で、主室が上階や地下に配置され

ている。「業務」 (4事例)のほか、「コミュニティ&教室」(3事例)で比較的多く採用

されている。タイプ⑧の事例no.108「横浜の住宅」注26) (図3-12 右)の開かれた空間は、

「個人で仕事を受けるためのアトリエ」である。アトリエが地下に、居住専用空間が

地上に配置され、1階の通り土間で両者を接続している。 

 

注24) 新建築社編：住宅特集 2016 年 9 月号, 新建築社, pp. 60-67 

注25) 新建築社編：住宅特集 2023 年 8 月号, 新建築社, pp. 96-105 

注26) 新建築社編：住宅特集 2022 年 11 月号, 新建築社, pp. 56-63 
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タイプ⑨<B+[4]+ⅰ>は「B.単独アクセス型」で、共用の土間(5事例)や中庭(3事例)

などを接続空間として、主室と居住専用空間への視線を繋ぎ、両者を緩やかに緩衝し

ている空間構成手法である。また、雑誌の解説文と図面により、10事例中7事例は、

主室と居住専用空間を緩衝するだけでなく、場合によって生活や活動空間(4事例)に

時間差利用したり、共用の採光や観賞空間(4事例)として利用したりすることもでき

ている。「商業」のカフェや美容室(3事例)のほか、知人や友人中心の「コミュニティ

&教室」(4事例)でも比較的多く採用されている。 

タイプ⑨の事例 no.72「小机の家」注27)の 3D 模式図を図 3-13(左)に示す。雑誌の解

説文により、主室は「教会の友人や近隣の人との聖書の勉強会、オルガンの練習がで

きるコモンルーム」である。接続空間(軒下+中庭)は、両者の緩衝空間として機能しつ

つ、場合によって生活空間や、来訪者が集まれる空間としても時間差利用できる。 

タイプ⑩<C+[4]+ⅰ>は、「C.非単独アクセス型」で、接続空間のほか、主室にも入

口が配置されていることが多く、接続空間では居住者の出入りが中心になっていると

推察されるところがタイプ⑨との違いである。加えて、主室と居住専用空間との視線

透過性を持つことで、土間などで両者を緩やかに緩衝しつつ、雑誌の解説文により、

8事例中6事例は両者の拡張空間としても利用されているところはタイプ⑨と共通し

 

注27) 新建築社編：住宅特集 2018 年 9 月号, 新建築社, pp. 122-127 

 

図 3-12 タイプ⑦と⑧の代表事例の 3D模式図 
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ている。「コミュニティ&教室」(3事例)の用途で比較的多く採用されている。 

 

タイプ⑩の事例no.36「由比ガ浜の家スパイラルルーフ」(図3-12 右) 注28)の開かれ

た空間は、親世代のピアノ教室と演奏ホール、子世帯の事務所である。また、接続空

間(中庭+軒下)で主室と居住専用空間を区分して両者を緩やかに緩衝しつつ、場合に

よって両者の拡張空間としても利用しやすい。 

また、2章と3章の関係について、図3-14に示すように、2章で分類した[a]入口分離

型は開かれた空間と居住専用空間を完全に分離しているため、両者のつながりを設け

ていない。[b]内部接続型と[c]入口動線共用型は多様な接続空間タイプで開かれた空

間と居住専用空間の関係を調整している。[b]型の代表的な空間構成類型②空間分離内

部接続型の50事例中25事例は接続空間を持っている。[c]型に該当する事例は、全て接

続空間を持っている。 

その一方で、開かれた空間を通って専用空間に入る[d]入口共用型は接続空間の配

置が少なく、[d]型の代表的な空間構成類型④空間分離動線連続型は21事例中3事例だ

けが接続空間を持っており、⑤時間差利用動線連続型の27事例中1事例だけが接続空

間を持っている。開かれた空間と居住専用空間の関係をどのように調整するかが課題

となっている。 

 

注28) 新建築社編：住宅特集 2013 年 7 月号, 新建築社, pp. 81-89 

 

図 3-13 タイプ⑨と⑩の代表事例の 3D模式図 
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図 3-14  2章と 3章のアクセス経路の関係 
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第 6 節 本章のまとめ 

本研究では、『新建築住宅特集』（2006 年から 2023 年）に掲載された開かれた住宅

における接続空間を分析対象として、その空間構成の手法を分析考察した。下記の諸

点を明らかにした。 

まず、接続空間は、a～d の 4 つの接続空間形態に分類でき、内部空間(89 事例)だ

けでなく、ピロティや庭のような外部にある半限定空間(42 事例)が接続空間の役割を

担っている事例も少なくない。また、外部にある半限定空間を中心に、一定の面積を

もつ接続空間の事例が多く、植栽、展示棚、テーブルや椅子など様々な要素が配置さ

れ、一部の接続空間は主室と居住専用空間の関係を調整するだけでなく、主室の機能

を補完する空間などとしても活用されていることが確認された(2 節)。 

次に、道路からのアクセス経路、主室と居住専用空間との配置関係、視線透過性と

いう 3 つの観点から接続空間の構成手法を分析考察した。接続空間の主要な特徴の 1

つとして、分析事例の多くは、道路からの動線を主室と居住専用空間に接続しており、

中でも道路からの唯一の動線を主室と居住専用空間に接続する「B.単独アクセス型」

が主流であることが分かった(3 節)。さらに、配置関係については、接続空間が主室、

居住専用空間と同階で配置される「ⅰ.平面的配置」が主流であるが、接続空間が主室

と居住専用空間のいずれかと違う階に配置される「ⅱ.立体的配置」も約 4 割を占め

た。また、主室と居住専用空間との視線透過性については、接続空間から居住専用空

間への視線を遮断してプライバシーを確保している空間構成手法が主流である一方

で、居住専用空間への視線透過性をもち、接続空間で主室と居住専用空間を緩やかに

緩衝している事例も全事例数の 3 割であった(4 節)。 

最後に、上述の3つの分析指標を組み合わせることで、代表的な10の空間構成タイ

プを抽出することができ、それらの特徴を、道路からのアクセス機能と居住専用空間

への視線透過の有無により整理した。タイプ①と②は、道路からのアクセス経路を担

わず、居住専用空間のプライバシーを確保しつつ、付加機能空間などとして、主室と

居住専用空間の内部の動線を確保することが主な役割になっている。タイプ③は、中

庭などを接続空間として主室と居住専用空間を緩やかに緩衝し、双方の観賞空間とし

て利用されていることが多い。タイプ④⑤⑥⑦は、ピロティや軒下、土間、階段室な

どを接続空間として、道路からの動線を主室と居住専用空間に接続し、多様な空間構

成手法でプライバシーを確保しつつも、来訪者が開かれた空間に入りやすくすること

が特徴で、立体的配置の場合にも多く採用されている。一方で、タイプ⑧⑨⑩は、道

路からのアクセス経路も担う土間や中庭などを接続空間として、主室と居住専用空間
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を緩やかに緩衝し、一部の事例は接続空間を双方の拡張空間としても利用できている。 

空間構成タイプ①～⑦は不特定多数の来訪者向けの用途で比較的多く採用されて

いるのに対し、タイプ⑧～⑩の事例は、不特定多数の来訪者向けの用途に加えて、顔

馴染みの来訪者に開く用途にも比較的多く採用されている(5節)。 

このように、接続空間は、その多くが道路からのアクセス経路として来訪者に住宅

を開きつつ、多様な空間構成手法で主室と居住専用空間の関係を調整する重要な役割

を担っていることを示すことができた。本章で得たこれらの知見は、用途や条件に応

じた空間計画手法で接続空間を配置するにあたって、開かれた住宅の計画の一助とな

ると考える。 
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分析対象リスト表 
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第 4 章 

現代の開かれた住宅における住み方と開かれた空間で生
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第 1 節 本章の目的と概要 

本研究の第２と３章で分析した空間構成手法の有効性は、どのような居住者の住要

求によって開かれた住宅が設計されたか、さらに居住者の実際の暮らしにおける居住

者の住生活評価によって検証することできる。また、住宅を開くことで、開かれた空間

で生まれた交流は居住者の住生活とどのような関係を持つのも、開かれた住宅のあり方を

解明するための重要なポイントである。 

そこで、本章では、第 2～3 章の分析結果に基づき、事例調査により、居住者の住

生活評価、来訪者との交流の特徴に着目し、空間構成手法の効果、及び地域交流が居

住者の住生活に如何に寄与しているかを検証することを目的としている。 

 第 2 節では、本章の分析対象を選出した基準と調査方法について述べる。 

第 3 節では、分析対象の基本情報を提示した上で、住宅を開く経緯を把握する。 

第 4 節では、第 2～3 章の分析結果に基づき、分析対象の空間構成特徴を把握する。 

第 5 節では、前節の内容を踏まえ、居住者の住要求と住み方を把握した上、居住者

による住生活評価から、空間構成手法の効果を検証する。 

第 6 節では、開かれた空間で生まれた交流の内容を把握した上、地域交流が居住者

の住生活への寄与を解明する。 

最後に、本研究で明らかにした事項を整理し、結論を述べる。 

 

第 2 節 分析対象と調査方法 

本章では、２～3 章で抽出した『新建築住宅特集』に掲載されている住宅作品のう

ち、下記の条件①～④を満たす 29 事例を抽出した。そのうち、インタビュー調査の

承諾が得られた 8 事例の居住者に対してインタビュー調査を実施した。調査の期間は

2023 年 9 月~2024 年 4 月である。 

①開かれた空間と居住専用空間には何らかの動線上のつながりが設けられている(第

2 章で分類したアクセス経路型[b]~[d]に該当する)。 

②概ね最近 10 年以内(2012～2022 年)に『新建築住宅特集』に掲載され、1 年以上継

続的に運営している開かれた空間を持つ新築の住宅作品である。 

③開かれた空間の運営者が居住しており、かつ家族以外の居住者がいない。 
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④開かれた空間の店名やホームページなどが『新建築住宅特集』に記載され、連絡が

可能で、かつ事例が比較的集中している近畿圏の二府四県(大阪・京都・兵庫・滋賀・

奈良・和歌山)や東京圏の一都三県(東京・神奈川・千葉・埼玉)注1)に立地している。 

 

第 3 節 分析対象の基本情報と住宅を開く経緯 

4.3.1 分析対象の基本情報 

 表 4-1 に示すように、各事例の家族構成については、夫婦のみの世帯と夫婦+子供

（小学生以下）の世帯が共に 4 世帯で、残りの 1 世帯(no.7)は、高齢者の親と成人子

からなる世帯である。 

 分析事例の開かれた空間の用途については、表 4-2 に示すように、no.5(建築設計事

務所)は単一用途なのに対し、残りの 8 事例とも複数の用途を持っている。no.1, no.3, 

no.4 は、各用途がそれぞれの専用空間がある一方で、残りの 5 事例は複数の用途が同

じ空間に配置されている。 

また、各事例の立地の特徴(表 4-1)を見ると、no.1 は近隣商業地域に立地し、建物

の周辺には住宅のほか、店舗や事務所も比較的多く見られる。no.4 は都市計画区域外

地域に立地し、都市部からやや遠いが、周辺には田畑が多く見られ、自然が豊かであ

る。また、no.1, no.4 以外の 6 事例は、全て住居専用地域に立地している。ただ、no.3

は隣にほかの住戸がなく、某交流会館の敷地に隣接し、no.8 の西側には静かなヒノキ

林があり、いずれも特殊な敷地状況となっている。 

分析対象の敷地状況については、no.4, no.6, no.7, no.8 は比較的広い敷地に立地し、

反対に、no.1, no.2, no.3, no.5 のいずれの敷地面積も 100 ㎡を下回る。さらに、no.1

は長屋の 1 住戸を切り離し、細長い敷地に建て替えたものであり、no.6 と同じように

間口の広さが限られており、住宅の正面だけが接道している。それに対し、no.3 は奥

行が狭く(2.2m~3.7m)、間口が広い(18m)敷地に立地している。また、分析事例の建築

面積については、no.4 以外のいずれも事例も、100 ㎡を下回り、中でも no.1, no.3, 

no.5 は概ね 50 ㎡以下の狭小住宅であるため、店舗や事務所などを住居と併設すると、

両者の関係をどのように調整するかが課題になりやすいと考えられる。 

 

 

注1) 近畿圏と首都圏の定義については、国土交通省『近畿広域地方計画』と『首都圏白書』を参考し

た。 
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表 4-1 分析事例の概要と立地の特徴 
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これらの事例の敷地や建築面積が比較的狭い理由について、例えば、no.5 の居住者

は「部屋を建てた時(2015 年)には、都内で購入できる大きさというと、もうこのぐら

いの土地(50 ㎡)になるわけだ。やむを得ずその狭小住宅に住まないといけない」と述

べたように、予算上の配慮が主な理由である。 

用途の事例数の分布については、「飲食」の用途が 5 事例で半数を占めた。うち 4

事例が、「飲食」+「小売」の組み合わせである。このような組み合わせによって、来

訪者が短時間の買い物だけでなく、喫茶(no.1, no.5, no.7, no.8)やお酒を飲む(no.3)よ

うな比較的長時間の滞在も可能となっている。次に、「物作り」と「ギャラリー」の

組み合わせが 3 事例あり、いずれもアーティストのアトリエ兼ギャラリーである。自

宅で作品の制作をしつつ、定期的や不定期的に来訪者に作品を展示したり、販売した

りしている。また、no.5 と no.8 は「飲食」や「小売」などの用途に加えて、製本ワ

ークショップスペースや盆栽教室(no.5)、完全予約制の私設図書室(no.8)などの用途も

見られる。 

 

4.3.2 立地を選択した理由と住宅を開く経緯 

分析事例の住宅を開く経緯を表 4-3 に示す。 

まず、住宅の立地を選択した理由について、「地元で、従来のつながりが多い」と

いう理由が 4 事例から聞かれた(no.2, no.4, no.6, no.7)、地域とのつながりが重視され

ていることが分かる。また、「インターネットで集客しており、中心地から離れると

表 4-2.対象事例の用途 
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土地が安い」(no.1)、「隣に建物がなく、管理しやすい」(no.3)、「周辺環境がいい」

(no.1, no.3, no.7, no.8)、「商売をしやすい」(no.3, no.7)というような理由も聞かれた。 

次に、開かれた空間を住宅に併設する理由については、「職と住の予算上の配慮」

(no.1, no.5)、「開かれた空間と居住専用空間を行き来する利便性」(no.2, no.4, no.5, 

no.6, no.7)の理由が聞かれた。例えば、「職と住の予算上の配慮」について、no.1 の

居住者は「予算的なことが一番大きい理由だ。…(略)、住宅にお店を併設した方がコ

ストが低い」、no.5 の居住者は「長い目で見れば職住一体の方がコストが低い」と述

べた。また、「行き来する利便性」について、例えば、no.6 の居住者は、いつも午後

から深夜まで作品の制作をしており、「自分は家で作業するタイプなんで、家に仕事

場があった方がいいと思う」、no.7 の居住者は、営業日には一人で朝 4 時から作業を

始めるので、「…住居が店舗の上にあると楽というのが一番のメリットだ」と述べた

ように、開かれた空間と居住専用空間が時間にとらわれず仕事をするために、開かれ

た空間と居住専用空間が一体であることを重視している。 

一方で、no.8 の居住者は「住宅に住居以外の用途があれば面白いと思ったから、最

初は便利に行き来するために図書室を併設したわけではなかった」。ただ、結果的に

は開かれた空間と居住専用空間を便利に行き来することができていると考えられる。 

住宅を開く理由については、上記のほか、「本屋さんや雑貨屋さんとか、色んな商

売をやっていた。そしてお酒も大好きだった。自宅に店舗を併設することでこれまで

の仕事を長く続けたい」(no.3)、「自分の作品や仕事を他の人々に知ってもらいたい」

(no.4, no.6)、「商業的な目的でなく、理想的な読書や喫茶環境を作って、来訪者に体

感してもらう」(no.8)、「家をメディアとして、自分の価値観を他の人々に伝達した

い」(no.8)という理由も聞かれた。いずれも、居住者自身の作業や作品の展示、価値

観の伝達などが住宅を開く主な目的となっている。 

また、no.3 の居住者は「世代を超えた交流できる場所になったらいい」、no.4 の居

住者は「アートを通じていろんな人と関わりたい。…(略)、仕事と住居を一緒にして、

地域の八百屋さんみたいな場所を作りたい」、no.5 の居住者は「私と妻には子供がい

なくて、この地域に住むのも初めてだったので、近隣とのつながりを積極的に作らな

いと、地域のネットワークに入れない」と述べたように、地域の人々とのつながりを

積極的に作りたいという理由も聞かれた。 
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表 4-3住宅を開く経緯 
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第 4 節 調査対象の空間構成の特徴 

本研究の第 2 章と第 3 章では、それぞれ開かれた住宅における開かれた空間と居住

専用空間の空間構成手法、および、開かれた空間の主室(主室と略称)と居住専用空間

の間に配置されている接続空間の空間構成手法を分析考察した。本節では、空間構成

手法の分析に基づき、対象事例の空間構成の特徴を把握する。ただし、第 2 章と 3 章

の分析指標が多い(表 4-4)ので、分析を簡明にするため、本章では、道路から開かれた

空間と居住専用空間へ「アクセス経路型」を中心的な指標として、「接続空間」の空

間構成手法などを合わせて、対象事例の空間構成の特徴を分析する。表 4-4 に、対象

事例における、2 章と 3 章のすべての分析指標との対応関係を示す。 

図 4-1 に示すように、各事例の空間構成の特徴を、第 2 章で分類したアクセス経路

型からみると、no.2, no.5, no.6, no.8 は、[b]内部接続型に該当し、開かれた空間と居

住専用空間はそれぞれの入口を持つことに加えて、住宅内部に両者のつながりも設け

られている空間構成となっている。中でも、no.5, no.7 は、2 章で抽出した代表的な

空間構成類型の②空間分離内部接続型である。 

 

no.3, no.4 は、[c]入口動線共用型に該当し、土間やピロティのような接続空間が主

な入口として、道路から主室と居住専用空間への動線を分離する空間構成となってお

り、いずれも 2 章で抽出した代表的な空間構成類型の③空間分離入口シェア型であ

る。 

表 4-4 対象事例の空間構成の特徴  

 



第 4章 
 

91 

 

no.1, no.6 は、[d]入口共用型に該当し、開かれた空間の主室を通って居住専用空間

に入る空間構成となっている。中でも、no.6 は 2 章で抽出した代表的な空間構成類型

の④空間分離動線連続型である。 

また、no.2 と no.6 では開かれた空間が居住専用空間の居室に直接隣接しているの

に対し、残りの 6 事例の開かれた空間は居住専用空間側の廊下やキッチンなどの動線

やサービス空間に「非居室隣接」している。 

 

  

図 4-1. 道路から開かれた空間と居住専用空間へのアクセス経路型と該当事例 

 

開かれた空間と居住専用空間の接続関係をみると、接続空間を持つ事例は 7 例ある

（no.2, no.3, no.4, no.5, no.7, no.8）。中でも、no.3, no.4, no.5, no.7, no.8 は開かれ

た空間側の土間、附室などの接続空間と居住専用空間側の玄関や廊下などとの二重緩

衝で主室と居住専用空間の居室を緩衝しつつも動線を繋いでいる。また、8 事例中 6

事例は主室と居住専用空間の居室や玄関が同階に設置されているが、no.2, no.4 だけ

は、接続空間から居住専用空間への視線が通過できる。 

このように、8 事例中 6 事例で、開かれた空間と居住専用空間の関係を、アクセス

経路に加えて、接続空間の配置などによって調整していることが分かる。 

 

第 5 節 居住者の住要求と住み方 

 本節では、前節で分析した空間構成の内容に基づき、居住者の住み方と住生活評価

から、居住者の住要求を実現しているか否かを検証する。 
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設計段階で居住者が設計者に提示した設計要望から住要求を読みとる。開かれた空

間と居住専用空間の関係に着目して全体的にみると、居住専用空間のプライバシーを

確保しつつ、職と住を便利に行き来できるようにしたいという共通の設計要望が確認

された注2)。加えて、「両者の入口は別にしなくてもよい」(no.1, no.6)、反対に「仕事

と住居をお互いに完全に遮断したい」(no.3)という設計要望も居住者から聞かれた。 

以下、事例ごとに具体的にみていく。 

4.5.1 [b]内部接続型の対象事例の居住者の住要求と住み方 

アクセス経路型が[b]内部接続型の事例は、no.2, no.5, no.7, no.8 である。中でも、

no.5, no.7 は、第 2 章で抽出した代表的な空間構成類型②内部接続型(表 4-4)であり、

[b]内部接続型に加えて、開かれた空間と居住専用空間が「非居室隣接」で、かつ「時

間差利用なし」である。 

no.2(アーティストのアトリエ+ギャラリー：図 4-2)は、[b]内部接続型、かつ接続空

間（ｄ.屋内動線・室の廊下）が居住専用空間と主室の間に配置されており、接続空間

の空間構成タイプ①<A+[4]+ⅰ>である。居住者は、「前の住宅は制作もリビングでし

ていたので、アトリエと住まいとの境界がぼんやりしていた。子供も同じ場所で遊ん

でいたので、不便だと感じた。制作や展示の場所と住まいをうまく分けたいと考えた」

と述べたように、「住まいとアトリエをうまく分けたい」という要望を設計者に伝え

た。それに応じて、設計者は開かれた空間と居住専用空間を分けて建物の東側と西側

にそれぞれの入口を配置した。ただ、居住者夫婦は子育てを含む生活活動を行う空間

とアートの制作活動を行う空間を便利に行き来できるようにしたいという要望も設

計者に伝えた。設計者は開かれた空間と居住専用空間の間に接続空間である廊下を配

置して両者を緩衝しつつも、接続空間と居住専用空間、及び主室との間には建具は配

置せず、視線も完全透過として、職と住の行き来の利便性を図っている。それに対し、

居住者は「子育て世帯なので、制作に時間があまり取れない時は、子供が寝ている夜

中にサッと仕事(アトリエ)に戻れるので、そういうのがすごくいい」と高く評価して

いる。 

no.2 における住み方について、居住者(夫)は普段、開かれた空間にある大きなテー

ブル(図 4-2)を使って作品の制作をしている。来訪者との打ち合わせもこのテーブル

でしている。ただ、大きな作品を制作する際には、それを壁にかけて制作する形とな

っている。その一方で、居住者(妻)は「家事が終われば、正午前から制作がスタート

して、子供が帰ってくる夜までの時間にアトリエの折り畳みテーブルやダイニングで

 

注2) no.5 は設計者の自邸で、残りの事例は設計者と居住者が別人である。 
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アクセサリーの制作をしていることも多い」。家族の食事は居住専用空間のダイニン

グでしている。また、居住者は「家での展示会は年２～３回くらい(1 回は 1 ヶ月くら

い続く)。コロナの前には、一年２回くらいでオープンニングパーティーをしていた」

と述べたように、住宅を常に不特定多数の来訪者に開放しているわけではなく、居住

者の生活のペースによって開放している。 

 

 

図 4-2. no.2 の略図と写真 

 

住宅を開く際の課題について、no.2 は平屋で、かつ面積(77.35m2)が広くないので、

接続空間に隣接する水回りはやむを得ず来訪者と共用しており、接続空間に建具も配

置しておらず、開かれた空間と居住専用空間の空気がつながっているので、居住者は

それに対して「他の作家さんの展示会を開催する時には、トイレは家族と共用になり、

料理の匂いもアトリエに入ってきてしまう。生活感を控えないといけない。また、ア

トリエに置いていた材料やストックの絵面が一時保管の場のタイニングに溢れるこ

ともある」や「(展示期間内に）子供の友達が家に遊びにくることができなくなる。家

にあるピアノも自由に弾くことができなくなり、ここは苦労している」と述べた。こ

れに対し、居住者によれば、「この点から見ると、やはりがっちり分けた方が使いや

すいかもしれない。住居とアトリエをつなぐ廊下(接続空間)にはドアがなくて、ドア

があったら多少は緩衝できるかもしれない」という接続空間の設計上の課題を提示し

た。このように、開かれた空間を居住者の制作の場として使っている時は便利に行き
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来できるメリットが大きい一方で、展示会などで大きく開く時には生活感やプライバ

シーが問題になりやすく、家族のプライベートな生活が制限されていることが分かる。 

また、no.2 は住宅が計画された際には、時間による開かれた空間と居住専用空間の

時間差利用を想定していなかったが、前述したように住宅の面積が広くなく、かつ接

続空間を通じてアトリエと居住専用空間を非常に便利に行き来できるので、「お客さ

んがいない時に洗濯物をアトリエで干すことも結構ある」、「夫が(アトリエを)占領

しているときは(妻が)ダイニングテーブルで仕事をすることも多い」、「友人や知人

などが来る時にも、作業テーブルでおしゃべりしたり、飲食したりしたこともある」

ように開かれた空間と居住専用空間の用途を場合によって時間差利用することが多

く、空間を効率的に利用している。中でも、元々リビングが持つ個人的な接客の機能

もアトリエに移り、生活行為と作業行為をある程度に混在する傾向を示した。 

no.5(建築設計事務所+コーヒースタンド+コミュニティづくり、図 4-4)は、2 章で

分類した②空間分離内部接続型であり、かつ２種類の接続空間（ｄ.屋内動線・室と a.

屋根半限定）が配置され、居住専用空間の玄関に接している。接続空間としての納戸

とピロティはそれぞれ接続空間の構成タイプ②<A+[2]+ⅰ>と⑦<C+[2]+ⅰ>(2 章)で

ある。 

 

図 4-4. no.5 の略図と写真 
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開かれた空間は平日に居住者(夫)の建築設計事務所として使われており、妻も設計

の仕事を手伝っている。また、コーヒースタンドを開かれた空間に設けており、妻が

店主となっている。 

開かれた空間と居住専用空間の入口を別々に配置した理由について、居住者(夫)は

「間口がある程度取れたので、(入口を)２つに分けた方が使いやすい。例えば、買い

物から帰ってきたら、事務所をわざわざ通らなくても入れる」と述べた。それに対し、

接続空間としてのピロティは駐車場としての機能が主であり、地域活動などを開催す

る時には車をどけて主室と一体的に利用できる。ピロティに対し、もう一か所の接続

空間としての収納空間は、地域活動を開催する際には来訪者もたまに利用するが、普

段は居住者とスタッフの利用が中心となっているので、居住者(夫)によれば、「緩衝

空間としてもプライバシーが確保できるように機能している」ことが分かる。 

居住者の住み方について、事務所とコーヒースタンドの仕事に加えて、土日は２～

3 ヶ月 1 回の頻度で、様々な地域活動も開催している。その一方で、居住者(夫)は「(開

かれた空間は)いつでも仕事できるような状態になっているが、たまに日当たりがい

い時に、飼っている犬と休日にのんびりしたり、家族がくつろいだり、ご飯を食べた

りすることもある」と述べたように、開かれた空間で様々な生活行為も見られる。た

だ、「パジャマのままそっちに行くとかっていうのはしないし、見られてもいい状態

にしている」というような「見られてもいい」生活行為だけを「たまに」開かれた空

間で行っているため、居住者(夫)から「プライバシー上の問題は特に感じていない」

という評価が聞かれた。 

no.7(洋菓子屋+カフェ：図 4-5)も、前述した②空間分離内部接続型であり、no.5 と

同じように２種類の接続空間（ｄ.屋内動線・室と a.屋根半限定）が配置されている。

「私生活を干渉しないように」という居住者の設計要望に応じて、設計者は開かれた

空間と居住専用空間の入口を別々に配置している。接続空間としての軒下空間を配置

した理由について、居住者から「軒下にベンチとコーヒーテーブルなどを置いて外部

の飲食空間としても利用できる」、「ワンちゃんがいる方も気軽に入ることができる」

ような理由が聞かれた。 

それに対し、接続空間としての附室を配置した理由については、居住者から「住宅

部分と便利に行き来できる」と「事務作業をするスペースと水場が欲しくて、後はプ

ライバシー上の配慮もあった」という理由が聞かれた。附室の使われ方について、ほ

ぼ居住者の姉(共同経営者)がパソコン作業をしたり、アイスクリームメーカーを使っ

たりしている。また、居住者は普段業務キッチンで作業をしており、食事と家族専用

のトイレを使う時だけ附室を通って居住専用空間に行き来する。加えて、附室は居住
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専用空間の廊下に接することで、主室と居住専用空間の居室を二重緩衝して視線も遮

断しているので、居住者は「お店と住居がお互いに干渉していなく、ちょうどいい(距

離感)だと思っている」と評価している。 

 

 

図 4-5. no.7 の略図と写真 
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図 4-6. no.8 の略図と写真 

 

no.8(私設図書室+喫茶：図 4-6)は、[b]内部接続型で、かつ接続空間（ｄ.屋内動線・

室）が居住専用空間と主室の間に配置されており、接続空間の構成タイプ②<A+[2]+

ⅰ>(3 章)である。接続空間が居住専用空間側のキッチンや玄関に接続している。開か

れた空間と居住専用空間の入口を分けた理由については、居住者(夫)は「やっぱり皆

さん(来訪者)が静かに本を読んでいる時に、僕がスーパーとかで野菜などをいっぱい

買ってきていると、邪魔になる」と述べたように、来訪者の邪魔にならないように、

開かれた空間と居住専用空間をそれぞれの入口を持たせている。これによってプライ

バシーも確保できている。 

一方で、居住者(夫)は「(開かれた空間と居住専用空間を)はっきり分けると両方とも

こじんまりとしちゃって、あんまり面白くないかな。あくまでもそれが一体になって

いると多分面白い」と述べたように、業務キッチンと専用キッチン、共用トイレと専

用玄関の動線を連続するように、接続空間などで多様な行き来する動線が設計されて
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いる。加えて、開かれた空間の座敷と居住専用空間のキッチンの間に引き戸も設けて

おり、場合によって両者を一体化して利用することもできる。このような計画手法に

より、開かれた空間と居住専用空間の行き来する利便性だけでなく、両者の境目を曖

昧にして空間の面白さを創出している。 

居住者の住み方について、開かれた空間は妻が管理している完全予約制の私設図書

室で、コーヒーをつくるための作業場も併設している。居住者(夫)は、読書のための

よい空間体験を創ることを非常に大事にしているため、来訪者に会話をできるだけ控

えるようにしてもらっている。また、妻が作業場でコーヒーを作ったり、キッチンの

隣のテーブルでパソコン作業をしたり、居住専用空間側のキッチンを時間差利用して

コーヒーの焙煎をしたり、販売用のデザートなどをつくったりしている。その一方で、

居住者(夫)は 2 階にいるのが一般的である。ただ、作業場に吹き抜け空間があり、声

が 1 階の図書室に漏れるので、住宅を開く際にはオンライン会議などは寝室の書斎テ

ーブルでしないとならない。また、昼休みや図書室の営業時間が終了した後に、2 階

の居間で、あるいは 2 階から 1 階に降って、キッチンにあるテーブルで妻と一緒に食

事をする。このように、来訪者の気配が感じつつも両者の距離感もほどよく保ってい

る。また住宅を開いていない時には、居住者(夫)は 2 階の居住専用空間だけでなく、

開かれた空間の所々で本を読んだり、仕事をしたりしているように、開かれた空間を

完全に居住専用空間に時間差利用している。 

居住者(妻)は居住者(夫)の会社の役員も兼ねているので、2 階の居間などで、会社の

事務的な仕事をすることが多い。また、開かれた空間の作業場には大きなテーブルが

あるので、no.2 と同じように、友人との食事会や飲み会、イベントなども開かれた空

間でしており、開かれた空間の用途を超える役割も果たしている。また、生活行為を

行う時には、前述したように、座敷とキッチンの間にある引き戸を開けてキッチンと

開かれた空間を一体化にすることもある。このように、開かれた空間と居住専用空間

を時間によって時間差利用し、建具によって空間を柔軟に使うことで、空間を効率的

に利用していることが分かる。 

以上により、開かれた空間と居住専用空間にそれぞれの入口が設けられている[b]内

部接続型の 5 事例中 4 事例では、開かれた空間側の接続空間+居住専用空間側の非居

室空間による二重緩衝 (no.5, no.7, no.8)が重要な役割を果たしていることが明らか

になった。また、プライバシーの確保や開かれた空間の生活感を抑えるため、来訪者

に会話を控えるようにもらったり(no.8)、完全予約制(no.8)にしたりするような運用上

のルールで、プライバシーを確保していることが分かった。 
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一方で、主室と居住専用空間の間に接続空間だけが配置される場合(no.2)に、仕切

りがまったくないと、プライベートな生活に支障が生じたり、生活感が開かれた空間

に出てしまったりするので(no.2)、建具や少なくともカーテンを設けて、必要に応じ

て視線や空気を遮断する必要があると考えられる。 

 

4.5.2 [c]入口動線共用型の調査事例の居住者の住要求と住み方 

no.3 と no.4 は第 2 章で分類した③動線分離入口シェア型([c]+非居室隣接+時間差

利用なし)であり、いずれも接続空間が住宅の共用入口として主室と居住専用空間の

間に配置されている。no.3 の接続空間の構成タイプ⑦<C+[2]+ⅰ>であり、no.4 は

<B+[3]+ⅰ>(3 章)である。 

 

 
図 4-7. no.3 の略図と写真 

 

no.3（本屋+立ち飲み屋：図 4-7）の居住者(妻)は、午前に家事などしてから、午後

1 時半くらいに開店の準備をする。夜 8 時や 9 時まで立ち飲み屋の営業が続くことを

想定していたので、「プライベートな場所が切れてないと結局 24 時間ずっとお店の

中が気になるみたいなことになってしまう。すごくオフの時間を大事にしたいので、

お店とプライベートな空間を完全に分けたい」という設計要望を設計者に伝えた。こ
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れへの対応について、設計者は、開かれた空間の面積を確保するため、居住専用空間

の居室と上下階で分離し、次に南側のピロティは「お店と住居の玄関、歩道のバッフ

ァーとして機能する」ように、開かれた空間の本・雑貨屋と居住専用空間の間に配置

し、本・雑貨屋の主な入口として使われている。さらに立ち飲み場にも接道する入口

を設け、飲みに来る客も道路から直接に入れるように設計した。 

ただ、設計者によれば、最初の計画案には、ピロティがなく、道路から居住専用空

間の階段室に直接に入る動線となっていた。道路からのプライバシーを確保したり、

どこからでも入れる動線の面白さを創出したりするため、ピロティで道路、主室と居

住専用空間を接続するように設計した。さらに、居住専用空間の玄関を住宅の裏側に

配置し、ピロティと合わせて主室と居住専用空間の居室を二重緩衝している。このよ

うな空間の設計手法により、居住者のプライバシーをしっかり確保している。 

その一方で、居住者の住み方について、食事や家族の団欒、個人的な接客などは全

部 2 階の LDＫでしている。また、住宅を開く際の課題について、「知らない人が中

でいきなりに写真を撮ることが結構多いので、それは嫌だ。勝手に住宅の玄関に回っ

て２階に上がろうとする人もいる」ため、「ポーチ(ピロティ)に本棚を置いている。

それがないと、来訪の人は裏の玄関の方に回ってきてしまうことが多い」ように、本

棚でピロティにおける開かれた空間と居住専用空間の空間領域をさらに区分しつつ

も、接続空間であるピロティは来訪者の招き入れる役割も果たしている。 

no.4(工房とギャラリー：図 4-8)は、土間を接続空間として主室と居住専用空間への

動線を繋いでいる。加えて、土間と居住専用空間の居室の間に透明な引戸も設けられ、

住宅を開く際にはカーテンをかけてプライバシーを確保している。 

居住者によれば、「最初の計画案には、土間がなくて、住居とギャラリーが分棟配

置されていた」ように、開かれた空間と居住専用空間を完全に分けたいという設計者

の意図があったが、居住専用空間とギャラリーを便利に行き来するため、居住者は「土

間で住居とギャラリーをつなげたい」という要望を設計者に伝えた。また、no.4 の敷

地が広く、ギャラリーの開放頻度(年間 3 回くらい・毎回が 2～3 週間続く)も比較的

低いので、敷地が比較的狭く、かつ不特定多数の来訪者向けの no.3 のように、開か

れた空間と居住専用空間を外部の接続空間で完全に分ける必要がないと推察される。

ただ、工房は作業の音が出るため、庭を介して居住専用空間と分棟配置している。土

間と庭の配置に対し、居住者(夫)は「土間は住宅の玄関として利用したり、来訪者を

気軽に入ってもらったり、居室との緩衝という役割があるので、やっぱりあった方が

いい」、「お昼や夕飯の時に家にすぐ戻ることができて、ご飯を食べたり、本を読ん

だり、ゲームをしたりすることもある。その後にまた仕事に戻れるのがすごく便利だ」、



第 4章 
 

101 

 

「工房から子供が土間や庭で遊んでいる様子が見え、来訪者が来るとすぐ分かること

など、家族や来訪者の気配が感じられる」と土間と庭の役割を高く評価している。 

 

 

図 4-8. no.4 の略図と写真 

 

このように、接続空間に面して開かれた空間と居住専用空間のそれぞれの入口が配

置されている[c]入口動線共用型の事例 no.3, no.4 とも、接続空間+非居室空間で開か

れた空間と居住専用空間を二重緩衝してプライバシーを確保しつつも利便に行き来

することもできている。また、土間やピロティのような接続空間が住宅の主な入口と

して来訪者を招き入れる役割も果たしていることが、[b]内部接続型の事例との主な違

いである。 

 

4.5.3 [d]入口共用型の該当事例の居住者の住要求と住み方 

次に、「両者の入口を別にしなくもよい」no.1 と no.6 とも、主室を通って居住専

用空間に入る[d]入口共用型に該当し、かつ接続空間を持っていない。 
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no.1(金物屋+カフェ:図 4-9)の金物屋は居住者(夫)が経営しており、コロナの影響で

中断されたカフェはサブ的な機能として、1 階奥に配置され、居住者の妻が経営して

いた。 

建物は間口が狭いので(3.8m)、居住者(夫)によれば、「店舗と住まいをはっきり分

けると、狭苦しくなったり、一部の空間が閉鎖的になったりなるかもしれないので、

明確に区切ることをしなくてもいい」という設計要望をもっており、設計者は開かれ

た空間と居住専用空間を上下階で配置し、店舗にある開放的な階段で両者を接してい

る。加えて、設計者は「1 階の階高を高くすると 2 階が遠くなるので、店舗と住居の

距離感を保つことができる。店舗のある 1 階と２階が吹き抜け空間で、居住専用空間

である 3 階への階段が吹き抜け空間にあるので、空気的には全部つながっている。3

階から店舗も見える」と述べたように、高い吹き抜け空間(約 5.3m)を配置したことで、

開かれた空間と居住専用空間の距離感を保ちつつもお互いの気配が感じられるよう

な設計となっている。 

居住者の住み方の視点から、動線の配置をみると、居住者(夫)とスタッフはオフィ

スとファクトリーを通って行き来することが多く、来訪者の動線を重ねないようにし

ている。また、居住者(妻)が買い物などから帰宅した時に、来訪者が通り土間にいる

と、ファクトリーからの動線を使い、反対に来訪者が通り土間以外の場所にいると、

通り土間から入るように、動線を調整することで業務の妨げにならないようにしてい

る。ただし、通り土間とそれ以外の両方とも来訪者がいると、妻はファクトリーやオ

フィスで待たないとならない場合もあり、居住者(夫)から「お客も長くいる方が多い

ので、その間、妻は家に入れないというストレスが若干ある」という評価が聞かれた。 

さらに、吹き抜け空間に対する評価について、居住者は「利点としては、３階でご

飯を食べている時でも、お客さんがきたらすぐ分かるのがいいと思う」と開かれた空

間と居住専用空間の垂直方向のつながりを高く評価する一方で、「空間がつながって

いるので、音が出る機械を使う作業の時は、住まいに影響がある。逆に上の住宅から

の物を落とす音や、テレビやラジオなどの音も店舗に聞こえてしまう。また、料理を

する時も、どうしても匂いが溢れてくるので、生活感が出てくる。生活する上で、こ

れらの点に気をつかわないといけない」という評価も聞かれた。 
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図 4-9  no.1 の略図と写真 

 

また、友人との食事会などを開かれた空間で開催したこともあり、居住者から「裏

に並んでいる商品などを退けて、テーブルをいっぱい並べて、食事会をしたりすると

か。お店があるので、一般住宅よりは友達を呼びやすいと思う」という開かれた空間

があることのメリットに対する評価が聞かれた。このような開かれた空間で個人的な

接客をする傾向は、前述した no.2 と no.8 にもみられた。 

no.6(アーティスのアトリエ+ギャラリー+店舗：図 4-10)にも大きな吹き抜け空間を

開かれた空間に配置したが、開かれた空間と平面的に接する 1 階の居住専用空間の天

井を低くしている(約 2.3m)。その理由については、居住者は「普通の家の 2 階より、

下(開かれた空間)に降りるのが面倒くさくない感じをする。2 階の開口から 1 階の状

況も見えるので、お客さんが来たらすぐ分かる」と述べたように、ギャラリーと 2 階

の居室のお互いの気配が感じられるような設計がされている。ただ、プライバシーを

確保するため、設計者は、広い土間を設置して開かれた空間として利用したり、開か

れた空間と居住専用空間の間に大きな壁と縁側を配置したりすることで、両者を緩衝

している。それについて、居住者から「基本的にやっぱり白い壁の裏で、家族の生活

が行われている。この壁が結構重要で、そこが家族の空間とお客さんの空間を分かり
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やすく分けている。プライバシーのことを考えてみると、この壁が結構効いている。

お客さんに効いているだけでなく、自分達もここで生活モードと仕事モードを切り替

える気がする」という高い評価が聞かれた。 

 

 

図 4-10. no.6 の略図と写真 

 

居住者の住み方について、住宅を開く際に居住者(夫)はお昼 12 時や、午後 1 時く

らいに起きて、ダイニングでお昼を食べてから、ダイニングテーブルやギャラリーで

制作を始める。共同経営者の Y さんも、普段は営業中に 2 階のリビングに座ってパ

ソコンや携帯で作業をしつつ、来訪者が来ると 2 階から 1 階に降りて対応している。 

住宅を開く際には居住者の妻は外で仕事をしており、子供も昼間は保育園にいるこ

とが多い。夕方くらいに家族が家に帰る前にギャラリーを閉じて、午後 6 時半や 7 時

くらいに 2 階のダイニングで、家族三人で夕飯を食べた後、居住者(夫)はダイニング

テーブルを時間差利用して作品の制作を朝 4 時や 5 時までに続いている。このよう

に、時間差によって住宅を開くことで、家族のプライバシーを確保している。このよ

うな住み方に対し、居住者は「ゆったりライフとワークが一つになっている感じの方

がいいと思う。ビジネスワークとしてあまり捉えてないところが結構あるかもしれな
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い」と「職」と「住」の曖昧な関係を高く評価し、「業務」や「商業」を中心とした

併用住宅とは異なる開かれた住宅のあり方を示唆していると考えられる。 

空間設計の課題については、居住者(夫)は「妻は 2 階の居室と 1 階の寝室などを行

き来する時に、開かれた空間を通らないといけないのがやや気になる」と述べた。な

ぜなら、開かれた空間が道路に面して大きな窓も設けており、道行人が住宅内の状況

が見えるのである。一方で、居住者夫婦は、開放的な社会文化をもつアメリカで長い

時間を過ごしていたので、最初は気になりつつもそのまま我慢して過ごしていると、

「意外と道行く人が少なくて、みんなが慣れた」という評価が聞かれた。また、夜に

は開かれた空間の電気を消したり、開かれた空間に隣接する洗面室にカーテンをかけ

たりすることで、プライバシーを確保している。 

このように、敷地の制約などにより開かれた空間の主室を通って居住専用空間に入

る[d]入口共用型の該当事例(no.1, no.6)は、双方の動線上の重なりが最も多い型とな

っているが、接続空間の配置も見られなかった。それに代わる空間計画手法として、

道路から複数の動線を配置したり(no.1)、吹き抜け空間で開かれた空間と居住専用空

間の垂直方向の距離を取ったり (no.1, no.6)、両者の間に高い壁を配置したり、広い

土間で開かれた空間と居住専用空間の空間領域を限定したり(no.6)するような空間設

計の工夫がされている。それにより、来訪者の気配が感じられつつ、プライバシーも

確保できている。ただ、事例 no.6 は LDK と寝室を行き来すると、開かれた空間を通

らないといけないので、家族がいない時に家を開く運用上の工夫で、プライバシーを

確保している。 

また、開かれた住宅における居住者の住み方について、[b]内部接続型と[d]入口共

用型の該当事例では、開かれた空間の時間差利用によって空間を効率的に利用してい

る(no.1,no.2,no.5,no.8)ことも確認された。中でも、一部事例(no.1,no.2,no.8)では、開

かれた空間が個人的な接客の機能も担うようになる傾向が確認された傾向を示し、不

特定多数の人が利用できる開かれた空間が、プライベートな交流の場としても使われ

る可能性を示唆している。 

 

第 6 節 開かれた空間における居住者と来訪者の交流 

インタビューから得られた内容により、様々な用途を持つ開かれた空間においては、

居住者と来訪者との多様な交流が見られる。一部の事例では、業務的な活動に加えて、

ワークショックなどを開催したり、アートの作品などを来訪者に紹介したりすること

なども見られる。このような空間の使われ方により、居住者と来訪者の親しい交流が
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できている事例もあると推測される。また、開かれた住宅に広い土間や庭、軒下など

を配置し、近所の人々を開かれた空間に招き、交流の場所として利用していることも

少なくない。そこで、本章では、開かれた空間においては、どのような交流が生まれ

たか、また居住者の住生活とどのような関係を持つのかを居住者インタビューによっ

て分析考察する。 

 

4.6.1  開かれた空間で生まれた交流の種類 

本節での分析対象としての事例は、いずれも開かれた空間の部分が概ね小規模であ

る。そのため、業務、買い物やサービスなどを目的とする会話に続く居住者と来訪者

の親密度が高い交流も発生しやすく、両者を明確に切り離すことができない。従って、

本章で対象とする「交流」は、第 5 章と同様に、挨拶程度の会話や業務、買い物、サ

ービスなどを目的とする「一時的な交流」と、それに連続するものを含む来訪者との

「持続的な交流」とする。また、本節では、住生活の視点から様々な交流に対する居

住者による評価を考察することに分析の重きを置いているため、交流の実態は、居住

者側のインタビューによって把握することができると考えられる。 

 

表 4-4. 来訪者と居住者の持続的な交流の内容 
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なお、no.8 は、居住者自身の理想的な居場所を作った上で、住宅を媒介として来訪

者に「時間の流れが遅い」非日常な体験を与えることが住宅を建てた主な目的である。

前節で述べたように、来訪者には会話をできるだけ控えてもらい、開かれた空間での

来訪者との交流がほとんどないので、本節の分析対象から外している。no.8 以外の各

事例の開かれた空間で生まれた交流の内容を表 4-4 に示す。また、全事例ともに来訪

者との一時的な交流が見られるため、本節では、持続的な交流を中心にみる。その結

果、8 事例中 5 事例に、来訪者との持続的な交流が見られた。 

以下、事例ごとに具体的にみていく。 

 

4.6.2 「一時的な交流」のみの調査事例における交流の特徴 

no.1 の金物屋, no.7 の洋菓子屋では、買い物や建築設計、飲食を目的として来訪す

る客がほとんどで、いずれも居住者との一時的な交流しかみられない。 

no.1(金物屋+ファクトリー+カフェ)の金物屋の客は、近所注3)からの来訪者よりは、

近所以外のからの来訪者が多い。業務上の付き合いが多いが、それ以外の交流があま

りない。一方で、近所の人々とおしゃべりなどの交流をしており、カフェの客もほぼ

顔見知りの人だが、「ほぼ挨拶程度の交流しかない」と述べた。なぜなら、居住者(夫)

は普段ファクトリーやオフィスで作業することが多く、それに対し、来訪者は店舗で

商品を見たり、コーヒーを飲んだりすることが多いので、お互いの直接な接触が少な

いのである。ただ、居住者(妻)が経営していたカフェは、コロナウィルス感染症が拡

大した前に、顔馴染みの人に開いていたので、来訪者との持続的な交流が確認された。 

no.7(洋菓子屋+カフェ)の店舗は、主に、居住者(娘)の別居の姉とスタッフが経営管

理している。来訪者はほぼ近所の人である。居住者(娘)は、裏の業務キッチンで作業

をすることがほとんどなので、来訪者との接触は少なく、一時的な交流が中心である。

交流の内容について、例えば、居住者(娘)によれば、「やっぱり近所の方が来て、す

ぐ近くに住んでいるかという話」をするように、地域のことを話題として近所からの

来訪者との一時的な交流が生まれやすいと考えられる。一方で、来訪者への対応は主

にスタッフがしており、居住者(娘)は「スタッフさんと来訪者との交流が多い」と語

った。 

 このように、上記の 3 事例とも、「業務」や「商業」の用途を中心に住宅を開いて

おり、居住者は作業などに集中することが多く、その際は仕事モードになり、来訪者

 

注3) ここで、「近所からの人」とは、徒歩や自転車で来訪する人である。「近所以外からの人」とは、

徒歩や自転車での来訪が難しく、公共交通機関や自動車で来訪する人である。 
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との業務以外での交流が少ないため、開かれた空間における来訪者との持続的な交流

は生まれにくいと考えられる。 

 

4.6.3 「持続的な交流」が見られる調査事例の交流の特徴 

 no.2,no.3,no.4,no.5,no.6 の開かれた空間においては、居住者と来訪者との持続的な

交流がみられる。この 5 事例中 3 事例はギャラリーとアトリエの用途を持ち、残りの

no.4 は建築設計事務所+コーヒースタンド+コミュニティ、no.3 は本・雑貨屋+立ち飲

み屋の用途を持っている。 

まず、ギャラリーとアトリエの用途を持つ 3 事例における来訪者との交流の内容を

見ていく。no.2 の開かれた空間では、近所からの来訪者が少なく、個人的な交流や相

互扶助のような交流はあまりないが、展示会で生まれた一時的な交流に加えて、他の

作家の展示会の開催や、彼らとのコラボレーションなどを通じた持続的な交流も見ら

れる。また、交流を促す空間の設計手法として、居住者は「積極的にお客さんを招き

入れられるようにしたい」ので、アトリエを来訪者が土足のままで使える土間にして

いる。 

no.4 のギャラリーも、近所の人以外の来訪者が多く、その際、居住者(夫)は来訪者

と土間でお茶を飲んだり、作品や造形教室を紹介したりするような一時的な交流をよ

くしているが、生活の相互扶助や個人的な交流があまりない。その一方で、近所の人々

は知り合いの高齢の方が多く、彼らは自分が「お客さん」という意識があまりなく、

個人的な交流目的で訪ねてくる。近所の人々に開かれた空間に気軽に入ってもらうた

めの設計手法について、広い中庭と土間を家とまちとの中間領域として設けており、

道路や路地に直接接続することで、近所からの来訪者は勝手に中庭に入ってくること

ができ、居住者と挨拶したり、野菜をお裾分けしたりすることがよくある。ただ、居

住者(夫)によれば、「妻が都会で生まれ育ったので、たまに隣の人が中庭を勝手に通

るのがちょっと気になる」とのことだが、それに対し、居住者(夫)は「そういうこと

がなかったら、近所の方と喋らなくなるかもしれない」と近所と人々との親しい人間

関係を積極的に評価している。 

 no.6 は、来訪者が入りやすい土間をギャラリーと店舗として、週 3 回定期的に開い

ているので、来訪者が毎週来訪している。居住者によれば、壁画のワークショップや

飲み会などを開催したり、アートが好きな客と話が盛り上がり長時間話したりするこ

とがよくあるので、「お客さんから友人になった方が結構いる」とのことだ。来訪者

との持続的な交流が多い理由について、居住者は「日本ってあんまりアートが身近じ
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ゃないので、まだまだ「アートに興味がある人」=「結構文化的なことが好きな人」

が多いと思う。僕らも結構そのアート以外にも音楽とか、ファッションとか、結構好

きな部分が色々あるので、そういうところでお客さんと話が盛り上がることができて

いる。お客さんも僕らとそういう話がしたくて、それで話が伸びている」と述べてい

るように、来訪者との共通の「文化的なこと」を切り口として交流を深めることで、

来訪者との持続的な交流が生まれていると考えられる。また、前節で述べたように、

no.6 の居住者は、開かれた空間での活動を「ビジネスワークとしてあまり捉えていな

い」ため、開かれた空間への来訪者との距離感が近く、持続的な交流が発生しやすい

と考えられる。また、来訪者との交流を促すため、接道する立面に透明ガラスを設け、

広い土間をギャラリーとして利用している。 

 このように、上記の 3 事例の開かれた空間では、他の作家と一緒に展示会を開催し

たり、アートなどを話題としてゆったりと来訪者と会話したり、もしくは近所の来訪

者との生活上の相互扶助をしたりする交流が中心で、来訪者との距離感が近く、持続

的な交流が生まれている。また、3 事例とも日本の伝統的な住宅要素である土間や中

庭などの接続空間を活用して、まちとの中間領域を作ることで、来訪者を気軽に入っ

てもらうようにしている。 

また、no.3(本と雑貨屋+立ち飲み屋)は、立ち飲み屋があるので、居住者(妻)が飲み

に来る来訪者とお喋りしながら、本屋と雑貨屋の経営もしている。居住者(妻)から「お

客さんが悩み相談などをしにくることも多いし、そういう感じの店にしたかった」と

いう意図が聞かれ、開かれた空間で様々な交流が生まれていることが確認された。た

だし、来訪者のニーズに敏感に対応してリラックスして楽しめる雰囲気を作ることも

仕事の一部であり、来訪者との一定の距離感を保つ必要があるので、居住者(妻)自身

の悩みなどを来訪者に相談することはあまりない。これまで近所に住む人々が集まれ

る「コミュニティの場」がなかったなか、no.3 の立ち飲み屋に近所の人々が多く集ま

るようになっている。特にお酒を楽しむ方々にとって、no.3 の立ち飲み屋は地域コミ

ュニティの場になっている。 

 no.5(建築設計事務所+コーヒースタンド+コミュニティづくり)は、事務所とコーヒ

ースタンドのほか、外部の講師を招いた盆栽教室や製本ワークショップなどの地域活

動も開かれた空間で定期に開催している。その際の来訪者は、近所の人がほとんどで、

カウンターを介して来訪者と会話ができ、また駐車場(ピロティ)も開かれた空間の一

部として利用でき、通行人を積極的に招き入れている。 

それに加えて、居住者は隣同士で仲良くしたいという意識があり、積極的に近隣と

の親しい人間関係をつくり、場合によっては開かれた空間の範囲を複数の隣人の駐車
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場に拡張し、子供の遊び場にしたり、バーベキューをしたりしている。このような小

さな開かれた空間を拠点として、場合によって開かれた空間を近隣の敷地に拡張し、

近所からの多くの人が参加できるイベントも開催できる。居住者は「狭い敷地だが、

みなさんそれぞれ場所を提供し合うことによって、開かれたスタンドがエリアとの関

係をつくり、こういう使い方ができたのは大きな発見だ」と高く評価している。 

また、近所の人と一緒にイベントを開催するだけでなく、例えば、近所の人が鍵を

忘れて家に入れなかった時に、家族が帰宅するまでの間、開かれた空間には「スタッ

フが常にいるので、(開かれた空間が)その受け皿になった」こともある。no.6 は、他

の分析事例とは違い、居住者自らが自分の生活を豊かにするだけでなく、地域活動な

どを積極的に開催することにより、近隣を含む地域との関係を築くことも住宅を開く

主な目的としている。 

 

4.6.4 開かれた空間で生まれた交流に対する居住者の評価 

 来訪者との交流に対する評価について、「人とのつながりが増えた」(no.2, no.3, no.4, 

no.5, no.6)という評価が最も多く聞かれた。それにより、「子供や家が地域の人に見

守られていて、安心感がある」(no.5, no.7)、「生活や人生が豊かになった」(no.5, no.6)、

「イベントを開催する時に家族全員で参加して楽しんでいる」(no.5)、「近所の方が

展覧会を見に来てくれると自分はすごく嬉しい」(no.4)という評価が聞かれた。開か

れた空間における来訪者との持続的な交流により、家族を含む居住者の生活が豊かに

なったり、住まいや子育ての安心感をもたらしたりしていることが分かった。 

生活面からの評価だけでなく、「口コミによって新しい仕事にも結びついた」(no.2)、

「看板はなくても自然に客とのつながりが広がっていった」(no.2)という仕事面の評

価も得られた。また、「コミュニティの場になっているのはお店のすごい役割」(no.3)、

「こんな近くに(地域に開いている)こんな家があって嬉しいという近所の方の声が聞

かれた」(no.4)、「街に活気がでてくる」(no.6)、「コミュニティの輪が徐々に広がっ

ていく」(no.2)のような、開かれた住宅の役割の、地域コミュニティの面からの評価

も聞かれた。 
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表 4-5 来訪者の特徴と居住者との交流の内容 
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第 7 節. 本章のまとめ 

本章では、第 2 章と 3 章の分析内容に基づき、現代の開かれた住宅を研究対象に、

開かれた住宅における居住者の住み方と住生活評価、および来訪者との交流から、居

住者の住要求の実現を分析考察した。明らかとなったのは以下の諸点である。 

(1)対象事例としての開かれた住宅は、居住者の生まれ育った地元に立地するものが 8

事例中 4 事例で、地域とのつながりが重視されることが示唆される。住宅に開かれた

空間を併設する理由について、「開かれた空間と居住専用空間を行き来する利便性」

が概ね共通の理由である。それに加えて、「職と住の予算上の配慮」、「住宅を媒介

として情報発信したい」、「地域の人々とのつながりを作りたい」というような理由

も聞かれた。(第 3 節) 

(2)開かれた住宅では、プライバシーを確保しつつ、開かれた空間と居住専用空間を便

利に行き来できるようにしたいという共通の住要求が存在する。 

プライバシー確保の住要求に応じる空間設計の手法としては、接続空間+非居室空

間による二重緩衝が重要な役割を果たしていることを検証した。このような設計手法

は、開かれた空間と居住専用空間にそれぞれの入口が配置されている[b]内部接続型、

及び[c]入口動線共用型の該当事例で見られた。また、土間や中庭、ピロティなどの接

続空間は、居住専用空間との距離を調整するとともに、本棚やコーヒーテーブルなど

が設けられ、来訪者を開かれた空間に気軽に招き入れる上での重要な役割を果たして

いることを検証した。  

その一方で、開かれた空間と居住専用空間が便利に行き来できることを優先して主

室と居住専用空間の居住者の間に接続空間だけが配置される場合には、仕切りがまっ
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たくないと、プライベートな生活に支障が生じていた。その場合には居住専用空間と

の境界には建具や少なくともカーテンを設けて、必要に応じて視線や空気を遮断する

ことが有効に作用していた。接続空間に面してそれぞれの入口が配置されている[c]入

口動線共用型の該当事例(no.3, no.4)も、開かれた空間と居住専用空間を二重緩衝する

ことで、両者の関係を調整しているが、接続空間が住宅の主な入口として来訪者を招

き入れる役割も担っている。 

敷地の制約などにより開かれた空間の主室を通って居住専用空間に入る[d]入口共

用型の該当事例(no.1, no.6)は、双方の動線上の重なりが最も多い型であるが、接続空

間の配置が見られなかった。それに代わる設計手法として、道路から複数の動線を配

置したり(no.1)、吹き抜け空間で開かれた空間と居住専用空間の垂直方向の距離を取

ったり (no.1, no.6)、広い土間で開かれた空間と居住専用空間の空間領域を限定した

り(no.6)するような空間設計の工夫がされている。それにより、来訪者の気配が感じ

られつつ、プライバシーも確保できている。(第 4 と 5 節) 

(3)居住者の住み方に関して、開かれた空間と居住専用空間を内部で行き来しやすい 

[b]内部接続型と[d]入口共用型の該当事例では、用途の時間差利用により、限られた

延床面積で開かれた空間と居住専用空間を効率的に利用している(no.1, no.2, no.5, 

no.8)ことが確認された。中でも、一部事例(no.1, no.2, no.8)では、開かれた空間が個

人的な接客の機能も果たしている傾向が確認された。不特定多数の来訪者向けの開か

れた空間が、プライベートな交流の場としても利用される可能性を示唆している。(第

5 節) 

(4)ギャラリーや立ち飲み屋、コミュニティづくりの用途を持つ事例では、いずれも開

かれた空間において、他の作家と展示会を共同に開催したり、共通の話題を切り口と

して交流を深めたり、来訪者の個人的な悩みを聞いたり、もしくは近所の人々を招い

て地域交流活動を積極的に開催したりするような密な交流がみられ、来訪者との一時

的な交流だけでなく、持続的な交流にも発展していることが確認された。 

地域交流に対する居住者の評価について、地域の人とのつながりが多くなったこと

により、住まいの安心感や、生活の豊かさを感じたり、新しい仕事に結びついたり、

開かれた空間がコミュニティの場所となっていたりするような評価が聞かれ、住宅を

開くことが、地域の繋がりをつくることにも貢献するとともに、そのことが居住者の

生活を豊かにしていることが分かった。(第 6 節) 
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第 1 節 本章の目的と概要 

前章では、現代の開かれた住宅における居住者の住み方などを分析し、開かれた空

間を持つ新築の現代住宅を地域に開く仕方を考察した。その一方で、近年、伝統的な

住宅である大阪長屋は、利便性の高いまちなかに立地し、自然に親しむ環境を持ち、

低価格で賃借または取得して改修しやすいという特徴があるため、地域活動空間や店

舗などと併設する開かれた住宅として再生する動きが活発化しており、改修によって

現代の働き方やライフスタイルに対応する利活用の可能性が指摘されている1) 2)。 

ここで、大阪長屋(以降、長屋と略称)とは、戦前に建てられた大阪府内に立地する

長屋建て住宅である。近代の大阪では、貸家の 9 割が長屋で注1)、特に大正末期から昭

和初期に至るまで人口の増加に応じる大阪の独特な住まいの形として、長屋が多く建

設され、戦後においても戦火を免れた長屋が多く残っている。現存する長屋の中では、

居住者の高齢化、建物の老朽化・空き家化などが問題となっており、軒数も著しく減

少した注2)。次第に姿を消しつつある長屋を再生する一方向として、地域コミュニティ

の形成に寄与できる「開かれた住宅」として改修して利活用する状況を検討する意義

があると考えられる。 

また、本章の長屋の分析事例は全て第 2 章で分類した[d]入口共用型であり注3)、か

つほとんどの事例には接続空間が配置されていない。[d]入口共用型は、開かれた空間

と居住専用空間が入口を共用し、居住者が開かれた空間を通って居住専用空間に入り、

開かれた空間と居住専用空間との関係性が最も深い動線型で、住宅を開くことによる

プライバシー確保に課題がある型である。一方、長屋は昔から併用住宅として利用さ

れることが多く注4)、土間や続き間、庭等の長屋特有の空間が開かれた空間としても有

 

注1) 1940 年(昭和 15 年)に大阪市社会部庶務課が実施した大阪市社会部報告（第 251 号）の

賃家調査により、長屋建の賃家は全体の 94.86%を占めた。 

注2) 住宅・土地統計調査により、平成5年には大阪市の木造長屋(防火木造を除く)は135,300

戸存在し、そのうち戦前長屋が多い1950年以前に建てられた木造長屋が63,600戸存在し

た。それに対し、平成30年には木造長屋は31,000戸に減少し、1950年以前に建てられた

木造長屋が平成5年の十分の一以下の6100戸に激減した。 

注3) 第 2 章では、開かれた住宅のアクセス経路型を、[a]入口分離型、[b]内部接続型、[c]入

口動線共用型、[d]入口共用型の 4 つに分類したが、長屋の場合は、すべて[d]入口共用

型であった。 

注4) 西山夘三は、参考文献5)のp.156において、「一九三一年に、大阪市内の借家の多い一〇

警察管轄区域で借家調査が行われているが、そこでは表家の多くは小商いをする店舗住

宅になっており、専用住宅は六八・六％と少ない…圧倒的な九五・六％が長屋となって

いる。」と記述したように、1930年代に一部の代表区域で行った借家調査により、当時
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効に活用されていると考えられることから、現代住宅の設計に応用可能な知見を得る

ことが可能だと考えた。 

そこで、本研究では、長屋を地域に開くための空間の改修手法を把握し、改修後の

長屋の使われ方、来訪者と居住者の交流から、長屋を開かれた住宅として改修して利

活用する方法と居住者による住生活評価を解明することを目的としている。 

 本章の第 2～3 節では、分析事例を抽出する方法と事例の基本情報を提示する。 

次に、「長屋は開かれた住宅として改修され、有効に利活用されている」という研

究全体の仮説を設定し、4～6 節でそれぞれ下記の 3 つの問いに答えることで上述の

仮設を検証する。 

 問①「長屋を開かれた住宅として活用するため、長屋の特徴的な空間要素を中心に

どのような改修がされたか」。第 4 節では、長屋に特徴的な土間、続き間と庭を開か

れた空間として改修した内容を把握する。 

問②「改修された長屋は開かれた住宅として有効に機能しつつ、居住者のプライバ

シーも確保できているか」。第 5 節では、改修後の開かれた空間の使われた方や、居

住者のそれに対する評価から検証する。 

問③「住宅を開くことを通じて生まれた交流が、居住者は地域とのつながりを強め

る持続的な交流にも発展しているか」。第 6 節では、長屋の開かれた空間における居

住者と来訪者の交流の内容から検証する。 

第 7 節で、上記の問いへの回答と仮説を検証した結果を整理し、結論を述べる。 

 

第 2 節 研究の対象 

 本研究の調査対象としたオープンナガヤ大阪注5)の参加長屋は、長屋の利活用への高

い意識と情報発信する意欲があり、かつ概ね 10 年以内に新規入居したという特徴を

持っている。そのため、一般的な長屋住宅より、長屋の今後の利活用の可能性を見出

すための調査対象に適している。また、本研究で対象とした事例は、2011 年から 2020

年の間にオープンナガヤ大阪に参加した 67 の長屋のうち、住宅として住まわれてお

り、かつ開かれた空間を持っている 18 事例である（残る 49 事例は専用住宅、もしく

 

の借家はほとんど長屋で、31.4%の借家が併用住宅として利用され、特に表家の多くは店

舗併用住宅として使われていた。 

注5) 「オープンナガヤ大阪」とは、大阪長屋の保全活用を目的として、2011年から毎年開催

されているオープンハウスイベントである。 
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は店舗や事務所のみとして利用している）。居住者に訪問調査を依頼した 18 事例中

15事例から承諾が得られ、個別訪問を行い (訪問期間2021年8月から2022年1月)、

間取り採取（図面情報のない事例のみ）を行った上で、半構造化インタビューを実施

した。 

 

第 3 節 分析対象の概要 

5.3.1 分析対象の基本情報 

各事例の基本情報と間取りの略図・立地の特徴をそれぞれ表 5-1 と図 5-1 に示す。

分析対象の立地について、no.6 以外の事例はすべて大阪市の 24 区内に立地している。

そのうち、no.1, no.4, no.5, no.6, no.7, no.10 は近隣商業地域に立地しており、周辺に

は中高層のマンションと戸建て住宅が多いほか、店舗も多くみられる。残る 9 事例は

住居地域に立地しており、周辺は戸建て住宅と中層マンションなどが多く見られるが、

店舗は比較的少ない。 

また、no.12 以外の 14 事例は、最近の 10 年以内に長屋を改修した事例である。長

屋の所有関係については、借家が 12 事例（80%)で、持家が 3 事例(20%)であった。 

 借家としての長屋の改修主体については、一番多いのが「居住者」（8 事例）で、そ

のうち、no.2, no.4 と no.8 は自由改修ができることを前提として入居を決めた。次

に、「所有者」だけや「所有者＋居住者」で改修を行ったのはそれぞれ 3 事例であっ

た。残る 1 事例では、「管理者」の NPO が改修主体であった。居住者の家族構成につ

いては、夫婦＋子供（核家族、末子が中学生以下）は 8 事例であった。それに対し、

夫婦のみの世帯が 3 事例、単身世帯が 2 事例、シェア居住が 3 事例（事例 no.3 は核

家族＋シェア）であった。多様な家族構成の中で、夫婦と子供から成る世帯の事例数

が全体の半分以上を占めており注6) 、長屋は子供育て世帯の住宅としても選ばれてい

る。 

 

5.3.2 長屋に入居した理由 

 前述したように、15 事例中６事例は近隣商業地域に立地し、人流量が多い商店街

や表通りにも面している。一方で、住居専用地域に立地する事例でも、駅に近い市内

の場所に立地しているため、「立地が便利」(no.1, no.2, no.4, no.5, no.10, no.13)や「併

 

注6) 全国では、夫婦と子の世帯数は居住形態に関わらず 2020 年に全世帯数の 25.1%を占め

た。令和 2 年の国勢調査を参考にした。 
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用・商売をしやすい」(no.4, no.7, no.8 , no.10, no.13, no.15)という理由が比較的多く

の事例の居住者から聞かれた。また、同じ立地や面積の条件を持つ現代住宅より、「長

屋の家賃が低い」(no.4, no.5, no.7, no.8, no.13, no.14)ことも、居住者が長屋を選んだ

重要な理由である。上記の理由に加えて、一部の居住者は建築設計や木工の仕事をし

ているため、自分の手で比較的低いコストで長屋が改修できる理由(no.2, no.4, no.8)

も聞かれた。例えば、建築家である事例 no.8 の居住者は、100 万円くらいで「ボロボ

ロの状態」の長屋を自分の手で改修した。また、「伝統的な雰囲気が好き」(no.2, no.5, 

no.9, no.12, no.11, no.15)、「子供育て上の配慮」(no.4)、「長屋の特徴的な土間、庭が

好き」などの理由も居住者から多く聞かれた(表 5-2)。 

 

表 5-1 調査分析対象事例一覧 

 

 



第 5章 

120 

 

 

図 5-1-1 分析対象の改修後の間取りの略図 
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図 5-1-2 分析対象の改修後の間取りの略図 
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表 5-2.長屋に入居した理由 
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5.3.3 分析対象の開かれた空間の用途 

表 5-1 に示すように、15 事例の開かれた空間の用途は、建築事務所、生活雑貨屋、

洋裁店や整体院など様々である。本研究では、開かれた空間の用途と使われ方などと

の関係を分析するため、器やカフェ豆などの商品を販売する店を「小売」、建築事務

所を「事務所」、素材を加工して物を作る洋裁アトリエと木工工房を「物作り」、非営

利的な地域活動の開催を目的とする地域サロンやレンタルスペースなどを「コミュニ

ティづくり」(コミュニティと略称)、茶道や盆栽教室などの各種教室を「教室」、整体

院をそのまま「整体院」と表示する。 

事例ごとの用途と用途数との関係を表 5-3 に示す。1 事例当たり約平均 1.5 件の用

途があり、1 つの用途のみが 9 事例で、2 つの用途が 5 事例、3 つ以上の用途を持つ

事例が 1 事例あり、多用途の開かれた空間を持っている長屋も存在した。なお、事例

no.4 と no.5 では居住者夫婦がそれぞれ異なる用途を持つ開かれた空間を経営してお

り、それら以外の事例の開かれた空間の複数用途の実施主体は同じ人である。 
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表 5-3 開かれた空間の用途による複数用途の事例分布表 

 

 

第 4 節  開かれた住宅としての長屋の改修内容 

 近代の大阪長屋は、玄関から裏庭まで続く土間を持つ「通り庭」型や、道路に面し

た間口に玄関と台所が並ぶ構成の「台所」型の間取りが主流であった。また、「台所」

型の中から発展した、長屋の本棟が道路から後退して全体を塀で囲む「塀」型と住戸

間口の前面に前庭をとる「前庭」型も少なくなかったと言われる注7)。いずれの型にし

ても、住まいの中心である続き間に加えて、土間と庭も主な空間要素として長屋を平

面的に構成していることが多い。そのため、本節では、長屋の特徴的な空間要素とし

ての土間、続き間と庭の改修内容をみる。 

 

5.4.1 土間の改修内容 

調査対象長屋のうち、12 事例には土間があり、すべての土間は開かれた空間とし

て使われている。土間の配置は、前述した間取りの型を参考に、図 5-2 の[1]~[4]の 4

種類に分類できる。土間を表全体に配置しているのを[1]前土間型、前土間と通り庭の

ある長屋を[2]前土間＋通り庭型(代表事例写真 1-A)とする。[1]と[2]の土間の平均面積

 

注7) 長屋の空間的な特徴について、下記の参考文献 14)を参考にした。 

寺内信氏: 大阪の長屋 近代における都市と居住, INAX ALBUM 7, 1992 
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が比較的に広いので、「小売」や「コミュニティ」など様々な用途として利用されてい

る（表 5-4)。さらに、玄関土間と台所が前面に並列配置されるものを[3]玄関土間前台

所型とし、台所以外の室との並列配置の土間があるものを[4]玄関土間型（代表事例写

真 1-B）とする。[3]と[4]は玄関のほかに物置場や収納空間としても利用している。

また、土間を設置していない事例にはすべて前庭があるため、[5]土間なし前庭型（代

表事例 写真 1-C）に分類した。 

 

 
図 5-2 分析事例の土間型 

 

表 5-4 に示すように、開かれた空間の使われ方に応じて 7 事例は土間型を変更し、

2 事例（no.7, no.8)は土間の面積だけを拡大や縮小し、計 9 事例の土間が改修されて

おり、土間の形状で、開かれた空間の開放の仕方を調整していると考えられる。残り

の 6 事例は土間の改修をしていない。 

 土間の面積を拡大した 2 事例では、利用者を気軽に入らせ、土足のままで空間を使

ってもらいたいといった改修の理由を居住者から聞くことができた（表 5-4）。例えば、

図 5-3-1 と写真 5-2 に示すように、事例 no.13 の開かれた空間はコーヒー豆販売を中

心とする喫茶店で、不特定多数の客が土足のままで使うことができる。[3]玄関土間前

台所型からより面積の広い[2]前土間＋通り庭型に改修し、飲食空間から庭が直接見え

るようにした。その一方で、土間の面積を縮小した 7 事例のうち事例 no.1, no.3, no.4

（図 5-5 左）, no. 6, no.8（図 5-3-2）は、靴を脱いですごせる住まいや開かれた空間

の床上空間の面積を確保するため、土間の一部もしくは全体をフローリングに改修し
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た。例えば、事例 no.4 の居住者は、長屋の元の通り土間の一部をフローリングして、

家族の住まい空間兼客席に改修した(図 5-5 左)。また、no.8 は図 5-3-2 に示すように

元土間の炊事場をフローリングにした一方で、玄関土間の面積を拡大した。 

 

 
写真 5-1 代表事例の土間型(筆者撮影) 
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表 5-4 土間の改修内容と理由 
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図. 5-3-1事例 no.13の改修前後の平面配置図 

 

写真 5-2. 改修後の事例 no.13の土間(筆者撮影) 
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図 5-3-2 事例 no.8の改修前後の平面配置図 

 

 

写真 5-3  改修後の事例 no.8の土間(筆者撮影) 
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5.4.2 続き間の改修内容 

図 5-4 に示すように、長屋の奥行方向の区画数を「段」と呼ぶ。「段」は室が連なる

長屋の空間構造の基本的な単位である注8)。15 事例中、改修により段と段の間の壁や

建具を取り払い、開かれた空間に含まれる複数の段を一体化したものが 8 事例あった

(代表事例：写真 5-4)。段の変化を伴う改修においては、段を合併して空間を一体化す

ることが主流であることが分かった。表 5-5 に示すように、段を一体化した 8 事例の

いずれの居住者とも広い一室である方が「作業や活動がしやすい」や「様々な活動が

開催できる」といった改修の理由を挙げていた。特に、no.3, no.4, no.8 では床面積が

狭いからこそ「狭さを感じないようにワンルーム化した」といった改修の理由も聞か

れた。 

 

 

図 5-4  長屋の続き間と改修による変化 

 

続き間の改修と開かれた空間の用途の関係については、表 5-5 に示すように、「コ

ミュニティ」では 5 事例中 4 例、「事務所」では 4 事例中 3 事例が多くの人々が集ま

れる活動空間にも対応しやすいように、段と段の間の壁や建具を撤去し、開かれた空

 

注8) 長屋の「段」の定義について参考文献 16)を参考にした。 
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間の一部または全体の空間を一体化した。「小売」の用途を持つ事例でも半数くらい

は一体化を行っている。一方で一体化なしの事例も 7 事例あり、予約制中心の「整体

院」と「教室」では 5 事例とも一体化なしである。 

このように、開かれた空間の用途と必要とされる空間の広さに応じて、段を改修し

ている。 

 

表 5-5. 段を一体化した理由 

 

 

 

写真 5-4  段の空間を一体化した代表事例 

 

5.4.3 庭の配置と改修内容 

15 事例中 12 事例には庭があり、2 つの庭を持つのが 3 事例(no.2, no.3, no.11)、3

つの庭を持つ長屋が 1 事例(no.5)、計 17 の庭がある。 

庭のあるほとんどの事例で、裏庭または中庭のいずれかがあり、建物の奥に庭が配

置されているのが特徴である。加えて前庭がある事例もある。来訪者が庭を利用する

程度を、表 5-6 の 3 種類に分類した。 
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[A]来訪者が立入り可能な庭が 9 つ、そのうち、前庭が 5 つ、中庭と裏庭が 4 つで

あり、前庭は道路に直接に接しているので、開かれた空間として使われやすいと考え

られる。 

 

表 5-6. 庭の位置と利用との関係 

 

 

それに対し、中庭や裏庭は住宅の奥に配置されていることから、 [A] 立入り可能な

庭は一部に留まり(4 つ)、居住者が洗濯物を干したり、季節のよい時に居住専用空間

である縁側などで庭を眺めてのんびりしたりする場所として、開かれた空間より居住

者のプライベート空間の位置付けが大きい（7 つ）。 

一方で中庭、裏庭の約半数（5 つ）は［B］開かれた空間からの観賞が可能な庭で

あり、立入ることはできないまでも、眺める庭として開かれた空間に潤いを与えてい

る。前掲の事例 no.13（図 5- 3-1 と写真 5-6 右）のように、開かれた空間の土間を拡

大することで、開かれた空間から庭が直接観賞できるようにした例もある。［C］居住

者専用の庭は裏庭 2 つに留まった。 

庭の改修については、長屋の面積を広げるため、庭の全体あるいは一部を増築によ

って内部化したものが 4 事例（no.8, no.12, no.14, no.15）で、減築によって外部化し

て再生したものが 1 事例(no.15 図 5-3-3 と写真 5-5)であり、土間に比べると庭は改

修された事例が少なかった。 
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写真 5-5 事例 no.15の減築によって再生した前庭(左)と増築によって内部化した裏庭(右) 

 

 

図 5-3-3 事例 no.15の改修前後の平面配置図 
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写真 5-6 事例 no.7中庭と事例 no.13の裏庭(筆者撮影) 

 

第 5 節. 改修後の開かれた空間の使われ方と居住者による評価 

 4節では、開かれた住宅としての長屋の改修内容を中心に分析考察した。本節では、

改修後の長屋の特徴的な空間要素の使われ方と居住者による評価から、長屋は開かれ

た住宅として有効に機能しつつ、居住者のプライバシーも確保できているか否かを検

証する。 

5.5.1 土間、続き間と庭の使われ方と居住者による評価 

表 5-7 に示すように、不特定多数の来訪者を想定した「小売」の用途をもつ事例は、

土間面積が広い[1]前土間型と[2]前土間+通り庭型に比較的多くみられる(6 事例中 4

事例)。来訪者が土足のままで入りやすく、買い物するような短時間利用することに適

している。また表 5-8 に示すように、土間型[1]と[2]は、不特定多数の人が入りやす

く、商売、作業や地域交流なども展開しやすいことに対し、「小売」の no.4(図 5-5 左), 

no.7(図 5-5 右), no.10, no.13(図 5-3-1)の居住者から比較的高い評価が聞かれた。 

 また、事例 no.5 と no.15(図 5-3-3)も「小売」の用途を持つが、2 事例とも外からの

視線が遮断される[5]土間なし前庭型である(表 5-6)。この 2 事例はイベントやネット

上の販売を中心としている店舗で、直接に来店する客は少なく、加えてそれと併設す

る「整体院」や「教室」も予約制で、来訪者がほぼ限定されるため、不特定多数の来

訪者に対応しやすい広い土間の重要性が小さいと考えられる。 

「事務所」の用途を持つ 4 事例の中で no.1, no.2, no.8(図 5-3-2)の建築事務所は、

いずれも予約制中心で、かつ比較的長時間過ごすため、靴を脱いで過ごす床上が開か

れた空間として適していると思われる。そのため、土間の重要性が減り、土間面積が

相対的に狭い[3]玄関土間前台所型と[4]玄関土間型が利用されている(表 5-7)。また、 
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「事務所」の 4 事例中 no.1, no.4(2 階のみ), no.8 は 4.2 で考察したように複数の段を

一体化し、建築事務所の作業空間として利用している。この 3 事例のいずれの居住者

とも広い一室の方が「作業や活動がしやすい」ように、広い空間を高く評価している

(表 5-8)。ただ、事例 no.2, no.4 の居住者は「長屋の面積が小さくて個室がつくりづら

い」と長屋のデメリットについても挙げていた。特に no.4 のような子供が多い世帯

であれば、子供の成長に伴い、独立した個室がつくりづらいことが住み続けることに

マイナスの影響を与える可能性もある。 

「コミュニティ」は概ね決まったメンバーの比較的長時間の利用を中心としている

ため、「事務所」と同じように土間型[3]と[4]が採用されている。一方で、事例の no.6

のように広い土間を活用して不定期に販売イベントを開催することもみられる(写真

5-7 左)。また、5.2 で考察したように段を一体化した事例が 5 事例中 4 事例で、広い

表 5-7 開かれた空間の用途・特徴的な空間要素・兼用と時間差利用 
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一室でヨガ教室や音楽会、子供遊び活動など様々な地域活動が開催できることに対し、

いずれの居住者からも比較的高い評価が聞かれた(表 5-7)。 

「整体院」と「教室」は 4.2 で考察したように 5 事例の続き間とも一体化なしであ

る。特に「教室」の事例では開放頻度が比較的低く、例えば、事例 no.12 は教室を開

催する時だけ一部の建具を取り外して広い一室として利用している。また「整体院」

の事例は「ベッド一つでできる仕事(no.9)」(写真 5-7 右)なので、広い空間は必要な

く、段の一体化はされていない小部屋で足りる場合や開かれた空間の利用頻度が低い

場合は一体化をせず、続き間のまま建具の開閉で空間を調整していることが分かる。 

土間と続き間の活用に加えて、庭の活用については、[A]来訪者が立入り可能な庭が

ある事例の居住者は、「色々な活動ができる空間として活用している」と評価し、木 

 

 
写真 5-7 事例 no.6の土間(2階から見る)(左)と事例 no.9の整体スペース

(右)(筆者撮影) 

 

 

写真 5-8 裏庭を全部内部化した事例 no.14 (左)と事例 no.12(右) (筆者撮影) 
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表 5-8 開かれた空間の使われ方に対する居住者の評価（インタビューより） 
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工作業(no.2)やバーベキュー(no.2, no.4, no.5)、子供の遊び(no.3, no.4)、ピザパーティ

ー(no.6)など様々な活動が行われている。例えば、事例 no.15(小売+教室 図 5-3 右)

は、前庭を再生して商品の盆栽を陳列する空間として使うのと合わせて、裏庭を内部

化している。庭部分に部屋を増築した 4 事例のうち、no.12(教室), no.14(コミュニテ

ィ), no.15 は裏庭全体を内部化していたが(写真 5-8)、これら 3 事例の居住者は長屋の

採光や通風が悪くなったと評価した(表 5-8)。庭の内部化は、室内空間の面積を拡大

することができるが、庭全体をなくしてしまうと、環境条件の悪化で住まいや開かれ

た空間の活動にもマイナスの影響を与える恐れがあると考えられる。 

以上の分析から、長屋は開かれた住宅として改修され、特徴的な土間、続き間と庭

が販売や作業、地域活動空間などとして有効に活用されていることが分かった。ただ、

長屋は限られた面積の中で、独立した個室がつくりづらいことや、庭の内部化によっ

て開かれた空間の採光や通風が悪くなったという問題も居住者に指摘された。 

 

5.5.2 改修後の長屋の開かれた空間の兼用と時間差利用 

概ね小規模な対象長屋の開かれた空間と居住専用空間の動線関係については、15事

例とも第 1 節で述べたように来訪者と居住者が同じ入口を利用し、開かれた空間を経

由して居住専用空間に入る動線になっている。このような開かれた空間と居住専用空

間の距離感が近い動線関係においては、1 つの空間が開かれた空間と居住専用空間の

2 つの役割を担うこともある。これには、来訪者と居住者が同時に同じ空間を利用す

る「兼用」、および、時間による開かれた空間と居住専用空間の用途を「時間差利用」

する 2 つのパターンがある。「兼用」の事例には「時間差利用」する時間帯が含まれ

る事例もある。表 5-7(再)に示すように、ほとんどの長屋で開かれた空間を時間差利

用または兼用しており、なかでも「時間差利用」が最も多い(11 事例)ことが分かる。 

「兼用」は、3 事例とも段の一体化がされており、「事務所」の用途で利用されてい

た。例えば、事例 no.4（図 5-5 左）は飲食店と建築事務所で、居住者夫婦は近所の方

との付き合いが多く、利用者もほとんど常連客なので、客が 1 階の客席で飲食したり、

2 階の事務所で打ち合わせをしたりしている時も、子供が事務所や店舗で遊んだり、

宿題をしたりすることもある。ただ、居住者は「子供が散らかしたものを片付けるこ

とには苦労をしている」とデメリットについても挙げていた。no.8（図 5-3-3）の建

築事務所では居住専用空間を開かれた空間として兼用する際、会社員である妻が家を

出て仕事している場合が多いので、利用時間をずらしてプライバシー問題を緩和して

いる。ただし、それにしても「面積をもう少し広くてして欲しい」という居住者の評

価が聞かれた。no.1 の建築事務所の客は予約を取ってから来店することが多く、それ 
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図 5-5 兼用(no.4)と時間差利用(no.7)の代表事例の平面配置図 

 

と併設する地域活動空間（コミュニティ）では、ほぼ決まったメンバーが利用してい

るため兼用が可能で、特定の時間のみ利用時間をずらすことで、プライバシー問題を

緩和している。 

「時間差利用」は、「事務所」以外の事例に多い。「コミュニティ」の事例では、専

用住宅が時間によって地域に開くという事例が多く（no.3, no.6, no.11, no.14）、活動

の開催頻度は「小売」や「事務所」より低い。来場者も地域に住む知り合いの人や友

人にほぼ限定されていると思われるので、居住専用空間を開かれた空間に時間差利用

することで空間を有効に使っていることが分かった。ただ、その際には、「客が来る

時に子供のおもちゃなどを収納する空間が足りない(no.11)」(写真 5-8 左)と居住者が

語ったように、時間差利用するには開かれた空間と居住専用空間の双方にも対応でき
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る収納空間の不足が課題になると推察される。 

また、「小売」の 4 事例はいずれも開かれた空間が店舗として使われているが、日

中と閉店後の夜間で空間を時間差利用している。no.7（図 5-5 右）は土間（店舗）と

LD の間に時間によって時間差利用できるアトリエを設置している。開店時間には店

舗と LD の緩衝空間として利用し、閉店時間には、アトリエで食事をしたり、くつろ

いだりすることもよくあり、生活空間に時間差利用している。それに対し、no.10, 

no.13 は、店舗空間にあるキッチンを時間によって生活空間に時間差利用しないとい

けないのは不便だと評価した。 

以上のことから、概ね小規模な長屋においては、15 事例中 14 事例が開かれた空間

と居住専用空間の用途を「時間差利用」や「兼用」しており、加えて開放頻度、時間、

来訪者の制限や予約制のような利用上のルールを設けることで、長屋を地域に開きつ

つ、居住者のプライバシーを有効に確保する工夫がされていることが分かった。ただ、

時間差利用や兼用するためには、開かれた空間と居住専用空間の双方の用途にも対応

できる収納空間の確保や居住者のプライバシーの課題は残っている。 

 

第 6 節．長屋の開かれた空間における居住者と来訪者の交流 

インタビューから得られた内容により、様々な用途を持つ長屋の開かれた空間にお

いては、居住者と来訪者との多様な交流も見られる。その中でも親密度が高い相互扶

助などもみられ、居住者と来訪者が親しい関係ができている事例も存在すると思われ

る。本節では、住宅を開くことを通じて生まれた交流が、地域とのつながりを強める

持続的な交流にも発展しているかを居住者インタビューによって検証する。 

 

5.6.1 長屋の開かれた空間における交流の内容 

長屋は複数の住戸が一棟になっているため、従来から長屋の居住者は困った時には

助け合いながら、コミュニティとの密なつながりの中で共同生活を営まれていたと言

われるように注9)、日常的に交流する機会が多いと推測される。また本研究においても、

インタビューから、居住者と周辺長屋の居住者注10) (以降、周辺長屋と略称)との行き

来を含む交流も多く見られる。そのため、本章では周辺長屋の居住者を、店に買い物

 

注9) 従来の長屋コミュニティについて、下記の参考文献5)のp.71を参考にした。 

西山夘三：すまい考今学 現代日本住宅史, 彰国社,  pp59, 1990 

注10) 周辺長屋の居住者とは、長屋の同じ棟に住む家族以外の居住者あるいは一長屋スポッ

ト内の長屋居住者である。長屋スポットについて、参考文献 4)を参考にした。 
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などに来た客、近所の知り合いの人や友人のような一般来訪者と区分し、居住者と来

訪者の交流の内容による両者の関係を分析している。  

長屋は概ね小規模であるため、予約制であったりや少数人で対応する経営方法が中

心で、ご近所等の知り合いの客が多いという特徴がある。そのため、業務、買い物や

サービスなどを目的とする会話に続く居住者と来訪者の親密度が高い持続的な交流

も発生しやすく、両者を切り離すことができない。したがって、本研究では対象とす

る「交流」は、挨拶程度の会話や業務、買い物、サービスなどを目的とする一時的な

交流と、それに連続するものを含む来訪者との持続的な交流とする注11)。また本研究

では、一時的な交流とどまらず、持続的な交流がいかに発生しているかを重視してお

り、居住者側のインタビューにより、交流の内容が把握可能と判断した。 

インタビューから得られた開かれた空間における居住者と来訪者との交流の内容

は多岐にわたるが、一時的な交流は全事例でみられるのに加えて、持続的な交流も活

発に行われている。そのため、交流対象ごとの持続的な交流の有無を周辺長屋と一般

来訪者別にみる(表 5-9)。 

 対象長屋は、第 3 節で考察したように、いずれも住居地域又は近隣商業地域に立地

していることから、周辺に住宅なども多くあり、近隣関係が成立しやすい。全体的に

みると、no.9 を除き、全ての事例とも周辺長屋や一般来訪者のいずれとの持続的な交

流がみられる。周辺長屋との交流では、「コミュニティ」の用途を除き、概ね持続的な

交流がみられる。一方で、一般来訪者との交流では、「小売」と「整体院」は一時的な

交流しかみられない場合が多いが、持続的な交流が見られるのは「コミュニティ」と

「教室」の用途を持つ事例が中心であることが分かる。 

 

5.6.2 居住者と周辺長屋の交流と居住者による評価 

長屋の開かれた空間における居住者と周辺長屋との交流では、お互いに鍵を預けた

り(no.1, no.4, no.7, no.10, no.12)、子供の世話をしてもらったり(no.1, no.4, no.12)、

ペットの世話をしてもらったり(no.13)、家事やちょっとした用事を手伝ったり(no.3, 

no.4, no.7, no.8, no.10, no.15)するような日常生活における相互扶助が最も多くみら

れる。具体的な事例としては、例えば、事例 no.13 と no.15 の居住者は旅行などに行

く時、隣の方が猫や盆栽の世話してくれるので、「住まいの安心感がある」という評

価が聞かれた(表5-10)。またお土産をお裾分けしたり(no.4, no.5, no.7, no.10, no.12)、

 

注11) 持続的な交流は一回切りではなく、日常的に起こっていることを前提としている。そ

れに対し、一時的な交流は、来訪者との一時的な会話などで、1 人の来訪者とは 1 回

限りのことも存在する。 
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悩み事を相談したり(no.4, no.7, no.12)するように持続的な交流が開かれた空間で行

われていることにより、居住者と周辺長屋のお互いの信頼関係ができていると推察さ

れる。 

これらの持続的な交流のほか、周辺長屋と一緒に活動を計画・参加することもみら

れる。例えば、no.4, no.7, no.10 は近隣商業地域に位置する同じ長屋住棟内の長屋住

戸で、毎年に近所の店舗と共同で市イベントなどの地域活動を共同計画・開催するこ

とを通じ、お互いの親しい関係ができている。特に事例 no.10 の居住者は「店舗だけ

でなく、住居を兼ねているから長く商売が続けられている」と語っており、店舗と住

居を併設することで近隣の居住者との付き合いが多く、「お店以外のコミュニティの

充実感や楽しさが感じられる」と周辺長屋を含めた近所との交流を高く評価している。 

 

表 5-9. 居住者と来訪者との持続的な交流の内容 
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それに対し、「コミュニティ」の一部の事例（no.6, no.11, no.14）で周辺長屋との

表 5-10 交流に対する居住者の評価（インタビューより） 
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持続的な交流が発生しにくい要因については、管理者と居住者が別々になっているシ

ェアハウス（no.6, no.14）で、住まいの部分は独立性が高く、来訪者との接触が比較

的少ないためと推察される注12)。また、no.6(シェアハウス側)、no.11の土間は玄関の

みとして利用され（前述の玄関土間型）、街から内部が全く見えないことがもう一つ

の原因だと考えられる。また、「整体院」のno.9も同じ土間の利用上の傾向が見える。 

 

5.6.3 居住者と一般来訪者の交流と居住者による評価 

一般来訪者との交流をみると、「小売」の事例 no.10, no.13 では、一般来訪者は近

所からの買い物をする客が多く、挨拶程度の会話がよくあるが、持続的な交流には発

展しにくいと考えられる。 

一般来訪者との交流が持続的な交流に発展した事例としては、まず交流活動自体を

目的とする「コミュニティ」の用途を持つ事例がある。これらの事例では、一般来訪

者との交流時間が長く、コミュニティ活動に参加し、一緒に活動を企画・参加したり

する中で、お土産をお裾分けたり(no.1, no.3, no.11)、子供の世話や家事、ちょっとし

た用事をしたりしてもらったり（no.1, no.11）、個人的なことを相談したり（no.1）と

いった持続的な交流にも発展している(表 5-9)。このような持続的な交流は、住まい

や子育ての安心感をもたらすとして、評価が概ね高い(表 5-10)。また、様々な人に接

触でき、生活が豊かになったという評価もみられた。さらに、no.3 の居住者が家を地

域の人々に開くことで、家族専用部分は狭くなったものの、「共用の部分（開かれた

空間）は地域の人とつながる入口として広い生活をしている感じだ」と語ったように、

開かれた空間を通して、一般来訪者とのつながりが生まれ、狭い開かれた空間から「広

い生活」が展開していることが評価されている。 

また、「教室」でも持続的な交流が発生している(表 5-9)。例えば、事例 no.7（洋裁

店＋アトリエ＋洋裁教室）(図 5-5 右)の教室が狭いので、生徒とは一対一で授業を行

い、個人的な交流が発生しやすく、一般来訪者が生徒であり友人でもある関係に発展

している。また、no.12 の茶道教室はリビングを茶室に時間差利用して、元からの友

人や知人を中心に少人数に開いており、持続的な交流がみられる。前述した「コミュ

ニティ」の事例の同じように「住まいの安心感」があるという評価が聞かれた。 

さらに、「事務所」の事例 no.4（建築事務所＋飲食店）(図 5-5 左)と no.2(建築事務

 

注12)  no.3もシェアハウスであるが、管理者（オーナー）自身もシェアハウスに居住し

ている。 
 



第 5章 

145 

 

所＋木工作業場)は、子供育て世帯であるため、仕事関係以外の地域や子供のつながり

の一般来訪者も多く、周辺長屋との交流と同様に、お土産を裾分けしたり、ちょっと

した用事を手伝ったり、手伝ってもらったりするような持続的な交流が確認された

(表 5-9)。長屋は併用住宅としては面積が狭く、この 2 事例とも開かれた空間と居住

専用空間の境目が非常に曖昧になっているので、一般来訪者との交流が自然に発生し

やすいと思われる。また、地域交流に対して住まいの面からの評価だけでなく、「口

コミによって新しい仕事に結びついた」や「活動の幅が広くなった」のような居住者

からの評価(3 事例)も聞かれた(表 5-10)。 

 

5.6.4 長屋に来訪する一般来訪者の種類 

インタビューの回答から、開かれた空間の用途ごとに「近所からの来訪者が多い」

事例と「近所以外からの来訪者が多い」事例の 2 つのタイプが存在した（表 5-11）注

13)。全体的にみると、「近所からの一般来訪者が多い」事例（10 事例）の方が、「近所

以外からの一般来訪者が多い」事例（6 事例）より多いが、地域を離れた近外以外か

らの利用者にも積極的に開放している事例も少なくない。 

 

表 5-11 一般来訪者の種類と交流の内容の関係 

 

  

開かれた空間の用途との関係については、「コミュニティ」の用途を持つ 5 事例中

4 事例の一般来訪者は近所の顔見知りの人で、残る事例 no.3 は SNS を通じて居住者

の友達、もしくはその繋がりからという一般来訪者が多かった。それに対し、予約制

の「整体院」の 2 事例とも、近所以外からの人が比較的多い。no.5（北側）, no.9 は

 

注13) 半構造化インタビューにおいて、近所からの人が多いかどうかを質問した回答により

判断している。回答は概ね明確に分かれた。 
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前述したような予約制の整体院で、いずれも近所からの来訪者に限らず、近所以外か

らの利用者が多い。 

「小売」の用途の一般来訪者は近所の人が中心だが、no.5, no.15 はそれぞれネット

販売中心の古道具屋とイベント販売中心の雑貨屋で、一般来訪者はネット上やイベン

トで知り合った人が多いため、大阪各地からの客が多い。「事務所」の用途でも近所

の人の利用が多いが、設計事務所である事例 no.1 と no.8 では、「近所からの客もい

るが、知り合いの紹介で、もしくはメディア、テレビや雑誌などを見て大阪各地から

来る客も多い(no.8)」と居住者が語ったように、様々な宣伝手段を通して一定の広域

からの利用者が訪れている。近所以外からの来訪者が多い 6 事例では、一時的な交流

のみのものが 4 事例であったので、一般来訪者の種類も交流の内容を影響する一因だ

と考えられる。 

また、近所以外からの一般来訪者が多い 6 事例のうち、no.5, no.8, no.9, no.15 の 4

事例は前述のようにネットやイベント、メディアなどを活用して集客できるため、人

流量の多い表通りでなく、共用路地に接する長屋を活用しており、業務形態に応じて

開くことも可能である(写真 5-9)。それに対し、近所からの一般来訪者が多い 10 事例

のうち、9 事例は人流量の多い表通りに面している（表 5-1 再）。 

 

 
写真 5-9 表通り(no.3)と路地(no.8)に接する長屋(筆者撮影) 

 

以上の分析により、概ね小規模な長屋では住宅を開くことを通じて多くの事例で周

辺長屋との持続的な交流があり、相互扶助を含む親しい関係ができているのに加え、

一般来訪者の一時的な交流が持続的な交流にも発展することもしばしばみられた。こ

のように、多様な交流が開かれた空間で行われており、周辺長屋を含む近所からの来

訪者との信頼関係ができている中で長屋を開いている事例が多いことが分かった。 
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7.本章のまとめ 

 本章では「長屋は開かれた住宅として改修され、有効に利活用されている」という

研究の仮設を設定した上で、開かれた空間を持つ長屋を対象とし、様々な用途を持つ

開かれた空間の改修内容、改修後の空間の使われ方、来訪者との交流、およびそれら

に対する居住者の評価などについて分析考察した。以下の知見を得られた。 

1)開かれた空間の用途：長屋の開かれた空間は、多用途を併せ持つものが全体の 4 割

を占め、「小売」や「事務所」の他、「コミュニティ」や「教室」などの用途を持つ空

間としても開かれている。 

2)改修内容：土間は多くの長屋の開かれた空間として活用されていたが、15 事例中 9

事例の土間が開かれた空間の使われ方に応じて改修され、土間の面積や土間の型を変

更していた。来訪者と比較的長時間の交流が行われる場合、土間は開かれた空間とし

ての重要性が減り、改修時に土間を縮小して床上空間を拡大することが多い。反対に、

短時間の買い物などをする来訪者に土足のままで使ってもらいたい場合には改修に

よって土間の面積を拡大する事例もみられる。 

 長屋の開かれた空間を含む段の変化を伴う改修については、床上の面積を確保する

ため、段と段の間の壁や建具を撤去して複数の段を一体化する改修が主流であった

（15 事例中 8 事例）。 

長屋の庭の改修は土間や続き間よりは少ないが、内部の面積を確保するために庭を

内部化したり、一方で外部の作業空間などを確保するため、減築によって庭を再生し

たりする事例がみられる。(4 節) 

3)使われ方と評価：土間の使われ方については、土間面積の広い[1]前土間型と[2]前土

間＋通り庭型は「小売」の店舗として利用されることが多く、土足のまま入りやすい

ことへの評価が高かった。それ以外の用途では面積の狭い[3]玄関土間前台所型と[4]

玄関土間型や外からの視線が遮断される[5]土間なし前庭型も活用されていた。続き間

の使われ方については、「コミュニティ」等、多くの人々が集まれる床上の活動空間

が必要な場合に一体化が行われている。一方、「整体院」と開放頻度の低い「教室」な

どが小空間で足りる用途の場合には「段一体化なし」の事例が多く、続き間のまま建

具の開閉で空間の大きさを調整している。また、長屋の庭は採光と通風を確保するた

めの非常に重要な役割を果たしていると同時に、前庭は開かれた空間として積極的に

活用し、居住者のプライベートな空間の位置付けが大きい中庭と裏庭も、観賞空間と

して開かれた空間の環境に寄与している。 

このように、長屋の特徴的な空間要素は開かれた空間の使われ方に応じて活用され
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ていることが分かった。ただ、長屋は独立した個室の配置が難しいことや、庭の内部

化によって開かれた空間の採光や通風が悪くなったという問題も一部の居住者に指

摘された。 

また、長屋は概ね小規模であるため、開かれた空間と居住専用空間の用途を時間に

よって時間差利用や兼用している場合がほとんどである。その際には、開放頻度、来

訪者の制限や予約制のような利用上のルールを設けることで、住宅を開きつつ、居住

者のプライバシーも有効に確保する工夫がされていることが分かった。ただ、開かれ

た空間と居住専用空間の双方の用途に対応する収納空間の確保や居住専用空間のプ

ライバシーの課題は残っている。(5 節) 

4)来訪者との交流：住宅を地域に開くことを通じて、多くの対象長屋には周辺長屋と

の持続的な交流があり、相互扶助を含む親しい関係ができているのに加え、一般来訪

者との一時的な交流が持続的な交流にも発展することもしばしばみられた。このよう

に、周辺長屋を含む近所から来訪者との信頼関係ができている中で長屋を開いている

事例が多いことが分かった。また、特に「コミュニティ」と「教室」の用途を持つ事

例では、一般来訪者とも持続的な交流が行われることが多い。(6 節) 

長屋は概ね小規模で、開かれた空間との公私分離が困難な中で、長屋特有の空間要

素である土間、続間や庭を有効に活用した改修と、空間の時間差利用や兼用によって、

開かれた空間の開放の仕方をうまく調整していることが分かった。また、長屋の開か

れた空間が近所の顔見知りの人を中心に開かれていることが住宅を開く基盤になっ

ていたことも、今後の開かれた住宅のあり方を示唆する特徴の一つであった。 

現代においても長屋は住まいとしての価値を失っておらず、改修により開かれた住

宅として利活用することは、地縁を再び重視するこれからの時代に求められるライフ

スタイルを模索する試みと言える。また、長屋の特徴的な土間や庭、続き間は、第２

～4 章で分析した現代住宅の設計にもみられ、伝統的な住宅要素を復活させて現代住

宅に配置して活用することが期待される。このように、長屋が開かれた住宅としての

利活用を、空間改修と使われ方、来訪者との交流発生の視点から明らかにしたところ

に本研究の意義があると考える。 
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6.結論 

開かれた空間を住宅に併設することで、居住者は職場と住居を便利に行き来するこ

とや、生活のペースに合わせて住宅を開くことができるようなメリットがあることが

確認された。一方で、開かれた住宅は概ね小規模で、多様な用途を持つ開かれた空間

を併設することにより、住宅を開きつつ、プライバシーをどのように確保するかが課

題になっている。そのため、本研究では、空間構成手法と居住者の住み方の特徴から

開かれた住宅のあり方を総合的に考察した。 

本章では、研究の結論を総括した上で、各章で得られた知見を整理した。具体的に

は、図 6-1 の 2 つの視点から、研究の結論を述べる。 

 

 

図 6-1 研究の視点と到達点 

 

第 1 節 本研究の結論 

本節では、第 2 章で分類した[a]入口分離型、[b]内部接続型、[c]入口動線共用型、

[d]入口共用型の４つのアクセス経路型（図 2-5 再掲）を中心に、本研究で得られた

総合的な知見を述べる。 

[a]入口分離型に該当する空間構成類型①完全分離型(2 章)は、開かれた空間と居住

専用空間が完全に分けられているため、プライバシーの課題が少ない一方で、両者を

行き来する利便性も最も低い。開かれた空間の用途との関係について、不特定多数の
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来訪者向けの店舗、事務所や展示場で採用されることが比較的多い。 

[b]内部接続型に該当する②空間分離内部接続型(2 章)は、開かれた空間と居住専用

空間の入口が別々に配置されているが、道路からのアプローチの機能を担っていない

業務キッチンや廊下、納戸などを接続空間として、非居室空間に接する空間構成手法

(接続空間タイプ①～③・3 章)が比較的多くみられる。開かれた空間の用途との関係

について、業務キッチンや納戸のような付加機能空間を持つ飲食店やクリニック、事

務所で採用されることが比較的多い。 

 

 

図 2-5 道路からのアクセス経路型(再掲) 

 

[c]入口動線共用型に該当する空間構成類型③空間分離入口シェア型(2 章)は、道路

からのアプローチの機能を担っている土間や中庭、ピロティ、階段室などを接続空間

として、居住専用空間側の玄関や廊下などに接する空間構成手法である。居住者のニ

ーズに応じて、接続空間の多様な空間構成手法(接続空間タイプ④～⑩・3 章)で、開

かれた空間と居住専用空間の関係を調整している。開かれた空間の用途との関係につ

いて、店舗や複合用途、来訪者がやや限定されている事務所で採用されることが比較

的多い。 

[d]入口共用型に該当する空間構成類型④空間分離動線連続型と⑤時間差利用入口

共用型(2 章)とも、開かれた空間と居住専用空間が入口を共用し、開かれた空間を通

って居住専用空間の居室に入る空間構成手法である。空間構成類型⑤は開かれた空間

と居住専用空間の時間差利用があることが、空間構成類型④との違いである。また、

[b]内部接続型と[c]入口動線共用型に比べ、[d]入口共用型は接続空間の配置が少なく

(接続空間タイプ②と③・3 章)、プライバシーの確保が課題になりやすい。開かれた

空間の用途との関係について、空間構成類型④は展示場や飲食店で採用されることが
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比較的多い一方で、空間構成類型⑤は概ね決まったメンバーの利用が中心となるコミ

ュニティづくりや教室で採用されることが比較的多い。 

次に、インタビュー調査を通じて、1 日の生活時間のなかで、仕事と生活の切り替

えを繰り返す住み方が行われており、また住宅を開く活動は家族構成員の一部である

ことも少なくないなか、生活空間のプライバシーを確保しつつ、開かれた空間と居住

専用空間を便利に行き来できるようにしたいという共通する住要求があることが明

らかになった。これに応じて、[b]内部接続型と[c]入口動線共用型では、開かれた空間

側の接続空間+居住専用空間側の非居室空間による二重緩衝が重要役割を果たしてい

る。ただ、行き来する利便性を優先にし、接続空間だけを配置している場合、居住専

用空間との間に視線や匂いが遮断できる建具、または少なくともカーテンの設置が必

要である。 

また、接続空間が開かれた空間と居住専用空間を緩衝するとともに、[c]入口動線共

用型の土間や中庭、軒下空間などの接続空間では、来訪者を招き入れるためにも重要

な役割を果たしている。以上により、居住者のニーズに応じて、道路からのアクセス

経路に加えて、接続空間も開かれた空間と居住専用空間の関係を調整しつつ、住宅を

地域に開くための重要なデザインのポイントだと考えられる。 (4 章) 

その一方で、[d]入口共用型の事例には接続空間の配置が少ないが、床レベル差や室

内の複数動線、吹き抜け空間の配置など、それに代わる設計手法でプライバシーを確

保し、合わせて開かれた空間と居住専用空間の時間差利用によって空間を効率的に使

う住み方を確認した。なかでも[d]入口共用型の典型である大阪長屋では、長屋特有の

空間要素である土間、続間、庭が用途に応じた改修を経て開かれた空間として生かさ

れ、空間の時間差利用や兼用、及び来訪者の限定や予約制等の住み方や運用によって

開かれた空間の開放の仕方を調整し、開かれた住宅として有効に活用されていること

を示した。また、長屋の開かれた空間は近所の人を中心に開かれていることとも関係

し、非常に密な交流が行われ、長屋住宅を開くことを通じて生まれた交流が、地域と

のつながりを強める持続的な交流にも発展していることを明らかにした。一方で、開

かれた空間を持つ新築の住宅作品においても、地域交流は、居住者の住宅を開く意図、

実際の住み方の両方から確認され、特に開かれた空間は、想定された用途に加えて、

地域の人との交流のために使われていることも多く、持続的な交流に発展する場とな

っていた。(4 章と 5 章) 

このように、本研究では、開かれた住宅の実態を空間構成と住み方の視点から総合

的に把握することを通じて、今後の開かれた住宅の設計に資することが可能だと考え

られる。 
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第 2 節 各章で得られた知見 

(1) 第 2 章「開かれた住宅の用途と空間構成型」で得られた知見 

 第 2 章では、開かれた空間と居住専用空間の空間構成手法を解明するため、『新建

築住宅特集』(2006～2020 年)に掲載された開かれた住宅を分析対象として、図 6-2 に

示すように、道路から開かれた空間と居住専用空間への「アクセス経路」を中心に、

両者の「隣接関係」と「時間差利用を持つ空間の配置」に加えて、この３つの分析指

標から 5 つの代表的な空間構成類型を抽出し、開かれた空間の用途との関係を明らか

した。 

 

 

図 6-2 2章の分析の枠組み 

 

1) 開かれた住宅の事例数の経年変化 

 時間軸の視点から見ると、開かれた住宅の数は 2015 年から増加しており、住宅を

開くことへのニーズが高まっていることが示唆された。特に、「コミュニティ」の用

途を持つ事例は一貫して増加しており、地域交流を目的として住宅を開く事例が増加

してきていると考えられる。 

2) 開かれた空間と居住専用空間の空間構成手法の特徴 

開かれた空間と居住専用空間へのアクセス経路型について、図 2-5(再掲)の４つの

型に分類した結果、両者に何らかのつながりがある空間構成が約 8 割を占めた。開か

れた空間と居住専用空間の入口が明確に分離された[a]～[c]型では、不特定多数の人

が出入りする傾向が強い「商業」や「業務」の用途、入口を共有する[d]型では来訪者

が概ね限定されている「コミュニティ」の用途が比較的多く、用途の特性に応じてア

クセス経路型が選ばれていることを明らかにした。 

開かれた空間の「時間差利用」について、「時間差利用あり」は「コミュニティ」

に集中する傾向が見られ、来訪者が顔見知り中心である場合には、時間によって開か

れた空間と居住専用空間を時間差利用可能にすることで、空間を有効活用する手法が
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採用されている。 

開かれた空間と居住専用空間の隣接関係については、居住専用空間側の隣接空間に

居室以外の動線空間やサービス空間を配置する「非居室隣接」が最も多く見られ、全

事例数の 4 割以上を占めた。なかでもアクセス経路型[b]と[c]型に集中する傾向が見

られる。一方で、[d]入口共用型では「居室隣接」が多く、居住専用空間のプライバシ

ー保持よりも開かれた空間と行き来する利便性の方が重視されていると推察される。 

3) 代表的な５つの空間構成類型 

道路から開かれた空間と居住専用空間へのアクセス経路型を中心に、両者の「時間

差利用」と「隣接関係」の視点から、用途に対応した 5 つの代表的な空間構成類型を

抽出した(図 2-15 再掲)。 

①完全分離型（[a]入口分離型+「時間差利用なし」+「隣接なし」）は、開かれた空

間と居住専用空間をお互いに独立させる空間構成手法である。プライバシー上の課題

が少ないが、両者を行き来する利便性も低いと考えられる。用途との関係について、

不特定多数の来訪者向けの「業務」の「事務所」、「展示場」と「商業」の「店舗」

で採用されることが比較的多い。 

②空間分離内部接続型（[b]内部接続型+「時間差利用なし」+「非居室隣接」）は、

開かれた空間と居住専用空間をそれぞれの入口を持たせ、動線やサービス空間など隣

接空間を介して両者を繋げる空間構成手法である。開かれた空間と居住専用空間を分

離しつつも行き来する利便性も確保できる。用途との関係について、「業務」の「事

務所」、「商業」の「飲食店」と「医療」で採用されることが比較的多い。 

③空間分離入口シェア型（[c]入口動線共用型+「時間差利用なし」+「非居室隣接」）

は、入口で道路からの動線を開かれた空間と居住専用空間に繋ぐ空間構成手法である。

「事務所」や「店舗」、「複合用途」で採用されることが比較的多い。 

④空間分離動線連続型（[d]入口共用型+「時間差利用なし」+「居室隣接」）は、開

かれた空間を通って居室に入る空間構成手法である。「業務」の「展示場」、「商業」

の「飲食店」で採用されることが比較的多い。 

⑤時間差利用入口共用型（[d]入口共用型+「時間差利用あり」+「居室隣接」）は、

開かれた空間を通って居室に入り、かつ時間差利用を持つ空間が配置されている構成

手法である。類型④と同じように開かれた空間と居住専用空間を行き来する利便性が

高いが、プライバシー確保が課題になりやすい。「コミュニティ」のほか、「教室」

や「その他複合」で採用されることが比較的多い。 

 このように、用途ごとの来訪者の範囲に応じて、動線、隣接空間や時間差利用を持

つ空間の配置の多様な空間構成手法で、開かれた空間と居住専用空間の関係を調整し
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ていることが分かった。 

 

 

図 2-15 5つの空間構成類型(再掲) 
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(2) 第 3 章「開かれた住宅における接続空間の空間構成手法」で得られた知見 

 第 3 章では、前章の分析結果を踏まえ、開かれた空間の主室(主室と略称する)と居

住専用空間の間に配置され、両者の動線を繋ぐ開かれた空間側の「接続空間」の存在

に着目した。接続空間の空間構成手法を解明するため、『新建築住宅特集』(2006 年

~2023 年)に掲載された接続空間を持つ開かれた住宅を分析対象として、図 6.3 に示

すように道路から主室と接続空間、居住専用空間へのアクセス経路、三者の配置関係

と視線透過性に着目し、10 の代表的な接続空間タイプを抽出した。 

 

 

図 6-3 3章の分析の枠組み 

 

1) 接続空間の多様な形態と配置要素 

接続空間は、「a.屋根半限定」「b.壁半限定」「c.土間」「d.屋内動線・室」の４つに

分類できるが、内部空間に加えて、外部にあるピロティや庭のような半限定空間の事

例も少なくない。また、一定の面積をもつ接続空間の事例が多く、植栽、展示棚、テ

ーブルなど様々な要素が配置され、一部の接続空間は開かれた空間主室の機能を補完

する空間などとしても活用されている。 

2) 接続空間の空間構成手法の特徴 

接続空間の多くは、道路からのアプローチの機能を担っており、中でも道路からの

唯一の動線を主室と居住専用空間に接続する「B.単独アクセス型」が約半数を占めた。

次に、配置関係については、接続空間が主室、居住専用空間と同階で配置される「ⅰ.

平面的配置」が主流であるが、接続空間が主室と居住専用空間のいずれかと違う階に

配置される「ⅱ.立体的配置」も約 4 割を占めた。また、主室と居住専用空間との視線

透過性については、接続空間から居住専用空間への視線を遮断してプライバシーを確

保している空間構成手法が主流である一方で、居住専用空間への視線透過性をもち、

接続空間で主室と居住専用空間を緩やかに緩衝している事例も全事例数の 3 割であ
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った。 

3) 代表的な10の接続空間タイプ 

道路からのアクセス経路、主室と居住専用空間との配置関係、視線透過性という3

つの観点から接続空間の構成手法を分析考察した結果、代表的な10の接続空間タイプ

を抽出した（図3-8 再掲）。 

グループ(1)接道なし視線非通過の接続空間タイプ①と②は、飲食店の付加機能空

間などとして、主室と居住専用空間の内部の動線を確保することが主な役割になって

いる。 

グループ(2)接道なし視線通過の接続空間タイプ③は、中庭などを接続空間として

主室と居住専用空間を緩やかに緩衝し、飲食店などの観賞空間として利用されている

ことが多い。 

グループ(3)接道あり視線非通過の接続空間タイプ④～⑦は、ピロティや土間、階

段室などを接続空間として接道し、多様な空間構成手法でプライバシーを確保しつつ

も、来訪者に開かれた空間に気軽に入ってもらうと考えられる。また、「立体的配置」

の場合にも多く採用されている。 

グループ(4)接道あり視線通過の接続空間タイプ⑧～⑩は、接道する土間や中庭な

どを接続空間として、主室と居住専用空間を緩やかに緩衝し、一部の事例は接続空間

を双方の拡張空間としても時間差利用できている。不特定多数の来訪者向けの用途に

加えて、顔馴染みの来訪者に開く「コミュニティ」と「教室」にも比較的多く採用さ

れている。 

このように、接続空間は、その多くが道路からのアクセス経路として来訪者に住宅

を開きつつ、多様な空間構成手法で主室と居住専用空間の関係を調整する重要な役割

を担っていることを示した。 

また、2章と3章の関係を図3-14(再掲)に示すように整理した。その結果、第2章で分

類した[a]入口分離型は開かれた空間と居住専用空間の接続がないが、[b]～[d]では接

続空間の配置が確認された。[b]内部接続型と[c]入口動線共用型では、多様な接続空間

タイプで開かれた空間と居住専用空間の関係を調整している。[b]型の代表的な空間構

成類型②空間分離内部接続型の50事例中25事例は接続空間を持っている。[c]型に該

当する事例は、全て接続空間を持っている。 

その一方で、[d]入口共用型には接続空間の配置が少なく、[d]型の代表的な空間構

成類型④空間分離動線連続型は 21 事例中 3 事例だけが接続空間を持っており、⑤時

間差利用動線連続型の 27 事例中 1 事例だけが接道空間を持っている。開かれた空間

と居住専用空間の関係をどのように調整するかが課題となっている。 
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図 3-8 接続空間の代表的な空間構成タイプ(再掲) 
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(3) 第 4 章「現代の開かれた住宅における住み方と開かれた空間で生まれる交流」で

得られた知見 

第 4 章では、第 2 章と 3 章の分析内容に基づき、開かれた空間を持つ『新建築住宅

特集』に掲載された新築の住宅作品を研究対象に個別事例調査を実施し、開かれた住

宅における住み方と居住者の住生活評価から、空間構成の効果を検証した。ただ、第

2 章と 3 章の分析指標が多いので、分析を簡明にするため、本章では、道路から開か

 

図 3-14  2章と 3章のアクセス経路の関係(再掲) 
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れた空間と居住専用空間へ「アクセス経路型」を中心的な指標として、「接続空間」の

空間構成手法などを合わせて分析を行った。 

1) 住宅に開かれた空間を併設する理由 

対象事例としての開かれた住宅は、居住者の生まれ育った地元に立地するものが多

く、地域とのつながりが重視されることが示唆された。また、「開かれた空間と居住

居住専用空間を行き来する利便性」が概ね住宅に開かれた空間を併設する共通の理由

で、加えて、「住宅を媒介として情報発信したい」、「地域の人々とのつながりを作り

たい」というような多様な理由も聞かれた。 

2) 対象事例の空間構成の特徴と居住者の住生活評価 

開かれた住宅では、プライバシーを確保しつつ、開かれた空間と居住専用空間を便

利に行き来できるようにしたいという共通の住要求が存在する。図6-4に示すように、

[b]内部接続型と[c]入口動線共用型では、プライバシー確保の住要求に応じる空間設

計の手法としては、開かれた空間側の接続空間+居住専用空間側の非居室空間による

二重緩衝が重要な役割を果たしていることを検証した。また、[c]入口動線共用型では、

土間や中庭、ピロティなどの接続空間は、居住専用空間との関係を調整するとともに、

本棚やコーヒーテーブルなどが設けられ、来訪者を開かれた空間に気軽に招き入れる

上で重要な役割を果たしていることを検証した。ただ、開かれた空間と居住専用空間

を便利に行き来することを優先して開かれた空間主室と居住専用空間の居住者の間

に接続空間だけが配置される場合には、仕切りがまったくないと、プライベートな生

活に支障が生じていた。その場合には居住専用空間との境界には建具や少なくともカ

ーテンを設けて、必要に応じて視線や空気を遮断することが有効に作用していた。 

その一方で、[d]入口共用型(図 6-5)の該当事例には、開かれた空間と居住専用空間

の行き来する利便性を優先にしているため、接続空間の配置が見られなかった。その

代わり、道路から複数の動線を配置したり、吹き抜け空間で開かれた空間と居住専用

空間の垂直方向の距離を取ったり、広い土間で開かれた空間と居住専用空間の空間領

域を限定したりするような空間設計の工夫がされている。それにより、来訪者の気配

が感じられつつ、プライバシーも確保できていることを検証した。 

また、一部の事例では、住宅を開く際に家族のプライバシー確保するため、空間の

利用時間をずらして家族が家にいない時に住宅を開くことで、プライバシー問題を緩

和する方法が確認された。加えて、アクセス経路[b]と[d]の開かれた空間が個人的な

接客の機能も果たしている傾向が確認された。不特定多数の来訪者向けの開かれた空

間が、プライベートな交流の場としても利用される可能性を示唆している。 
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図 6-4 アクセス経路型[b]と[c]の該当事例における住み方 

 

図 6-5 アクセス経路型[d]の該当事例における住み方 

 

3) 居住者と来訪者との交流 

ギャラリーや立ち飲み屋、コミュニティの用途を持つ事例では、いずれも開かれた

空間において、他の作家と展示会を共同に開催したり、共通の話題を切り口として交

流を深めたり、来訪者の個人的な悩みを聞いたり、もしくは近所の人々を招いて地域

交流活動を積極的に開催したりするような密な交流がみられ、来訪者との一時的な交

流が持続的な交流にも発展していることが確認された。 
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地域交流に対する居住者の評価について、地域の人とのつながりが多くなったこと

により、住まいの安心感や豊かさを感じたり、新しい仕事に結びついたりするような

評価が聞かれ、住宅を開くことが、地域の繋がりをつくることにも貢献するとともに、

そのことが居住者の生活を豊かにしていることが分かった。 

 

(4) 第 5 章「改修による大阪長屋の利活用と開かれた空間で生まれた交流」で得られ

た知見 

第 5 章では、[d]入口共用型に該当し、プライバシーの確保が課題になりやすい大阪

長屋を開かれた住宅として利活用するための特徴的な土間、続き間、庭の改修手法と

改修後の特徴を明らかにし、開かれた空間の使われ方と居住者の住生活評価から、長

屋を開かれた住宅として有効に活用されていることを検証した。 

1) 開かれた住宅としての改修内容と開かれた空間の使われ方 

土間：開かれた空間の用途の特徴に応じて、15 事例中 9 事例の土間が改修された。

土間面積の広い[1]前土間型と[2]前土間＋通り庭型は「小売」として利用されること

が多く、土足のまま入りやすいことへの評価が高かった。その他の用途では面積の狭

い[3]玄関土間前台所型と[4]玄関土間型、また外からの視線が遮断される[5]土間なし

前庭型も開かれた住宅として活用されていると確認した。 

続き間：長屋の続き間は、長屋の開かれた空間を含む段の変化を伴う改修は、床上の

面積を確保するため、段と段の間の壁や建具を撤去して複数の段を一体化する改修が

主流であった。続き間の使われ方については、「コミュニティ」等、多くの人々が集ま

れる床上の活動空間が必要な場合に一体化が行われている。一方、「整体院」と「教

室」などが小空間で足りる用途の場合には「段一体化なし」の事例が多く、続き間の

まま建具の開閉で空間の大きさを調整している。 

庭：長屋の庭の改修は、内部の面積を確保するために庭を内部化したり、反対に減築

によって庭を再生して外部の作業空間などを確保したりする事例も確認された。長屋

の庭は採光と通風を確保するための非常に重要な役割を果たしていると同時に、前庭

は開かれた空間として積極的に活用し、プライベートな空間の位置付けが大きい中庭

と裏庭も、観賞空間として開かれた空間の環境に寄与している。ただ、庭の内部化に

よって開かれた空間の採光や通風が悪くなったという問題が一部の居住者に指摘さ

れた。 

このように、長屋の特徴的な空間要素は開かれた空間の使われ方に応じて活用され

ていることが分かった。また、広い土間を配置したり、続き間や建具による空間の柔

軟性を高めたり、庭を観賞空間や遊び空間などとしたりするような伝統的な空間要素
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による設計手法は、現代住宅の設計にも重要な示唆を与えると考えられる。 

2) 開かれた空間と居住専用空間の時間差利用と兼用 

 [d]入口共用型に該当する長屋は空間的な制約が多く、空間を効率的に利用するた

め、接続空間の配置が少ない。その代わりに、開かれた空間と居住専用空間の関係を

調整するためには、両者の用途を時間によって時間差利用や兼用している場合がほと

んどである。時間差利用や兼用に加えて、開放頻度、来訪者の制限や予約制のような

利用上のルールを設けることで、住宅を開きつつ、居住者のプライバシーも有効に確

保する工夫がされていることが分かった。ただ、開かれた空間と居住専用空間の双方

の用途に対応する収納空間の確保や居住専用空間のプライバシーの課題は残ってい

る。 

3) 居住者と来訪者との交流 

第 4 章で考察した開かれた空間を持つ新築住宅と比べると、多くの対象長屋には周

辺長屋との持続的な交流が生まれ、相互扶助を含む親しい関係ができている。加えて、

住宅を地域に開くことで、一般来訪者との一時的な交流が持続的な交流にも発展する

こともしばしばみられ、狭い開かれた空間から「広い生活」が展開している評価が聞

かれた。このように、周辺長屋を含む近所から来訪者との信頼関係ができている中で

長屋を開いている事例が多いことが分かった。 

 

第 3 節 今後の研究課題 

 今後の開かれた住宅は、居住者のライフスタイルの変化により、さらなる多様な住

要求が現れてくると考えられる。以下に、本研究で論述した内容に関連し、今後の開

かれた住宅の課題を列挙する。 

(1) 開かれた住宅として既存住宅ストックを改修、利活用する際の課題 

少子高齢化が進行するなかで、日本の住宅ストック数が世帯数を上回り、空き家の

増加も懸念されている注1)。新築住宅より、既存住宅ストックは低価格で取得でき、居

住者のライフスタイルに合わせて間取りを変更したり、設備を増設したりすることが

可能である。既存住宅ストックは、居住者によってリフォームする自由度が高いため、

改修によって開かれた住宅として再生されることが期待される。 

ただし、既存住宅ストックは様々な種類があるので、どのような立地条件や規模、

構造、間取りを持つ住宅ストックが開かれた住宅として改修・利活用しやすいかが今

 

注1) 国土交通省資料「我が国の住宅ストックをめぐる状況について」を参考にした。 
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後の課題だと考えられる。本研究の第 5 章でも、伝統的な大阪長屋を分析対象として、

それを改修によって開かれた住宅としての利活用を分析したが、今後はより多様な条

件を持つ住宅などを調査対象として、改修によって開かれた住宅として利活用する方

法と可能性を検討する必要がある。 

 

(2) 居住者の特性や来訪者の視点からみた開かれた住宅の地域コミュニティ形成に

おける役割の検討 

本研究の第 4～５章では、開かれた空間で生まれた交流について、居住者を中心に

事例調査を行い、居住者視点で評価した。しかし、開かれた住宅によって生まれた地

域交流の評価は、来訪者側の調査も重要な視座を提供すると考えられる。今後、開か

れた空間における来訪者の空間利用実態や、開かれた空間の効果に対する評価も含め

て事例調査を行い、地域コミュニティ形成における開かれた住宅の役割を検討する必

要がある。また、第 4～５章の実態調査において、他者との交流や社会的つながりを

重視する社交的な性格の人は、住宅を開くことをポジティブに捉え、積極的に活動を

行う傾向がみられ、住宅を開くことに重要な影響を与えている。このことから、今後

は、住宅を開く主体としての人の特性をどのように捉えるかについても、検討する必

要があると考えられる。 

 

(3) 伝統的な空間要素の現代の開かれた住宅における活用 

 第 5 章（大阪長屋）で考察したように、長屋の土間や庭、軒下空間等の伝統的な空

間要素が改修によって活用されていることが分かった。これらの日本の伝統的住宅の

空間要素は、現代の開かれた住宅においても重要な役割を果たしている可能性がある。

伝統的空間要素がどのように新しいかたちで現代の開かれた住宅で再現されている

かの分析は、今後の課題となっている。 
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